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は じ め に 

 

静 岡県 は、富士 山頂から駿 河湾 深層 までの高 低差 約 6,000ｍに展 開する

貴 重 な自 然 を有 しており、美 しく豊 かな自 然 の恵 みが享 受 し、うるおいのある

生 活 環 境 が守 られている「やすらぎ」と盛 んな経 済 活 動 による「活 力 」に満 ち

た「やすらぎと活 力 のある社 会 」を次 世 代 に引 き継 いでいくことを基 本 目 標 と

しています。 

 

しかしながら、環 境 分 野 では、温 暖 化 や資 源 の枯 渇 、生 物 多 様 性 の損 失

等 が地 球 規模 で進 行しているほか、越 境 する大 気 汚 染 や新たな化 学 物 質に

よる水質 汚染 等が発生 しています。 

 

また、保 健 衛 生 の分 野 においても、食 中 毒 の頻 発 や新 たな感 染 症 の発 生 、

危 険 ドラッグの流 通 など、ケースによっては国 際 的 な規 模 で健 康 を脅 かす問

題 が発生 してきています。 

 

静 岡 県 環 境 衛 生 科 学 研 究 所 は、多 様 化 する環 境 問 題 や健 康 危 機 管 理

事 案 の発 生 に的 確 かつ迅 速 に対 応 し、科 学 的 ・技 術 的 な面 から本 県 の環

境 と県 民の健康を守る中 核 機関 の役 割を担 っています。 

 

本 報告 は、平成 29 年 度 に終 了した調査研 究 の成 果をとりまとめたもので

あり、いずれも前 述 の基 本 目 標 達 成 に向 けた取 組 の一 つとなっています。

個 々の成 果 は微 小 かもしれませんが、地 下 水 エネルギーの活 用 、環 境 基 準

未 達 成 の原 因 追 及 、新 たな感 染 症 等 の流 行 抑 制 、化 学 物 質 に係 る分 析 技

術 などは、重 要 課 題 として継 続 的 に研 究 しており、過 去 や今 後 の成 果 と併 せ

て、研 究 所の使命 を果 たして参 りたいと考えています。 

 

 

 

平 成 30 年 7 月  

 

 

静 岡県 環境 衛生 科学 研究 所長  杉山 浩一 
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はじめに 

 静岡県では，省エネルギー対策やエネルギーの地産地

消を進めるため，2014年５月，産学官で組織する「静岡

県地下水熱エネルギー利用普及促進協議会」を設置し，

地下水の熱を自然エネルギーとして活用する熱交換シス

テム（地下水を利用したエアコン）の普及に取り組んで

いる．2014 年度までは地下水量が豊富で流速が速く，水

温が一定な富士山周辺地域において，熱交換システムモ

デルの設置，地下水熱利用の手引き書 1)や導入適地マッ

プ 2)の作成等を行ってきた．本県は，安倍川や大井川，

天竜川などの大河川を有し，下流部に広がる沖積地には

地下水が存在することから，これらの地域においても地

下水熱利用の可能性が見込まれる．そこで，2015 年度か

ら，本県における地下水熱交換システムの普及を目的と

して，安倍川下流域（静清地域）を対象地域とした本シ

ステムの適地評価をを行うための調査研究を実施した． 

静清地域は，主に静岡・清水平野からなるが，静岡平

野については，井川ら（2005）が井戸水の一般水質や水

同位体比等について調べており，河川水と平野部の降水

の 2 成分の寄与の評価や，安倍川河岸近くでは地下水の

滞留時間が非常に短いこと等を明らかにしている 3)．こ

のような地下水流動の地域的特徴を把握することは，地

下水熱交換システムの導入適地を判定する上で重要な情

静岡県河川流域における地下水熱交換システム適地評価に関する研究 

－第１報 安倍川下流域における地下水の水質・温度特性－ 
 

環境科学部 環境科学班    神谷貴文，伊藤彰＊1，大山康一＊2，小郷沙矢香， 

鈴木光彰，香田梨花，伏見典晃，村中康秀 

  

Study on Estimation of Suitable Area for Groundwater Heat Exchange System on River Basin in Shizuoka Prefecture 

- First Report: Characteristics of Groundwater Quality and Temperature in the Lower Reach of the Abe River - 

 

Takafumi KAMITANI, Akira ITOH＊1, Koichi OOYAMA＊2, Sayaka OGOH, 

Mitsuaki SUZUKI, Rika KODA, Noriaki FUSHIMI 

and Yasuhide MURANAKA 

 

近年，新たな地下水活用方法として注目されている地下水熱利用を推進するため，静岡県内の河川流域に

おいて地下水熱交換システム導入適地マップの作成を進めている．本研究では，安倍川下流域に位置する静清地

域の適地評価を行うにあたり，基礎情報としてこの地域の地下水の起源や涵養域，地下水流動範囲を把握するた

め，陸水（表流水・井戸水・湧水等）の水質や水温の特性を調査した． 

静清地域の西側に位置する静岡平野には，粘土が加圧層となった自噴井戸が多数存在しており，その水質

は，周辺の山地や清水平野と比べて塩化物イオン濃度が低く，対照的にストロンチウム濃度が高いなど，安倍川

河川水の水質と同様の傾向を示した．また，静岡平野内の自噴帯の酸素安定同位体比は，安倍川河川水の-8.4～

-7.9‰と同程度に低い値となることから，この地域の帯水層が安倍川によって涵養されていることが示された．こ

のように，地質と涵養域に起因する水質の特徴を把握することで，地域特性を把握することができた．通常，地

中の温度は 10m 程度深くなるとほぼ年中一定となるが，安倍川に近い地下水では水温の季節変動が観測され，河

川水の温度変化の影響を受ける扇状地特有の傾向がみられた．また，静岡平野と比べて清水平野の井戸では水温

が高くなる傾向がみられ，静清地域内で地下水熱ポテンシャルに差があることが明らかになった． 

 

Key words: 安倍川，静清地域，地下水水質，地下水水温，安定同位体 

Abe River, Seisei Area, groundwater quality, groundwater temperature, stable isotopes 

静岡県環境衛生科学研究所 

(〒420-8637，静岡市葵区北安東 4－27－2) 

Shizuoka Institute of Environment and Hygiene 

(4-27-2,Kita-ando,Aoi-ku,Shizuoka,420-8637,Japan) 

*1：環境局生活環境課 

*2：商工業局新産業集積課 
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報となる． 

そのため本研究では，静清地域の地下水の起源や涵養

域，地下水流動範囲を推定するため，表流水・井戸水・

湧水等の水質や温度特性を調査したので報告する． 

 

方  法 

1 調査地の概要 

 静岡県（2011）4)をもとに調査地の地形地質情報を記載

する．本研究で対象としている静清地域は，主に静岡・

清水平野からなり，南アルプスから連なる北方山地と有

度丘陵に挟まれた凹地である（図 1）．静岡平野は典型的

な扇状地地形を呈しており，安倍川からの膨大な量の砂

礫で有度丘陵との間を埋積したものである．扇状地地形

は，賎機山南端の浅間神社付近で標高 27m に達し，東方

～南方に標高を減じる．扇状地末端部には北方に麻機低

地，東南に大谷・高松低地等が分布している．清水平野

は巴川の三角州で，標高 5～7ｍの低地が東方に広がって

おり，巴川河口付近には浜堤及び砂州が分布し，その東

側には三保の砂嘴が南北に発達している．低地部は，巴

川の流路を通じて北方山地と南の有度丘陵の間を奥深く

まで入り込み，静岡平野北方末端の麻機低地に連なって

いる． 

静清地域の北方及び西方山地を構成する地質は古第

三紀～新第三紀の堆積岩及び火山岩であり，当地域の水

理基盤となっている．平野部に突出する谷津山，八幡山

等も新第三紀層からなり，配列状況から地下に基盤の高

まりが伏在するものと考えられる．一方，有度丘陵は２

回の海面上昇・低下の過程で堆積した礫質及び泥質の第

四紀更新世の洪積層からなる．これらの山地・丘陵を埋

めるように，更新世末期から現在にかけて安倍川によっ

て運ばれた扇状地性堆積物と，巴川によって運ばれた三

角州性堆積物等の未固結層から構成される沖積層が分布

し，当地域の主要な帯水層を形成している．静岡平野を

構成する沖積層は主に砂・砂礫であるが，市街地の東部

では比較的表層に粘性土（シルト・粘土）が介在する．

そして北及び東に行くに従って粘性土の占める割合が多

くなっている．清水平野は巴川の三角州性堆積物で構成

されており，砂及び粘性土を主としている． 

2 調査方法 

1) 水質分析 

 静清地域には，粘性土が加圧層となった自噴井戸が多

数存在している．湧水・自噴井戸（一部揚水井戸含む）

等 72 地点，河川 10 地点において，2015 年 12 月に採水

した．また，地下水位観測井 14 地点においてストレーナ

付近のフレッシュな地下水を 2015 年 9 月に採水した．

2016 年 12 月～2017 年 2月には事業所井戸（揚水井戸）

15 地点において採水した（図 1）． 

採取した水試料を 0.2μm のメンブレンフィルターで

静岡平野 

清水平野 安倍川 

藁科川 

巴川 

有度丘陵 

賎機山 

北方山地 

西方山地 

麻機低地 

谷津山 

図 1 静清地域の概要とサンプリング地点 

三保 

長尾川 

八幡山 

瀬名自噴帯 
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濾過した後，主要な溶存イオンについてはイオンクロ

マトグラフ（ICS-1100, 2100, Dionex）を，微量元素に

ついては ICP-MS（7900, Agilent）を用いて測定した．

また，酸素・水素安定同位体比（δD, δ18O）はキャ

ビティーリングダウン分光分析装置（ L2130-i, 

PICARRO）を，ストロンチウム安定同位体比（87Sr/86Sr）

は二重収束型高分解能 ICPマルチコレクタ質量分析計

(Neptune, Thermo Fisher Sci.)を用いて測定した． 

各地点の測定値については，地理情報システム

（GIS：ArcGIS 10.5.1）の Spatial Analyst ツールを用い

てKriging による内挿を行い，平野部の地理的分布を面

的に示した． 

2) 水温測定 

 水質分析試料採取時に各地点の水温測定を行ったほ

か，地下水位観測井 14 地点において，2015 年 7 月か

ら 2016 年 5 月まで，2 カ月毎に地下水温度をデジタ

ル・サーミスタ温度計により管頭から2m毎に計測し，

温度プロファイルを作成した． 

 

結果および考察 

1 水質 

1) 主要溶存イオン・微量元素 

測定した主要溶存イオン・微量元素のうち，特徴的

な濃度分布を示したイオン・元素について以下で述べ

る． 

塩化物イオン（Cl-）の濃度分布図を図 2 に示す．有

度丘陵南麓沿岸部の浅井戸で 10～20mg/L のやや高い

濃度を示しており，陸域地下水への海水の侵入や有度

丘陵南斜面への海洋からの風送塩の影響が考えられる．

調査地の山地や丘陵部分ではおおむね 2～10 mg/L を

示し，これも海からの影響が考えられるが，安倍川扇

状地に分布する自噴井の多くは Cl-濃度が 2mg/L 以下

と低く，同じく濃度が低い安倍川からの地下水供給が

示唆された．また，静岡平野内でもやや高い Cl-濃度を

示す河川水（巴川）や自噴井も存在しており，生活排

水など人為的な影響も示唆される．なお，清水平野で

は Cl-濃度が 6,600mg/L を示す観測井があり，地下水

の塩水化が確認された．ナトリウムイオン（Na+）濃度

も同じ地理分布傾向を示したが（図 3），カルシウムイ

オン（Ca2+）濃度は静岡平野で若干高くなるなど，上

記イオンとは異なる地理的変化を示した（図 4）． 

ストロンチウム（Sr）の濃度分布図を図 5 に示す．

塩水化地下水が分布する清水平野の Sr 濃度は極めて

高くなっているが，Cl-濃度分布とは対照的に，安倍川

や藁科川の Sr 濃度が 100～160μg/Lと比較的高く，安

倍川扇状地の自噴井戸も同程度の高い濃度となってい

図 2 陸水の塩化物イオン濃度分布（単位：mg/L） 

図 3 陸水のナトリウムイオン濃度分布（単位：mg/L） 

図 4 陸水のカルシウムイオン濃度分布（単位：mg/L） 
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る．相対的に有度丘陵や北方山地の濃度は 100μg/L

以下と低くなっており，Sr は安倍川由来の地下水の特

徴を示す指標になると考えられた． 同様の濃度分布傾

向を示すものとして，前出のCa2+や硫酸イオン（SO4
2-），

セレン（Se）が挙げられる．一方，ケイ素（Si）濃度

は賎機山や有度丘陵等の湧水で相対的に高い傾向がみ

られ（図 6），Sr 濃度などとは異なる地理的分布傾向を

示した． 

硝酸イオン（NO3
-）の濃度分布図を図 7 に示す．有

度丘陵西側の平野部で NO3
-濃度の高い地域がみられ，

要因は不明であるが，近隣に茶園が多く存在すること

から，肥料由来成分による影響も考えられる． 

2) 酸素・水素安定同位体比 

δD, δ18O を測定した結果，両者には線型性がみら

れたことから，以降はδ18O のみ言及することとする．

δ18O 値の分布図を図 8 に示す．安倍川河川水はδ18O

値が-8.4～-7.9‰で，上流から下流に向かうにしたが

って値が高くなった．一方，集水域の小さい長尾川は

-7.2～-7.3‰を示した．安倍川河川水のδ18O 値が低い

理由としては，集水域が沿岸域から遠く，内陸部の降

水ほど同位体比が低くなる内陸効果や，標高が高くな

るとともに降水の同位体比が低くなる高度効果が考え

られる．安倍川扇状地に位置する自噴帯は，安倍川河

川水と同程度の低いδ18O 値を示し，上記の主要溶存

イオン・微量元素濃度分布の傾向と調和的であること

から，この地域の帯水層が安倍川によって涵養されて

いることが水の同位体比からも明らかになった．一方，

静岡平野と清水平野との境界付近にある瀬名自噴帯で

は，長尾川や有度丘陵と同程度の δ18O 値を示し，本

調査範囲の降水が主な涵養源であることが示唆された． 

図 5 陸水のストロンチウム濃度分布（単位：μg/L） 

図 6 陸水のケイ素濃度分布（単位：μg/L） 

図 8 陸水の酸素安定同位体比分布（単位：‰） 図 7 陸水の硝酸イオン濃度分布（単位：mg/L） 
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なお，清水平野の塩水化地下水では-5‰以下と高い値と

なった． 

3) ストロンチウム安定同位体比 

Srには 4つの安定同位体があり，そのうち 87Srは半減

期4.88×1010年であるルビジウム（87Rb）のβ壊変によ

り生成するため，岩石中の Sr同位体の構成比は Rbや Sr

の割合や年代によって変化する．そのため，岩石の
87Sr/86Sr は，岩石のできた時代やプロセスによって特徴

的な値を持つこととなる．地下水中のストロンチウム安

定同位体比（87Sr/86Sr）は，人為的にもたらされる成分

がなければ流域の降水や岩石にその起源が求められる 5)．
87Sr/86Sr の分布図を図 9 に示す．安倍川や藁科川の
87Sr/86Srは 0.7088程度を示し，これは西側地域の山地の

大部分を占める4,000万年～2,200万年前の堆積岩類（付

加コンプレックス）6)によって特徴づけられる値と考えら

れる．一方，北方の 1,500 万年～700 万年前の堆積岩類

からなる山地を集水域に持つ長尾川の 87Sr/86Sr は

0.7060 を示し，巴川上流部（静岡平野内）では 0.7078

程度となった．静岡平野に分布する自噴井戸は安倍川と

同程度の 87Sr/86Srを示し，安倍川扇状地の範囲とよく一

致していた．一方，2,200万年～1,500万年前の火山岩類

からなる賎機山を起源とする湧水の 87Sr/86Sr は 0.7040

未満で特異的に低い値となった．  

4) 地域毎の酸素とストロンチウムの安定同位体比の分

布傾向 

静清地域の地下水は，降水（大気）由来の成分（δ18O，

Cl-等），地質由来の成分（87Sr/86Sr，Si等），その他人間

活動由来成分（NO3
-等）や塩水化により特徴づけられた．

δ18O と 87Sr/86Sr の関係性を図 10 に示す．δ18O と
87Sr/86Sr は逆相関関係となっており，δ18O 値が低い静

岡平野などの安倍川由来の地下水は，古い地質年代の堆

積岩やその堆積物を通過するため 87Sr/86Srが大きくなる．

一方，δ18O 値が高い周辺山地の降水由来の地下水は
87Sr/86Sr が比較的低く，若い火山岩が分布する賎機山の

湧水は特異的に低い値となった．有度丘陵や三保の地下

水の 87Sr/86Srは大きく，これらの地域は安倍川によって

もたらされる土砂が堆積して成立していると考えられて

いること整合的である．清水平野の地下水の 87Sr/86Sr分

布は図 10 上で広範囲に広がっており，主に北方山地由来

と有度丘陵由来の地下水に大別することができる．以上

のように，静清地域の地下水は，涵養源と地質の違いに

起因する水質の特徴を把握することにより，地域特性を

明らかすることができた． 

2 地下水の温度変化 

試料採取時の水温および地下水観測井で計測した地下

水温度プロファイルの代表例を図 11 に示す．地下水の温

度は，三保半島の井戸で高く，有度丘陵ではやや低くな

り，また静岡平野と比べて清水平野の方が若干高い傾向

を示すなど，静清地域内で地下水温度に差があることが

明らかになった． 

通常，地中の温度は地表付近では気温の影響を受けて

変化するが，10m 程度深くなるとほぼ年中一定（平均気

温と同程度）となる．また，深さ 100m程度になると，地

球内部の熱の影響により，さらに温度が 2～4℃程度上昇

する．観測井 Fのプロファイルはこの傾向を示している．

一方，安倍川沿いの観測井 A,Bでは，地下水温度の季節

変動が深い層まで観測された．これは河川水温度の影響

を受けていると考えられ，扇状地特有の傾向と捉えるこ

とができる．特に観測井Aでは，夏期に14℃程度と低く，

冬期に17℃程度と高くなる現象が確認でき，河川水の温

度が半年遅れで井戸に到達していると推測されることか

図 9 陸水のストロンチウム安定同位体比分布 

図 10 地域毎の酸素とストロンチウムの安定

同位体比の相関関係 
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ら，効率的な地下水熱交換が可能であることが示された． 

 

まとめ 

静清地域の陸水の水質を測定し，平野部の地下水の起

源や涵養域，地下水流動範囲を推定した．静岡平野では，

周辺の山地や清水平野と比べて水安定同位体比や Cl-濃

度が低く，対照的に Sr 濃度や Sr 安定同位体比が高いな

ど，安倍川河川水の水質と同様の傾向を示し，安倍川河

川水が涵養源となっている地下水の流動範囲が明らかに

なった．このように，地質と涵養域に起因する主要イオ

ンや微量元素，同位体の特徴を把握することにより，静

清地域の地下水の地域特性を把握することができた．ま

た，静岡平野と比べて清水平野の井戸では水温が高くな

る傾向がみられ，安倍川に近い井戸では他の地域の井戸

と異なり水温の季節変動が観測されるなど，静清地域内

で地下水熱ポテンシャルに差があることが明らかになっ

た． 
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はじめに 

 地中熱ヒートポンプは，通常のエアコンや冷蔵庫と同

様にヒートポンプの技術が使われる 1)．ヒートポンプは，

電力等の外部エネルギーで冷媒などの熱媒体を循環させ，

低い温度の物体から採熱し，高い温度の物体に放熱する

ような仕組みでできており，投入するエネルギーの何倍

もの熱エネルギーが得られる．一般的には，空気との間

で熱のやり取りをするが，地中熱ヒートポンプは，空気

の代わりに地盤や地下水との間で熱のやり取りを行う．

地中の温度は，年間を通じて変化が小さく，気温と比べ

て冬は温かく，夏は冷たいため，冬は採熱，夏は放熱す

る場として利用できる．また，空気よりも蓄えることの

できる熱の量が大きく，熱を伝えやすい地盤や地下水と

熱のやり取りをすることで，空気を熱源とするヒートポ

ンプよりも効率的なエネルギー利用が可能になる．地中

熱ヒートポンプは，井戸を掘ってその中に熱交換用のパ

イプを通して熱媒体（不凍液や水）を地中に循環させる

ことにより，間接的に地下水や地盤と熱のやり取りを行

う方式（クローズドループ方式）と，地下水を汲み上げ

てヒートポンプ内に引き込み，熱をやり取りする方式（オ

ープンループ方式）とに分けられる（図 1）． 

地中熱ヒートポンプのデメリットとしては，地中熱交

換井の掘削にかかるコストが高いこと，地下水の汲み上

げ規制がある地域では新たに揚水することが難しいこと

などが挙げられる．そのため，静岡県では，従来のよう

な掘削して珪砂を充填する方法（以下，珪砂充填型とす

る）ではなく既存の井戸を使って熱交換用のパイプを直

接地下水に浸す方式（以下，水井戸利用型とする）や，

既に別の目的で汲み上げられている地下水から熱エネル

ギーのみ取り出すカスケード利用型などのオプションを

提示して地下水熱利用の普及を目指している（図 2）．な

お，これらの方式は地下水の流れや温度に大きく依存す

ることから，地下水熱交換システムとよぶこととする．

本研究では，地下環境や揚水規制に依らず利用可能なク

ローズドループ方式である珪砂充填型と水井戸利用型の

熱交換方式を対象とする． 

熱交換井の長さは，必要な採熱・放熱量によって決ま

静岡県河川流域における地下水熱交換システム適地評価に関する研究 

－第２報 安倍川下流域の地下水熱利用適地マップ－ 
 

環境科学部 環境科学班    神谷貴文，香田梨花，伏見典晃，村中康秀 

  

Study on Estimation of Suitable Area for Groundwater Heat Exchange System on River Basin in Shizuoka Prefecture 

- Second Report: Suitability Maps for Using Groundwater Heat in the Lower Reach of the Abe River - 

 

Takafumi KAMITANI, Rika KODA, Noriaki FUSHIMI and Yasuhide MURANAKA 

 

近年，新たな地下水活用方法として注目されている地下水熱利用を推進するため，静岡県内の河川流域に

おいて地下水熱交換システム適地マップの作成を進めている．本研究では，安倍川下流域に位置する静清地域の

適地評価に必要となる，クローズドループ方式の熱交換効率を指標とした地下水熱ポテンシャルを推定してマッ

プ化し，地下水熱交換システムの導入を想定したコスト計算を行った． 

ポテンシャル評価では，まず安倍川下流域の地下水流動・熱輸送モデルを構築し，数値計算により対象地

内の地下水流速や温度分布を得た後，任意の地点に従来型（珪砂充填型）と水井戸利用型の熱交換井を配置して

熱交換量を算出した．その結果，安倍川沿いで熱交換効率が高くなるなど，地下水熱ポテンシャルに地域差がみ

られた．地下水熱交換システムの導入を仮定したコスト計算の結果，特に 24 時間エアコンを稼働させる福祉施設

や商業施設などは初期コストの回収期間が短く，本システムを導入するメリットが十分あることが分かった． 

 

Key words: 安倍川，静清地域，地下水熱交換システム，適地マップ，経済性評価 

Abe River, Seisei Area, groundwater heat exchange system, suitability maps, economical evaluation 

静岡県環境衛生科学研究所 
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Shizuoka Institute of Environment and Hygiene 

(4-27-2,Kita-ando,Aoi-ku,Shizuoka,420-8637,Japan) 

静岡県環境衛生科学研究所報告  No.60  7－13  2017           

Bulletin of Shizuoka Institute of Environ. and Hyg. 
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り，地下の熱環境や熱物性の影響を受ける．また，地下

水の流れが存在する場合，移流効果により有効熱伝導率

の上昇が見込まれ，熱交換井の短縮が可能となる．その

ため，地域の地質環境や地下水流動から地下の熱交換効

率を推定できれば，最適なシステム設計による効率的な

地下水熱利用につながる．広域的な三次元地下水流動・

熱輸送をもとに熱交換量の分布を推定する研究例は筑紫

平野や福井平野，弘前平野など，近年増えてきている 2)

～4)．静岡県においても，富士山周辺地域において，広域

三次元地下水流動および地下の温度プロファイルを考慮

した単一熱交換井モデルを構築し，熱交換分布図の作成

を行った 5)． 

本研究では，地下水熱交換システムの普及を目指す安

倍川下流域（静清地域）においてシステム導入適地評価

を行うことを目的として，クローズドループ方式（珪砂

充填型および水井戸利用型）の熱交換量を推定してマッ

プ化し，導入コスト計算を試みたので報告する． 

 

方  法 

1 地下水流動・熱輸送解析 

 本研究で対象としている安倍川下流域の静清地域は，

南アルプスから連なる北方山地と有度丘陵に挟まれた凹

地であり，主に静岡・清水平野からなる．静岡平野は安

倍川からの膨大な量の砂礫で形成されているが，市街地

の東部では比較的表層に粘性土が介在し，これが加圧層

となって自噴井戸が多数存在している．清水平野は巴川

の三角州で，砂及び粘性土を主とした低地が東方に広が

っている 6)．これらの地質情報をもとに，地下 500mまで

を 19 層に分割した三次元地下地質モデルを作成した（図

3）．各層に与えた主なパラメータを表 1 に示す．基本的

に周辺山地は基盤層とし，粘土層・砂礫層の 1～15 層の

厚さをそれぞれ 0.1m に設定して山地における地下水流

動計算への影響を最小化した． 

境界条件として，地表面からの地下水涵養量は，各月

表 1 三次元地下地質モデルで使用した主要なパラメータ 

透水係数 6) (cm/s) 
地質 層位 

（水平方向） （垂直方向） 

有効間隙率 6) 

(%) 

熱伝導率* 

(J/m/s/K) 

粘土層（平野部） 1－4 層 8.3×10-5 0.1 

 

 

安倍川周辺 

5－6 層 
1.0×10-1 1.0×10-2 

砂礫層 1（平野部） 

5－10 層 8.3×10-2 8.3×10-3 

0.2 

砂礫層 2（平野部・有度丘陵） 11－15 層 6.0×10-3 6.0×10-4 0.2 

基盤層（周辺山地含む全域） 16－19 層 1.0×10-7 0.05 

1.53 

*: 熱伝導率については，北海道大学地中熱利用システム工学講座（2007）7)の砂の有効熱伝導率値を代表値とした． 

クローズドループ方式

（珪砂充填型） 
オープンループ方式 

図 2 地下水熱交換システム 

水井戸利用型 カスケード利用型 

図 1 地中熱ヒートポンプ 

静岡平野 
清水平野 

安倍川 

巴川 
有度丘陵 

賎機山 

砂礫層1 

砂礫層2 

粘土層 

基盤層 

図 3 三次元地下地質モデル 
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の降水量から土地利用種ごとの表面流出量やソーンスウ

ェイト法により算定した蒸発散量を差し引いた値とし 8)，

河川は地表面-2ｍを，海岸線は標高0mを定水頭とした．

温度境界については，地表面を年平均気温+1℃，モデル

底面を+30℃とし，側方境界からの熱の出入りはないも

のとした．降水量や平均気温のデータは，気象庁のメッ

シュ平年値 9)を使用した．河川水温度については，安倍

川・藁科川は 2015 年 12 月～2017 年 8 月まで測定した各

月の平均値を河川区間ごとに割り振り，その他河川は月

別平均気温値 9)を使用した． 

 上記の条件で作成した三次元地下地質モデルによる広

域地下水流動・熱輸送解析を，DHI 社の FEFLOW ver 6.1 

(Finite Element Subsurface Flow & Transport Simulation 

System)を用いて実施した．最初に涵養量，河川水温度を

年平均値とした定常解析を行い，その後，月毎の値を用

いて非定常解析を 100 年間行った． 

2 熱交換解析 

 上記の条件で広域地下水流動・熱輸送解析を行ったの

ち，現地測定を実施した地下水位観測井や揚水井戸を含

む計 54地点に深さ 100mの熱交換井をモデル上で設定し

た．熱交換井は直径 179mm のボアホールにダブル U 字

管を挿入して珪砂充填した従来方式（珪砂充填型）と，

同径の水井戸にダブルU字管を挿入した水井戸利用型の

２通りを仮定し，５年間の熱交換シミュレーションを行

った．熱交換シミュレーションの運転シナリオについて

は，１年のうち冬季３カ月を暖房利用，夏季３カ月を冷

房利用とし，熱媒体（40％エチレングリコール）の循環

流量を 25L/min，熱交換器入口における熱媒体温度を暖

房利用時５℃，冷房利用時 35℃と仮定した．熱交換器出

口の温度から各地点における５年目の暖房時，冷房時の

平均熱交換量を算出した後，地理情報システム（GIS：

ArcGIS 10.5.1）の Spatial Analyst ツールを用いて Kriging

による内挿を行い，面的に示すことでクローズドループ

システムにおける熱交換量マップを作成した． 

3 導入可能性評価 

 作成した熱交換ポテンシャルマップを用いて，事業種

や規模別にクローズドループ方式を導入するときに必要

となる熱交換井の本数を推定し，コスト計算を実施した． 

1) 対象事業種 

対象事業種として，事務所，病院・福祉施設，商業施

設を想定し，「非住宅建築物の環境関連データベース」10）

地域区分 6（静岡県を含むエリア）を参考にそれぞれ 2

パターンの面積を設定した（表 2）．各施設において必要

な冷暖房能力は，商業施設 180W/m2，その他を 140W/m2

と仮定した．また，空調の稼働時間は事務所で 10 時間，

商業施設（1,400m2）で 12 時間とし，病院・福祉施設お

よびコンビニエンスストアを想定する商業施設（160ｍ2）

では 24 時間とした． 

2) 熱交換井本数の推定 

地中熱ヒートポンプの成績係数（COP）を冷房 5.2，

暖房 3.6 と想定し（空気熱は冷房・暖房ともに 3.0），設

定した空調能力を発揮するために必要な熱交換井におけ

る最大熱交換能力を冷房・暖房とも算定した後，珪砂充

填型，水井戸利用型ポテンシャルマップからそれぞれ最

大熱交換能力を賄えるだけの熱交換井の本数を推定した． 

3) 初期コストの算定 

空調能力 1kW あたりの初期コストを，設置事例等 1), 11)

から地中熱では50万円，空気熱では20万円と仮定した．

珪砂充填の場合，熱交換井の長さは空調能力 50W あたり

1m を標準としてボーリング費用は 1 万円/m とし，熱交

換効率がよい場所では熱交換井の長さが短くなり，設置

費用が減少するとした．水井戸利用型の場合，既存の井

戸を利用するためボーリング費用はかからないとした．

補助金がある場合を想定し，補助率は 1/2（一次側（地

中側）を対象）とした． 

4) 初期コスト回収期間 

平均負荷率を空調能力の6割とし，冷暖房それぞれ120

日稼働すると仮定した．COP から消費電力を算定し，中

部電力の低圧電力料金単価 12)から冷房時 16.73 円/kWh，

暖房時 15.21/kWh（基本料金を除く）としてランニング

コストを算定した．珪砂充填型，水井戸利用型それぞれ

について，空気熱源エアコンとの差から，コスト回収期

間を算定した． 

5) 環境的側面の評価 

各対象事業種・面積において，空気熱源から地下水熱

ヒートポンプに変換した場合に削減できる電力量に二酸

化炭素実排出係数（0.000485 t-CO2/kWh）13)を乗じ，二

酸化炭素排出削減量を算出した．また，二酸化炭素排出

削減に伴うクレジット価格は，削減量に単価（908 円／

t-CO2，平成 29 年 4 月落札価格平均値）14)を乗じ，金額

に換算した． 

 

表 2 評価対象事業種の空調使用想定 

種別 
想定面積 

( m2) 

空調能力 

(kW) 

稼働時間 

( h ) 

180 25.2 10 
事務所 

1,000 140 10 

1,100 154 24 病院・ 

福祉施設 4,300 602 24 

160 28.8 24 
商業施設 

1,400 252 12 
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結果および考察 

1 地下水流動・熱輸送解析 

現地における水質・温度調査の結果，①静岡平野のう

ち，西部の安倍川扇状地の帯水層は安倍川によって涵養

されており，静岡平野東部や清水平野は周辺の降水が主

な涵養源であること，②安倍川近辺では地下水温度に季

節変動がみられること，が明らかになっている 15）．作成

したモデルによる地下水流動・熱輸送解析の結果，安倍

川から涵養された地下水が賎機山南端を起点として放射

状に広がり巴川上流方向に向かうなど，静岡平野西部の

地下水は安倍川から供給されることを確認できた（図 4）．

また，安倍川近辺では河川水温度が地下水温度に影響を

及ぼし，夏季に水温が低く冬季に高くなる地域がみられ

るなど，現地測定結果と整合する計算結果が得られ，本 図 4 地下水流向流速計算結果（第7層） 

（m/s） 

安倍川 

賎機山 

巴川上流 

図 5 珪砂充填型熱交換井の熱交換量マップ 

(a)冷房運転時 (b)暖房運転時 

(a)冷房運転時 (b)暖房運転時 

図 6 水井戸利用型熱交換井の熱交換量マップ 

kW/100m kW/100m 

kW/100m kW/100m 
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解析の妥当性が確認できた． 

透水性のよい砂礫層（第 7 層）をみると，安倍川中流

域で地下水流速（ダルシー流速）が 10-5m/s 付近と大き

く（図 4），このような地域は，速い地下水流動による有

効熱伝導率の向上が期待される 16)．また，透水性の高い

砂礫層が表層から厚く堆積する静岡平野の扇状地などで

は 10-6m/s を超えており，熱交換のために必要な井戸の

長さを節約できる地域と考えられた．一方，静岡平野と

清水平野の境界付近や清水平野内において，6.3×

10-7m/s となる地域がある．これは，地下水勾配が小さい

ことや難透水性基盤の高まりによって流動が阻害されて

いることが要因と考えられ，これらの地域では，夏季に

放出された熱が蓄積されて冬季に利用できるなど，季節

間蓄熱に有利になると推測される． 

2 熱交換解析 

熱交換解析結果として，珪砂充填型および水井戸利用

型の熱交換井を用いて冷暖房運転を行った場合の熱交換

量マップを図 5 および図 6 にそれぞれ示す．暖房時，冷

房時ともに，安倍川周辺やその扇状地において値が高く

なっており，これらの地域におけるクローズドループ方

式の有効性が明らかになった．熱交換量が大きい理由と

しては，安倍川周辺における夏季に地下水温が低く冬季

に高くなることによる熱交換の優位性以外に，地下水流

速が大きく，熱交換井付近の熱がすみやかに拡散するこ

とによる効果などが挙げられる．珪砂充填型では，冷房

で 10～13 kW/100m，暖房で 6～8 kW/100m と，かなり

大きな熱交換量になると推定された．静岡平野と比べて

清水平野は地下水の流れが遅いため，熱交換量は比較的

小さくなるものの，一般的な地中熱交換の目安となる

5kW/100mに近い値となった． 

一方，水井戸利用型では，地下水面よりも下で井戸水

と直接熱交換することもあり，珪砂充填型と比べて熱交

換量は小さくなるものの，地下水の流れが速い安倍川周

辺では，冷房で 5～7 kW/100m，暖房で 3.5～5 kW/100m

の熱交換量が確保できるという結果になった．水井戸利

用型の熱交換解析では，シミュレーション上の制約から，

井戸内では水の流動が発生しないという前提で計算して

いる．しかし，特に安倍川沿いや静岡平野の扇状地では

地下水の流れが速く，実際には井戸内部で水の流れが生

じている可能性が高いため，この推定値よりも大きな熱

交換量を得ることができると推定される．実際に休止井

戸などの既存井戸を用いた地下水熱交換システムを設置

する場合には，個々の井戸の特性が熱交換効率に大きく

影響するため，熱応答試験による評価が重要となる． 

3 経済性評価 

作成した熱交換ポテンシャルマップを用いて，事業種

や規模別にクローズドループ方式を導入するときに必要

となる熱交換井の本数を推定した結果を表 3 に示す．珪

砂充填型，水井戸利用型ともに，図 7 に例を示すように，

熱交換効率が高い安倍川沿いにおいて熱交換井の本数が

少なく，清水平野で多くなると推定された．熱交換ポテ

表 3 システム導入に伴う初期コストと回収期間の比較 

100m 熱交換井 

必要本数（本） 

初期コスト（補助金あり） 

(万円) 

コスト回収期間 

(年) 種別 

想定 

面積 

( m2) 珪砂充填 水井戸 空気熱 珪砂充填 水井戸 珪砂充填 水井戸 

180 2.4～6.3 4.2～10.5 504 752～946 630 43～76 22 
事務所 

1,000 13.5～35.1 23.1～58.5 2,800 4,177～5,256 3,500 43～76 22 

1,100 14.9～38.6 25.4～64.3 3,080 4,595～5,782 3,850 18～32 9 病院・ 

福祉施設 4,300 58.2～151 - 12,040 17,961～22,602 - 18～32 - 

160 2.8～7.2 4.7～12.0* 576 859～1,081 720 14～28 5 
商業施設 

1,400 24.4～63.2 - 5,040 7,518～9,461 - 27～55 - 

－：水井戸が 40 本以上必要となり，実現性に乏しいため記載しなかった． 

＊：商業施設（160m2）における水井戸必要本数については，図 7 に地理的分布を示した． 

図 7 必要水井戸本数例：商業施設（160m2） 

（本） 
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ンシャルが高いと推定された珪砂充填型の方が水井戸利

用型よりも熱交換井の本数は少なくなるが，コスト計算

の結果，水井戸利用型は既存の井戸の利用を想定してい 

るため初期コストは少なく，その分コストの回収期間も

短縮が可能という結果になった（表 3）．空気熱源エアコ

ンとのランニングコストの差は，稼働時間が長くなるほ

ど大きくなる．そのため，特に 24 時間エアコンを稼働さ

せる病院・福祉施設や商業施設（コンビニエンスストア）

は，水井戸利用型の場合 10 年未満，珪砂充填型でも熱交

換効率の良い場所では 20 年未満で初期コストが回収で

きると試算でき，これらのシステムを導入するメリット

は十分あると考えられた．ただし，水井戸利用型の場合，

既に存在している井戸の本数は限られるため，大規模な

施設をすべてこのタイプの熱交換でまかなうのは難しく，

規模に応じたスペースの空調に利用したり，空気熱源エ

アコンと併用するなどの使用方法に限られることになる． 

地下水熱利用による二酸化炭素排出削減効果を表 4 に

示す．空気熱源エアコンを地下水熱交換システムに変換

することによる消費電力の削減率は 29.5%となり，事業

所の規模や稼働時間に応じて二酸化炭素排出削減量が増

えた．このような取組は企業の CSR 活動や製品のブラン

ディング等に活用できる．ただし，排出権取引に関係す

るクレジット価格については年間数千円～数万円となり，

コスト回収に寄与する程度にはならなかった． 

 

まとめ 

静清地域において，クローズドループ方式（珪砂充填

型，水井戸利用型）の熱交換効率を指標とした地下水熱

ポテンシャルを算定した．地下水の流れが速い安倍川沿

いでは，珪砂充填型で冷房 10～13 kW/100m，暖房 6～8 

kW/100m，水井戸利用型で冷房 5～7 kW/100m，暖房 3.5

～5 kW/100m と，高い熱交換効率が確保されると推定で

きた．また，清水平野周辺の地下水流速が遅い地域では，

夏季に放出された熱が蓄積されて冬季に利用できるなど，

季節間蓄熱に有利になると推測された．地下水熱交換シ

ステムの導入を想定したコスト計算の結果，特に 24 時間

エアコンを稼働させる福祉施設や商業施設などは，水井

戸利用型の場合，10 年未満で初期コストが回収できると

試算でき，本システムを導入するメリットが十分あるこ

とが分かった． 

なお，これらの結果に加え，本研究ではオープンルー

プ方式等の適地評価も実施しており，その成果を「安倍

川下流域（静清地域）における地下水熱利用適地マップ」
17)としてまとめ，静岡県くらし・環境部環境局環境政策

課のホームページで公開している． 
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はじめに 

蚊媒介性感染症は，ウイルスや原虫などの病原体をも

った蚊に吸血されることで感染する病気であり，黄熱，

マラリア，日本脳炎などが知られている．  

現在，日本で発生報告のある蚊媒介性ウイルス感染症

には，デング熱，チクングニア熱，ジカウイルス感染症，

ウエストナイル熱，日本脳炎がある．このうち現在，国

内にウイルスが常在しているものは日本脳炎のみで，ほ

かの蚊媒介性ウイルスは常在していない．また，国内に

生息する蚊のうちヒトスジシマカ Aedes albopictus がデ

ング熱，チクングニア熱，ジカウイルス感染症，ウエス

トナイル熱を，コガタアカイエカ Culex tritaeniorhynchus

とアカイエカ Culex pipiens pallens Coquillett がウエスト

ナイル熱と日本脳炎を媒介する 1-6）．  

わが国では，太平洋戦争中の 1942 年から 1945 年にか

けてデング熱が流行した．その後，終戦を迎え，南方か

らの帰還兵の減少，防火水槽の設置もなくなりヒトスジ

シマカが減少することにより 1945 年以降デング熱の国

内発生報告はなかった 7）．しかし，2014 年夏に代々木公

園を中心とした都心のデング熱国内感染事例が発生し，

県内でも 2 人のデング熱国内感染患者が発生した．この

うち 1 人は，代々木公園には行っておらず，検出された

ウイルスの遺伝子は、代々木公園を中心に発生し，検出

されたウイルスとは異なる遺伝子配列であったため，別

の流行が国内に潜在したと推測された 8）． 

また，わが国の日本脳炎は，1960 年代までは年間 1000

人が発生していたが，1954 年からワクチン接種が開始さ

れたことを受け，現在では毎年約 10 人以下まで減ってい

る．県内では 2006 年以降発生がなかった 9）が，2016 年

県西部で 1 人の患者が発生した．  

このようなことから，県内に蚊媒介性ウイルス感染症

が発生するリスクは高いが，今まで県内の定期的な蚊の

生息状況調査は行われていなかった．そこで今回，静岡

県内における蚊媒介性感染症の媒介蚊生息状況調査を行

うことで，蚊の季節消長を解析し，蚊媒介性ウイルス感

染症の浸淫状況を調査した．また，調査期間中の 2016

年に県内で、日本脳炎患者が発生したことから，疫学調

査として，捕獲されたイノシシの血清を材料に日本脳炎

ウイルスの保有状況を調べたので報告する． 

 

材料および方法 

静岡県における蚊媒介性ウイルス感染症の浸淫状況に関する研究 
 

微生物部 ウイルス班  大石沙織，池ヶ谷朝香＊，井戸陽子，原稔美， 

酒井悠希子，阿部冬樹，神田隆 

Invasive status of mosquito-borne virus infection in Shizuoka Prefecture 

 

Saori OISHI, Asaka IKEGAYA, Yoko IDO, Toshimi HARA， 

Yukiko SAKAI, Fuyuki ABE and Takashi KANDA 

 

近年，世界では熱帯地域を中心にデング熱やジカウイルス感染症等の蚊媒介感染症が流行しており，輸送

網の発達によって，これらの感染症が日本に持ち込まれ拡大する危険性がある．デング熱は，平成 26 年に 162 症

例の国内感染例が報告され大きな問題となり，静岡県でも 2 症例が報告された．それまで静岡県内での定期的な

蚊の生息状況を把握する試みはなされていなかったので，静岡県内における媒介蚊の季節消長を調査するととも

に，蚊媒介性感染症ウイルスの浸淫状況を把握することを目的に蚊のウイルス保有状況を調査した．その結果，

蚊媒介性感染症ウイルスはすべての定点から検出されなかったが，蚊の捕集数は 7 月から 9 月に最も増加するこ

とが確認された．夏休み等で，海外への行き来が増加する時期と重なり，蚊媒介性感染症が国内に輸入されるリ

スクが高まるため，国内での感染拡大防止対策が必要である． 

 

Key words: 蚊媒介性感染症，媒介蚊，ヒトスジシマカ，アカイエカ群 

mosquito-borne infection, vector mosquitoes, Aedes albopictus ，Culex pipiens  
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1 蚊の生息調査 

1) 公園における調査 

2016 年と 2017 年の 5 月から 10 月に，月に 2 回，国の

手引き 10）にあるリスク地点の選定方法に基づき 4 公園，

笹原公園（河津町），愛鷹運動公園（沼津市），吉田公園

（吉田町），エコパ（掛川市，袋井市）を選定し，各公園

内ごとに 3 地点を定め，日中に 8 分間人囮法により蚊の

捕集を行った．人囮法は，昼行性の待ち伏せ型であるヒ

トスジシマカを対象としたため，公園での捕集に用いた. 

2）市街地における調査 

2016年と 2017年の 5月の最終週から 11月の第 1週ま

で，各週，当研究所の駐輪場で，CDC トラップ法により

蚊の捕集を行った．蚊を誘引する目的で各回ドライアイ

ス 1kg を使用した． トラップは，毎回同じ場所（地上

1.5m）に，夕方 17 時から 18 時に設置し，翌朝 8 時に回

収した．ＣＤＣトラップ法は，夜行性で探索型であるア

カイエカ群を対象としたため，周囲を住宅に囲まれた研

究所での捕集に用いた. 

3）蚊の同定 

捕集した蚊は，24 時間以上冷凍（-80℃）し，実体顕微

鏡下において，形態学的特徴から種類と雌雄を同定した．

アカイエカとチカイエカ Culex pipiens from molestus 

Forskal は外見上の区別が困難であることから，すべてア

カイエカ群 Culex pipiensとした． 

2 蚊媒介性感染症ウイルス遺伝子の検査 

 各地点で捕集された蚊のうち，ヒトを吸血する雌のみ

を検査の対象とし，同日に，同一地点で捕集されたヒト

スジシマカとアカイエカ群について，最大 30 匹を 1 検体

としRNAを抽出した． RNA抽出方法は， 1検体をPBS(-) 

0.9mL が入ったイージー・ビーズ（エーエムアール）で

破砕後，遠心して得られた上清 140μL を QIAamp Viral 

RNA Mini Kit（QIAGEN）を用いて行った．この抽出 RNA

について，デングウイルス，チクングニアウイルス，ウ

エストナイルウイルス，日本脳炎ウイルスは QIAGEN 

One Step RT-PCR Kit を用いた RT-PCR 法により，ジカ

ウイルスはQIAGEN QuantiTect Probe RT-PCR Kitを用い

た real-time PCR 法により遺伝子検出を試みた．なお，ヒ

トスジシマカは，デングウイルス，チクングニアウイル

ス，ジカウイルス，ウエストナイルウイルスを，アカイ

エカ群は，ウエストナイルウイルス，日本脳炎ウイルス

について実施した． 

3 ヒトからの蚊媒介性感染症ウイルス検査 

1) 蚊媒介性ウイルス遺伝子検査 

 2016～2017 年に海外渡航歴や症状等から，医療機関が

蚊媒介性ウイルス感染症を疑い、感染症発生動向調査と

して当研究所に搬入された 16 症例の検体について，「感

染症診断マニュアル」11）に従い，遺伝子検査を行った．

すなわち，患者血清 140μL を QIAamp Viral RNA Mini Kit

により抽出した RNA から，デングウイルス，チクングニ

アウイルスはQIAGEN QuantiTect Probe RT-PCR Kitを用

いた real-time PCR 法により検出を，日本脳炎ウイルスは

QIAGEN One Step RT-PCR Kit を用いた RT-PCR 法によ

り検出を試みた．なお，ジカウイルスとウエストナイル

ウイルスに関しては RNA 抽出後，蚊でのウイルス検出と

同様の方法を用い，遺伝子検出を試みた． 

4 動物からの日本脳炎ウイルス検査 

1) 日本脳炎ウイルス遺伝子検査 

 2013～2014 年に，県西部地域で捕獲されたイノシシ 24

頭の血清 140μL について QIAamp Viral RNA Mini Kit を

用いて RNA 抽出を行った．抽出した RNA は One Step 

RT-PCR Kit を用いた RT-PCR 法により日本脳炎ウイル

スの検出を試みた．  

2) 日本脳炎ウイルス分離検査 

前述のイノシシ 24 頭の血清について，培養細胞を用

いたウイルス分離を行った．Vero9013 に血清 100 ㎕を

接種し，34℃7 日間培養した．細胞変性（CPE）が観

察された培養液についてダイレクトシークエンス法

を行い得られた塩基配列から遺伝子型を決定した． 

 

結 果 

1 蚊の生息状況 

1）総捕集数 

 捕集された蚊は，8 種 1263 匹であり，そのうち，雌は

848 匹であった．最も多く捕集された種類は，ヒトスジ

シマカ 833 匹（66.0％）であった．次いで，アカイエカ

群 269 匹（21.3％）であった．その他の種類は，ヤマト

ヤブカ Aedes japonicus 91 匹（7.2％），キンイロヤブカ

Aedes vexans nipponii 45 匹（3.6％），キンパラナガハシカ

Tripteroides bambusa 15 匹（1.2％），オオクロヤブカ

Armigeres subalbatus 3匹（0.2％），コガタクロウスカCulex 

hayashii 4 匹（0.3％），ヤマトクシヒゲカ Culex sasai  3

匹（0.2％）が捕集された（表 1）． 

2）各公園の捕集結果 

 どの公園においても優占種はヒトスジシマカであり，

愛鷹公園とエコパではアカイエカ群を含む多くの種が捕

集された（表 1）． 

 各公園におけるヒトスジシマカの捕集数は，笹原公園

では，2016 年は 7 月 2 回目をピークとして 98 匹が捕集

され，2017 年は 10 月 1 回目をピークとして 29 匹が捕集

された．2017 年 10 月 1 回目は，10 月 3 日に実施され，

この日まで，一日の平均気温は 20℃を超えていたが、翌

日から気温が下がり， 10 月の 2 回目には捕集されなか
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った（図1）． 愛鷹運動公園では，2016 年は 8 月 2 回目

と 9 月 2 回目をピークとして 75 匹が捕集され， 2017 年

は 8 月 1 回目と 9 月 1 回目をピークとして 145 匹が捕集

された（図 2）． 吉田公園は，2016 年は 9 月 1 回目と

10 月 1 回目をピークとして 98 匹が捕集され，2017 年は

8 月 2 回目と 9 月 2 回目をピークとし 288 匹が捕集され

た（図3）． エコパは，2016 年は 26 匹が，2017 年は 16

匹が捕集されたが，捕集数が少ないため，ピークは認め

られなかった．また，エコパでは 2016 年の 10 月 2 回目

が，平均気温が 18 度であった 2017 年の 10 月は 2 回とも

捕集されなかった（図4）． 

 

 

 

 

 
 

3）当所内の捕集結果 

 CDC トラップ法を使った,ヒトスジシマカの捕集数は，

2016 年は 50 匹が，2017 年は 63 匹であった．2016 年は 7

月まで捕集されなかったが，捕集され始めた 8 月にピー

クを認め，10 月まで捕集された．2017 年は 6 月から捕集

され 8 月にピークがあり，9 月まで捕集された．平均気

温が前年度より低かった 2017 年は，10 月以降捕集され

なかった（図5）．一方，アカイエカ群の捕集数は，2016

年は 113 匹が，2017 年は 123 匹であった．2016 年は 7

月から 9 月に，2017 年は 7月にピークがきており，両年

 ヒトスジシマカ ヤマトヤブカ オオクロヤブカ キンイロヤブカ アカイエカ群 コガタクロウスカ キンパラナガハシカ ヤマトクシヒゲカ

笹原公園 83 1 1 1 0 0 0 1

愛鷹運動公園 220 78 0 2 22 0 6 0

吉田公園 375 0 0 3 7 2 0 2

エコパ 42 12 2 39 2 2 9 0

ＣＤＣトラップ法 113 0 0 0 238 0 0 0

合計 833 91 3 45 269 4 15 3

表1　調査地点別の捕集数
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とも，5 月から 11 月まで捕集された（図6）． 

 

 

 

2 蚊の蚊媒介性感染症ウイルス遺伝子検出結果 

 捕集されたヒトスジシマカ雌 585 匹（179 検体）から

は，デングウイルス，チクングニアウイルス，ジカウイ

ルス，ウエストナイルウイルスの遺伝子は検出されなか

った．また，捕集されたアカイエカ群 263 匹（55 検体）

からは，ウエストナイルウイルス，日本脳炎ウイルスの

遺伝子は検出されなかった（表2）． 

 

表2 蚊媒介性感染症ウイルスの保有結果 

 ヒトスジシマカ アカイエカ群 

デングウイルス 0/179 NT 

ジカウイルス 0/179 NT 

チクングニアウイルス 0/179 NT 

ウエストナイルウイルス 0/179 0/55 

日本脳炎ウイルス NT 0/55 

NT:検査せず 

 

3 ヒトの蚊媒介性感染症ウイルス遺伝子検出結果 

 デング熱が疑われたヒト 10 症例のうち 2 症例と，ジカ

ウイルス感染症が疑われたヒト 5 症例のうちの 1 症例か

らデングウイルス遺伝子が検出された． 

一方，日本脳炎が疑われた患者（医療機関情報：HI 抗

体価 1:160（JaGAr 株））から，当所の PCR 検査では日本

脳炎ウイルス遺伝子は検出されなかったが，国立感染症

研究所で，IgM 補足 ELISA 法および中和試験を実施した

結果，日本脳炎の初感染症例と確定した（表3）． 

 

表3 蚊媒介性ウイルス感染症疑い患者の遺伝子結果 

疑い症例名 症例数 遺伝子陽性症例数 推定感染場所 

デング熱 10 デングウイルス：2 インドネシア 

ジカウイルス 

感染症 
5 

ジカウイルス：0 

デングウイルス：1 
インドネシア 

日本脳炎 1 0 県内 

 

4 イノシシの日本脳炎ウイルス遺伝子検査結果 

 2013 年の 8 月に捕獲されたイノシシの幼獣 1 頭から，

日本脳炎ウイルス遺伝子が検出された（表4）．この検体

から，日本脳炎ウイルスを分離し，遺伝子型を調べたと

ころ，1 型であった． 

 

表4 イノシシからの日本脳炎ウイルス遺伝子結果 

2013～2014 8 月 9 月 12 月 1 月 

オス 1/5 0/4 - - 
幼獣 

メス 0/5 - - - 

オス 0/1 - 0/2 - 
成獣 

メス 0/1 - - 0/3 

オス - 0/1 - - 
不明 

メス - 0/1 - - 

 

考 察 

県内では，ヒトスジシマカとアカイエカ群は、調査を

開始した 5 月末から捕集され，平均気温が 20 度を下まわ

ると，捕集数は減少もしくは消失した．また，ピークは

地点と年により差があったが，おおむね 7 月から 9 月で

あった．国内に常在しないウイルスは、海外で蚊媒介性

感染症に感染した人を吸血した国内の媒介蚊が未感染者

を吸血することで，国内流行が発生する．ヒトスジシマ

カとアカイエカ群の発生数が増加し，吸血機会の増える

7 月から 9 月は，海外への行き来が増加する時期と重な

るため，ほかの時期に比べ，蚊媒介性感染症に注意が必

要である．   

静岡県内の平均気温とヒトスジシマカ捕集数をみてみ

ると、どの地点においても，2016 年に比べ 2017 年は 7

月 8 月以外の月の気温は低く，年間の平均気温も低かっ
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た。しかし，笹原公園，エコパでは， 2016 年の方が多

く捕集され，一方，愛鷹運動公園，吉田公園では， 2017

年の方が多く捕集された．平均気温が低い 2017 年に、捕

集数が増加した地点と、減少した地点があることから、

気温による発生数への影響を見出すことはできなかった．

なお、各公園とも，2016 年と 2017 年で緑地や害虫への

管理方法は変わっていない．そのため，今後も複数の地

点での生息状況調査を行い，効果的な対策を検討するこ

とが必要である．  

ＣＤＣトラップ法を用いたアカイエカ群の捕集数は，

2016 年は 7 月から 9 月までをピークとし，2017 年が 7

月をピークとしている．埼玉県で、ＣＤＣトラップ法を

用い平成 26 年から 28 年に行われた蚊の発生状況調査で

は、アカイエカ群は調査開始の 5 月下旬から捕集され，

ピークは毎年 6 月中旬であった 12）ことから、温暖な気候

の静岡県では、関東に比べ蚊の増加する期間が長いこと

が分かった。 

2016 年から 2017 年に蚊媒介性ウイルス感染症が疑わ

れた患者のうち，3 症例がデング熱陽性であった．3 名と

もインドネシアから帰国後すぐに発症したことから，イ

ンドネシアで感染したと推測された．このように夏場を

中心に，病原ウイルスが国内に侵入することが危惧され

る． 

2016 年に発生した日本脳炎の症例は，当所では遺伝子

が検出されず，国立感染症研究所での抗体検査で確定し

た．患者は，海外や国内旅行歴がなかったため，自宅周

辺での感染が推測された．日本脳炎は，コガタアカイエ

カ群やアカイエカ群により媒介され，増幅動物は豚であ

り，ヒトは日本脳炎ウイルスを保有する媒介蚊により感

染する．感染症流行予測調査により，西日本から関東地

方にかけて 6～8 月に豚においては毎年日本脳炎ウイル

スの流行が確認されている．県内においても，2016 年の

豚の日本脳炎 HI 抗体陽性率は，7 月末には 0-50%未満で

あったものが、8 月末には 80％以上の豚が抗体を保有し

ていた 13）ことから，豚の間で日本脳炎は流行している．

そのため，養豚場から媒介蚊を介して感染した可能性が

ある．また今回，患者居住地周辺で，2013 年から 2014

年に捕獲されたイノシシで，日本脳炎ウイルスを検出し

たことから，イノシシが感染源であった可能性もある．

今回イノシシから分離した日本脳炎ウイルス遺伝子はⅠ

型であった．日本では 1990 年代初めに遺伝子型が，Ⅲ型

から一斉に東南アジアで主流であったⅠ型に遷移し，そ

れ以降流行しているのはⅠ型である．しかし，近年Ⅴ型

が中国や韓国で検出されている 14）．何らかの方法で中国

から飛来してくることが示唆されており 15），国内にⅤ型

が侵入している可能性が危惧される．日本で使用されて

いるワクチンがⅤ型に対し，防御効果がやや低いとする

報告もあるため 16），今後も日本脳炎の発生に注意が必要

である． 

今回の調査では，調査地点における蚊の蚊媒介性感染

症ウイルスはすべて陰性であった．しかし，2014 年に県

内でデングウイルス陽性になった 2 症例のうち 1 症例の

遺伝子配列は，代々木公園で発生した国内感染事例のウ

イルス遺伝子と配列が異なっていたため，国内に別の流

行があった可能性があったことから，蚊媒介性感染症の

流行は，いつ起きてもおかしくない状況であり，実は発

生している可能性もある．そのため，平常時の蚊の成虫

駆除及び発生源対策は非常に重要である．また，流行時

には迅速的確な対応を行えるよう，日頃から，県民に対

し，蚊媒介性感染症の情報を提供し，蚊に刺されない，

蚊を増やさないことを啓発していく必要がある． 

 

文 献 

1) 国立感染症研究所．感染症情報，デング熱

https://www.niid.go.jp/niid/ja/kansennohanashi/238-d

engue-info.html  

2) 国 立 感染 症 研究 所．感 染 症情 報 ，ジ カ熱

https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/sa/zika.html 

3) 国立感染症研究所．感染症情報，チクングニア熱

https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ta/chikunguny

a.html 

4) 国立感染症研究所．感染症情報，ウエストナイル熱

https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/a/wnv.html 

5) 国立感染症研究所ウイルス第一部第 2 室: 日本脳炎 

http://www0.nih.go.jp/vir1/NVL/JEVMeeting.htm  

6) 国立感染症研究所．感染症情報，日本脳炎

https://www.niid.go.jp/niid/ja/kansennohanashi/449-je

-intro.html 

7) 高崎智彦：再興感染症～デング熱国内流行と最近の

知見～130 モダンメディア 61巻 5 号 2015 

8) 高崎智彦：1.国内で発生したデング熱流行 2014 年．

ウイルス 第 65巻 第 1 号，ｐｐ.115-118，2014 

9) 国立感染症研究所．感染症発生動向調査事業年報

2005 年 ( 平 成 17 年 ) 確 認 報 告 デ ー タ 

https://idsc.niid.go.jp/idewr/CDROM/kako/H17/SyuL

ist.html 

10) デング熱･チクングニア熱等蚊媒介性感染症の対応･

対策の手引き地方公共団体向け．国立感染症研究所，

平成 28 年 2 月 12 日改訂 

11) 国立感染症研究所．病原体検出マニュアル

https://www.niid.go.jp/niid/ja/labo-manual.html 

12) 佐藤秀美：埼玉県内の自然公園における蚊の発生状



 - 20 - 

況（平成 28 年度）．埼衛研所報，第 51号 2016 年 

13) わが国のブタにおける日本脳炎に対する HI 抗体保

有状況（2016 年感染症流行予測調査より）国立感染

症研究所．病原微生物検出情報（国立感染症疫学セ

ンター），IASR Vol.38 No.8(No.450)2017 年 8 月発行 

14) 蚊における日本脳炎ウイルス(JEV)保有状況 国立

感染症研究所．病原微生物検出情報（国立感染症疫

学センター），IASR Vol.38 No.8(No.450)2017 年 8 月

発行 

15) 沢辺京子他：昆虫体内の微量元素の質的量的解析と

気象解析に基づく昆虫の長距離移動特性の解明 科

学研究費助成事業 研究成果報告書 課題番号

24658058 

16) 高崎智彦他：ブタ･イノシシにおける日本脳炎ウイル

ス感染と気象要因の解析 アルボウイルス、水系細

菌叢、媒介生物のモニタリングによる温暖化の影響

評価に関する研究（20 年度～24 年度） 地球環境保

全試験研究費（地球一括計上） 課題番号 厚 0852 

 



 - 21 - 

はじめに 

近年，抗菌薬等の不適切な使用により薬剤耐性菌が世界

的に増加する一方，新たな抗菌薬等の開発は停滞しており，

今後，薬剤耐性感染症への対抗手段が枯渇する恐れがある． 

このような状況の中，厚生労働省は「薬剤耐性（ＡＭＲ）

対策アクションプラン」を立ち上げ，医療分野だけでなく，

獣医療，畜水産及び食品衛生などの様々な分野が連携した

取り組み（ワンヘルス・アプローチ）について取りまとめ

た 1)． 

アクションプランでは，様々な分野の薬剤耐性菌のモニ

タリング体制の強化が提案されているが，水産分野におけ

る組織的な調査及び監視体制が整備されていない． 

そこで，水産分野の薬剤耐性菌の監視体制に係るモニ

タリングの構築を検討するための基礎データとする事を

目的として，養殖マアジ及び天然マアジについて薬剤耐

性菌の汚染実態調査を行った． 

材料及び方法 

1 材料 

 ７月から９月にかけて販売された県内産養殖マアジ

20 匹及び天然マアジ 10 匹の筋肉、鰓及び腸内容物を供

試材料とした． 

2 菌分離 

 今回の調査では，魚介類における食中毒の原因菌であ

り，アクションプランに基づく薬剤耐性ワンヘルス動向

調査 2)においても水産養殖環境由来菌の薬剤耐性が調査

されている Vibrio parahaemolyticus（腸炎ビブリオ）を含

むビブリオ属菌，医療機関での薬剤耐性が問題となって

いる腸内細菌科細菌，メチシリン耐性黄色ブドウ球菌

（MRSA）及びバンコマイシン耐性腸球菌（VRE）を対象

として菌分離を行った． 

1) ビブリオ属菌 

 アルカリ性ペプトン水（日水製薬㈱）で 35℃，18 時間

培養後，クロモアガービブリオ（関東化学㈱）に塗抹し

て 35℃，24 時間培養し，ビブリオ属菌を疑うコロニーに

ついて，生化学性状により菌を同定した． 

また，腸炎ビブリオについては，腸炎ビブリオ型別用

免疫血清「生研」（デンカ生研㈱）を用いてＫ型別及びＯ

群別試験， PCR 法により病因発現調節因子である toxR

魚介類における薬剤耐性菌の汚染実態に関する研究 
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遺伝子 3)及び病原因子である tdh 遺伝子(Primer Set 

VPD-1,VPD-2(TaKaRa))の検索を行った． 

 なお，V. cholerae についてはコレラ菌免疫血清「生研」

（デンカ生研）を用いて血清型を確認した． 

2) 腸内細菌科細菌 

緩衝ペプトン水(日水)で 35℃，24 時間培養後，クロモ

アガーC3GR（関東化学）に塗抹して 35℃，24 時間培養

し，腸内細菌科細菌を疑うコロニーについて生化学検査

及び BBL クリスタル E／NF（産業用）（日本べクトン・

ディッキンソン㈱）を使用して菌を同定した． 

また，一部の菌についてはダイレクトシークエンス法

により確定した塩基配列について，Genbank に登録され

ている細菌の塩基配列と比較して同定した． 

3) MRSA 

10％NaCl，１％ピルビン酸 Na 加トリプトソイブロス

（BD）で 35℃，24 時間培養後，卵黄加マンニット食塩

寒天培地（日水）に塗抹して 37℃，48 時間培養し，MRSA

を疑うコロニーを釣菌した．さらに，コロニーの生化学

性状を確認後，クロモアガーMRSA（関東化学）に 37℃，

24 時間培養させて発育を確認した． 

4) VRE 

緩衝ペプトン水（日水）で 35℃，24 時間培養後，AC

ブイヨン基礎培地（日水）に接種して 35℃，48 時間，さ

らに同培地で 45℃，48 時間培養した．発育が確認された

培養液をクロモアガーVRE（関東化学）に塗抹して35℃，

24 時間培養し，得られたコロニーの生化学性状を確認し

た．   

3 薬剤耐性試験 

 薬剤耐性試験は，KB ディスク（栄研化学㈱）を使用

し，ディスク拡散法により実施した．供試薬剤はアンピ

シリン(ABPC)，ホスホマイシン(FOM)，テトラサイク

リン(TC)，スルファメトキサゾール・トリメトプリム

(ST)，セフォタキシム(CTX)，イミペネム(IPM)及びゲ

ンタマイシン(GM)の７剤を使用した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結果 

1 菌分離状況 

部位別の菌分離状況では，ビブリオ属菌は筋肉，鰓及

び腸内容物から，腸内細菌科細菌は鰓及び腸内容物から

分離されたが，MRSA 及び VRE は分離されなかった（表

１）． 

ビブリオ属菌は養殖マアジから腸炎ビブリオ 31 株，

V. mimicus 15 株，V. vulnificus ５株，及び V. cholerae ４

株の計 55 株，天然マアジからは腸炎ビブリオ 22 株が分

離された(表２)．腸炎ビブリオの血清型は養殖マアジで

12 種，天然マアジで６種に分類（表３）され，PCR 法の

結果は全ての株で toxR 遺伝子陽性，tdh 陰性であった．

なお，V. cholerae の血清型は全て non O1 であった． 

 腸内細菌科細菌では、養殖マアジからエンテロバクタ

ー属菌 45 株，シトロバクター属菌 43 株，Serratia 

plymuthica ８株，Morganella morganii ５株の計 101 株が分

離され，天然マアジからはエンテロバクター属菌６株，

Citrobacter.freundii ９株， Morganella morganii 12 株の計

27 株が分離された（表４）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ 部位別菌分離状況 

 分離数/検体数 

 筋肉 鰓 腸内容物 

 養殖 天然 養殖 天然 養殖 天然 

ビブリオ属菌 1/20 0/10 10/20 8/10 11/20 3/10 

腸内細菌科細菌 0/20 0/10 14/20 6/10 12/20 1/10 

ＭＲＳＡ 0/20 0/10 0/20 0/10 0/20 0/10 

ＶＲＥ 0/20 0/10 0/20 0/10 0/20 0/10 

 

表２ ビブリオ属菌分離状況 

株数 
 

養殖（20 匹） 天然（10 匹） 

腸炎ビブリオ 31 22 

V. mimicus 15 0 

V. vulnificus 5 0 

V. cholerae  non O1 4 0 

計 55 22 

 

表３ 腸炎ビブリオの血清型 

養殖 天然 

血清型 株数 血清型 株数 

O1:KUT ３ O2:K3 ４ 

O2:K28 １ O2:K28 ２ 

O2:KUT １ O2:KUT ２ 

O3:K57 １ O5:K17 ７ 

O4:K9 １ O5:KUT ６ 

O4:K42 ７ O6:KUT １ 

O4:KUT ３   

O5:KUT ５   

O6:KUT ２   

O11:K50 ２   

O11:KUT ２   

OUT:KUT ３   

ＵＴ：群または型別不明 
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2 薬剤耐性試験 

ビブリオ属菌では養殖マアジにおいて，腸炎ビブリオ

の 80.6%が ABPC 耐性，3.2％が FOM 耐性であり，V. 

mimicus ，V. vulnificus ではそれぞれ 6.7％，20％が ABPC

耐性であった．また，V. cholerae は 100％が ABPC 耐性

であった．一方，天然マアジでは腸炎ビブリオで 45.5％

が ABPC 耐性であり，ABPC に高い耐性率がみられた菌

種が多くみられ，その他の薬剤は全て感性であった（表

５）. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 腸内細菌科細菌のエンテロバクター属菌，シトロバク

ター属菌，Serratia plymuthica，Morganella morganii ごとの

薬剤耐性率は，養殖マアジでは ABPC 86.7，44.2，50，

100％，FOM 31.1，0，50，80％，TC 8.9，4.7，0，40％，

ST 及び GM 2.2，0，0，0％耐性であった．また，天然マ

アジではエンテロバクター属菌，シトロバクター属菌， 

Morganella morganiiごとの薬剤耐性率がABPC 83.3，22.2，

100％、FOM 16.7，0，41.7％、TC 16.7，0，58.3％耐性

であり，養殖及び天然ともに ABPC，FOM又は TC に高

い耐性率がみられた菌種が多くみられ，その他の薬剤は

全ての菌種等で感性であった（表６）． 

  また，養殖マアジにおいてビブリオ属菌で２剤耐性

（ABPC・FOM）が１株，腸内細菌科細菌では養殖マアジ

において２剤耐性が 18 株（ABPC・FOM 14 株，ABPC・

TC ３株，ABPC・GM １株），３剤耐性（ABPC・FOM・

TC）が３株，４剤耐性（ABPC・FOM・TC・ST）が１株の

計 22 株認められた．また，天然マアジでは腸内細菌科細

菌で２剤耐性（ABPC・FOM ２株，ABPC・TC ４株）が６

株，３剤耐性（ABPC・FOM・TC）が４株の計 10 株が多

剤耐性を示した（表７）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４ 腸内細菌科細菌分離状況 

株数 
 

養殖（20匹） 天然（10匹） 

エンテロバクター属菌※ 45 ６ 

シトロバクター属菌※※ 43 ９ 

Serratia plymuthica ８ ０ 

Morganella morganii ５ 12 

計 101 27 

※養殖：Enterobacter.cloacae 43 株，E.aerogenes １株， 

菌種不明１株 

 天然：E.cloacae ４株，菌種不明２株 

明確に菌種を同定出来なかったものを「菌種不明」とした 

※※養殖：Citrobacter.freundii 39 株，C. amalonaticus ４株 

  天然：C.freundii ９株 

 

表５ ビブリオ属菌の薬剤耐性率 

薬剤耐性率（％） 
 

ABPC FOM TC ST CTX IPM GM 

腸炎ビブリオ 80.6 3.2 0 0 0 0 0 

V. mimicus 6.7 0 0 0 0 0 0 

V. vulnificus 20 0 0 0 0 0 0 
養殖 

V. cholerae  non O1 100 0 0 0 0 0 0 

天然 腸炎ビブリオ 45.5 0 0 0 0 0 0 

 

表７ 多剤耐性菌状況 

 耐性数 薬剤・株数 

ビブリオ 

属菌 
養殖 ２ ABPC・FOM １株 

２ 

ABPC・FOM 14 株 

ABPC・TC ３株 

ABPC・GM １株 

３ ABPC・FOM・TC ３株 

養殖 

４ ABPC・FOM・TC・ST １株 

２ 
ABPC・FOM ２株 

ABPC・TC ４株 

腸内細菌 

科細菌 

天然 

３ ABPC・FOM・TC ４株 

 

表６ 腸内細菌科細菌の薬剤耐性率 

薬剤耐性率（％） 
 

ABPC FOM TC ST CTX IPM GM 

養殖 86.7 31.1 8.9 2.2 0 0 2.2 
エンテロバクター属菌 

天然 83.3 16.7 16.7 0 0 0 0 

養殖 44.2 0 4.7 0 0 0 0 
シトロバクター属菌 

天然 22.2 0 0 0 0 0 0 

養殖 50 50 0 0 0 0 0 
Serratia plymurthica 

天然 分離株なし 

養殖 100 80 40 0 0 0 0 
Morganella morganii 

天然 100 41.7 58.3 0 0 0 0 
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考察 

今回調査した薬剤耐性試験では，腸内細菌科細菌にお

いて，CTX 及び IPM は養殖マアジ，天然マアジともに全

て感性であり、医療現場で問題となっている薬剤耐性菌

感染症の原因となる基質特異型βラクタマーゼ（ESBL）

産生菌やカルバペネム耐性腸内細菌科細菌（CRE）を疑

う株はみられず，マアジ喫食による薬剤耐性菌感染症へ

のリスクは低いことが示唆された。 

一方，養殖マアジから分離されたビブリオ属菌では

ABPC に，腸内細菌科細菌では ABPC，TC 及び FOM に

対して高い耐性率を示す菌種等が多くみられた．ABPC

はビブリオ属菌及び腸内細菌科細菌において，自然耐性

を持つことがあるため 4) 5)高い耐性率であったとも考え

られるが，これら３剤はマアジ等のすずき目魚類の水産

用医薬品として使用されていることから，薬剤の使用形

態に由来する可能性も考えられた. 

また，養殖マアジ及び天然マアジについて，菌種等の

耐性率を比較すると，養殖マアジで ABPC または FOM

で耐性率が高率であった菌種等があった一方，天然マア

ジでは TC の耐性率が高率であった菌種等もみられたた

め，養殖環境の域を越えて、海水環境にこれらの薬剤に

対する耐性菌が蔓延していることが考えられた．これら

の要因は，水産分野に限らず，人獣環境から河川等を介

して流入されることも考えられるため，さらなるデータ

蓄積が必要であると考えられた． 

さらに，腸内細菌科細菌では養殖マアジ，天然マアジ

それぞれ 22 株，10 株の多剤耐性株が分離された．一方，

今回の調査では，ビブリオ属菌では養殖マアジの腸炎ビ

ブリオからは多剤耐性株が１株のみであったが、マアジ

から多剤耐性の腸炎ビブリオが複数分離されていると報

告 6)もあることから，これについても継続して調査する

必要があると思われた．      

これらの菌は他菌種間においても耐性遺伝子を伝播す

ることが知られており，海水等を介して様々な菌の多剤

耐性化が進むことも懸念されるため，さらなる知見や情

報を蓄積し，リスク分析を実施するとともに，菌の薬剤

耐性機構について解明する必要があると思われた． 

そのためには，養殖における水産用医薬品の管理のみ

ならず，医療機関，畜産及び環境全体等を視野にいれた

包括的な監視体制等の取り組みが急務であると考えられ

た． 
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はじめに 

 腸管出血性大腸菌（EHEC）はベロ毒素を産生する大腸

菌で，ヒトに感染すると激しい腹痛を伴う血便などの症

状を呈し，重症化するとHUSや脳症を引き起こす．現在

の複雑な食品流通事情では，同一汚染食品が広範囲に流

通するため，患者が広い地域で散発的に発生し，食中毒

と判断することが困難な事例が多くなっている． 

このような，一見散発事例と思われる広域散発食中毒

事例にでは，各地域で分離された病原体の分子疫学情報

を比較解析し，広域散発食中毒の可能性を明らかにする

ことが重要であり，発生要因の究明において分子疫学解

析は重要なツールとなっている． 

分子疫学解析法は，当所で実施している PFGE 法や

IS-printing system（IS）法，国立感染症研究所で導入

されているMLVA法がある．これら3法のそれぞれの特徴

を把握して，解析能力等の比較検討を行い，効率的な分

子疫学解析の運用法の確立を目的とし本研究を実施した． 

 

材料および方法 

１ 供試菌株 

1) 事例 1 

 2016 年 7 月～8 月に沖縄県南城市で発生した O157 に

よる食中毒との関連性が疑われた，静岡県の感染症患者

由来株 1 株を用いた． 

2) 事例 2 

 2016 年 10 月～11 月に静岡県内業者が製造したそうざ

い半製品を原因とする O157 食中毒事例の患者由来株 3

株，食品由来株 6 株及び同食中毒との関連性が疑われた

静岡県の感染症患者由来株 3 株を用いた． 

腸管出血性大腸菌の効率的な分子疫学解析手法に関する研究 
 

微生物部 細菌班  森主博貴，鈴木秀紀，久家力也，村田学博，  

水本嗣郎，長岡宏美，神田 隆 
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事例（Diffuse outbreak）が発生し，事例間の関連性調査を必要とするケースが増加している．このような潜在

的な広域事例の発生を迅速に探知するためには，分子疫学解析は有効な手段である．当所では，従来から実施し

ているパルスフィールドゲル電気泳動（PFGE）法に加え，縦列反復塩基配列を利用したMultiple Locus Variable 

Number Tamdem Repeats Analysis（MLVA）法を2016年７月より導入した．本研究では，これらの解析法を用いて

EHEC のサブタイピングを行い，その有用性を比較検討した．その結果，MLVA 法を用いた EHEC 分子疫学解析によ

り，県内で発生したEHEC感染患者と広域散発食中毒事例との関連性を迅速に解明することが可能となることが示
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3) 事例 3 

 2017 年夏に埼玉県で発生した惣菜チェーン店を原因施

設とする O157 食中毒事例と同時期に県内で届出があった

O157 感染症患者由来菌株 15 株を用いた． 

2 IS 法 

 IS-printing system（東洋紡績株式会社）のキットを用

いて添付書類の記載条件に従い，PCRを実施し解析した． 

3 PFGE 法 

菌液100μlに proteinase K(20mg/ml)を 10μlずつ添

加後，1％SeaKem Gold agaroseを 110μl添加しプラグ

を作成し，XbaⅠで37℃3時間，制限酵素処理を行った後，

12 ℃ で 20 時 間 泳 動 (6V/cm 、 initial2.2sec ，

final54.2sec)して，供試菌毎の切断パターンを比較した． 

4 MLVA 法 

Izumiyaらの方法 1）に従い，17カ所のlocusについて

解析を行った．すなわち普通寒天培地上に発育した菌の

1 集落を用い，アルカリ法で DNA 抽出後、QIAGEN 

Multiplex PCR plus kitを用いてPCRを行った後，増幅

産物希釈液にHi-DiホルムアミドおよびGS600LIZを加え

て加熱後，ABI3500 でフラグメント解析を行い

GeneMapperソフトでサイジングを行った（表 1）．得られ

た実測値は，国立感染症研究所から提供されたExcelソ

フトでリピート数に変換後，国立感染症研究所のデータ

ベースでMLVA型を検索した． 

なお，導入にあたり，国立感染症研究所と解析結果の

互換性を得るため，国立感染症研究所から提供された参

照DNAを用いて補正を行った． 

5 各解析法における株間の評価 

PFGE および MLVA 解析で得られた結果を Tenover ら 2)の

基準に従って評価し，PFGE 法，IS 法，MLVA 法の識別

能，迅速性，汎用性，共有性，操作性，コストについて

比較した． 

 

表 1 おおよそのピークの出現領域 

Mix#1 

O157-34 140-520 6-FAM 

EHC-1 70-210 VIC 

EHC-2 220-460 VIC 

O157-9 480-600 VIC 

EHC-5 120-240 NED 

O157-3 330-470 NED 

O157-25 120-200 PET 

EH111-8 230-350 PET 

EH157-12 400-470 PET 

   

Mix#2 

EH111-14 150-170 6-FAM 

EH111-11 420-450 6-FAM 

O157-17 130-220 VIC 

O157-36 120-240 NED 

O157-19 260-340 NED 

EHC-6 400-650 NED 

O157-37 80-240 PET 

EH26-7 270-430 PET 

 

 

結 果 

1 MLVA 法による EHEC の解析 

1) 事例 1 

 県内の感染症患者由来株は，MLVA 型が 16m0110 を示

し，県外の食中毒患者と同型であった（表2）．この解析

結果を受け，所轄保健所が再度調査を行なったところ，

食中毒事例の原因食品であるサトウキビジュースを喫食

していたことが判明した．この結果から，静岡県の患者

も沖縄県関連の広域散発食中毒事例であることが解明さ

れた（図 1）． 

 

表 2 事例 1 における MLVA 法のリピート数と型 

分離株 

/ﾛｰｶｽ 

O157 

-34 

EHC 

-1 

EHC 

-2 

O157 

-9 

EHC 

-5 

O157 

-3 

O157 

-25 

EH11 

1-8 

EH15 

7-12 

EH11 

1-14 

EH11 

1-11 

O157 

-17 

O157 

-38 

O157 

-19 

EHC 

-6 

O157 

-37 

EH26 

-7 

MLVA 

型 

県外食中

毒患者株 
10 7 4 12 -2 7 3 1 7 -2 2 3 -2 5 -2 8 -2 

16ｍ

0110 

県内感染

症患者株 
10 7 4 12 -2 7 3 1 7 -2 2 3 -2 5 -2 8 -2 

16ｍ

0110 

※-2 は増幅産物なし 
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2) 事例 2 

 食中毒患者由来の3株，冷凍メンチカツ由来の8株は，

MLVA 型が 15m0278 を示した（表 3）．この結果から，県

外の食中毒患者由来株と県内の業者が製造した食品由来

株が同一であり，そうざい半製品が原因食品であること

が確認された．一方，県内の感染症患者由来の 3 株も同

じ MLVA 型を示したが，疫学的な関連性は確認できなか

った（図 2・表 3）． 

3) 事例 3 

2017 年，夏に発生した惣菜チェーン店を原因施設とする

食中毒事例関連株は，MLVA 型が 17ｍ0121 を示す株であ

ったが，県内で分離された株は異なる MLVA 型を示し，食

中毒事例による集団発生の一部ではないことが確認された

（表 4）．しかし，県内の 15 株のうち同一の MLVA 型（17ｍ

0250）を示す株が５件連続で検出され，これらは隣接する市

町での患者由来であったことから同一感染源の可能性が推

測された．この結果については，所管保健所に情報提供を

行っが，共通の原因ならびに事例間の関連性は特定されな

かった． 

 

2 分子疫学解析法の比較（表 5） 

 識別能に関しては，IS 法は PFGE 法に比べ劣ることが

報告されている 3）4）．一方，MLVA 法については，1 に近

い値が得られるほど解像度が高いSimpsonの多様度指数

でPFGE法が0.994，MLVA法が0.996を示すことが報告さ

れている 5）.これらの結果から MLVA 法と PFGE 法はほと

んど差はないと考えられた． 

 本研究において，事例 2 で MLVA 型 15m0278 に分類さ

れた株については，IS 法の結果も完全に一致した．PFGE

法は 1 株が異なる切断パターンを示し 2 つのグループに

 

円の大きさは分離

株数に基づき、距

離は変異の度合

を反映する 

 

図 1 事例 1 における全国の MLVA パターン          図 2 事例 2 における全国の MLVA パターン 

 

表 3 事例 2 における MLVA 法のリピート数と型 

分離株 

/ﾛｰｶｽ 

O157 

-34 

EHC 

-1 

EHC 

-2 

O157 

-9 

EHC 

-5 

O157 

-3 

O157 

-25 

EH11 

1-8 

EH15 

7-12 

EH11 

1-14 

EH11 

1-11 

O157 

-17 

O157 

-38 

O157 

-19 

EHC 

-6 

O157 

-37 

EH26 

-7 

MLVA 

型 

県外食中

毒患者株 
9 9 5 12 -2 8 5 1 6 -2 2 4 10 7 -2 6 -2 

15ｍ

278 

県外収去

食品株 
9 9 5 12 -2 8 5 1 6 -2 2 4 10 7 -2 6 -2 

15ｍ

278 

県内収去

食品株 
9 9 5 12 -2 8 5 1 6 -2 2 4 10 7 -2 6 -2 

15ｍ

278 

県内感染

症患者株 
9 9 5 12 -2 8 5 1 6 -2 2 4 10 7 -2 6 -2 

15ｍ

278 

 

－県内分離株 －県内分離株 
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分類されたが，異なるバンド数は 4 であることから 2 度

のgenetic eventによる相違が考えられた．事例3でMLVA

型 17ｍ0250 に分類された株については，IS 法の結果お

よび PFGE 法の切断パターンは完全に一致した． 

 迅速性については，平板の状態から10検体を検査した

場合，要した時間は PFGE 法で 33 時間，IS 法で 7時間，

MLVA法で9.5時間となった．PFGE法は平均2～3日，IS

法は1日，MLVA法は1～2日必要でありIS法が最も優れ

ていた． 

 汎用性については，解析法により供試可能なO血清型

が制限され，PFGE法はすべての血清型で実施することが

できるが，IS法はO157のみに適応可能である．MLVA法

はO157，O26，O111の３血清型にのみ対応している．2017

年度の県内EHEC発生内訳はO157が40.0％，O26が56.0％，

O111が 0.0％を占めていることから，PFGE法は100％，

IS法は40％，MLVA法は96％をカバーできると思われた． 

 

表 4 事例 3 における MLVA 法のリピート数と型 

分離株 

/ﾛｰｶｽ 

O157 

-34 

EHC 

-1 

EHC 

-2 

O157 

-9 

EHC 

-5 

O157 

-3 

O157 

-25 

EH11 

1-8 

EH15 

7-12 

EH11 

1-14 

EH11 

1-11 

O157 

-17 

O157 

-38 

O157 

-19 

EHC 

-6 

O157 

-37 

EH26 

-7 

MLVA 

型 

県外食中

毒患者株 
9 11 5 12 -2 11 4 1 6 -2 2 4 9 7 -2 6 -2 

17ｍ

0121 

県内感染

症患者Ａ 
11 5 4 15 -2 16 6 1 4 -2 2 7 12 4 -2 6 -2 

17ｍ

0103 

県内感染

症患者Ｂ 
6 12 4 13 -2 13 3 1 6 -2 2 5 10 7 7 6 -2 

17ｍ

0254 

県内感染

症患者Ｃ 
12 6 4 9 -2 17 5 1 4 -2 2 7 7 5 -2 8 -2 

17ｍ

0162 

県内感染

症患者Ｄ 
12 6 4 9 -2 15 5 1 4 -2 2 8 7 5 -2 8 -2 

14ｍ

0071 

県内感染

症患者Ｅ 
12 6 4 9 -2 17 5 1 4 -2 2 8 7 5 -2 8 -2 

17ｍ

0255 

県内感染

症患者Ｆ 
9 14 4 5 -2 14 6 1 6 -2 2 4 10 7 -2 6 -2 

16ｍ

0103 

県内感染

症患者Ｇ 
13 4 4 10 7 12 12 1 4 -2 2 9 3 6 12 6 -2 

17ｍ

0061 

県内感染

症患者Ｈ 
9 12 5 -2 -2 4 3 1 4 -2 2 5 6 7 11 5 -2 

17ｍ

0396 

県内感染

症患者Ｉ 
5 6 8 10 14 -2 5 1 1 -2 2 3 7 7 -2 6 -2 

13ｍ

0364 

県内感染

症患者Ｊ 
9 16 6 18 -2 13 5 1 4 -2 2 5 8 17 -2 5 -2 

17ｍ

0250 

県内感染

症患者Ｋ 
9 16 6 18 -2 13 5 1 4 -2 2 5 8 17 -2 5 -2 

17ｍ

0250 

県内感染

症患者Ｌ 
9 16 6 18 -2 13 5 1 4 -2 2 5 8 17 -2 5 -2 

17ｍ

0250 

県内感染

症患者Ｍ 
9 16 6 18 -2 13 5 1 4 -2 2 5 8 17 -2 5 -2 

17ｍ

0250 

県内感染

症患者Ｎ 
9 16 6 18 -2 13 5 1 4 -2 2 5 8 17 -2 5 -2 

17ｍ

0250 

県内感染

症患者Ｏ 
9 16 5 -2 -2 4 4 1 3 -2 2 7 6 7 -2 5 -2 

17ｍ

0395 
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 共有性については，IS法，MLVA法は手元に菌株がなく

てもデータベース上で比較できるが，PFGE法は手元に菌

株がないと比較できないため，他機関との比較を行うた

めにはIS法，MLVA法が優れていた． 

 操作性については，原理的に単純で専用の機器を必要

としないIS法が初心者向けであると思われた．しかし，

得られたデータの解析は担当者の視覚判断に委ねられる

ため，判断の誤りを招く要因もある．いずれの方法も実

施者の知識と経験が必要である． 

 コストは，1 検体あたり PFGE 法 1240 円，IS 法 2000

円，MLVA法 1750円で，キット化されているIS法が最も

高価，PFGE法が安価だった． 

 以上のことから，識別能についてはPFGE法とMLVA法，

迅速性は IS 法，汎用性は PFGE 法，共有性 IS 法と MLVA

法，操作性はIS法，コストはPFGE法が最も優れている

と考えられた． 

 

考 察 

EHEC 感染の患者が広域かつ散発的に発生している場

合，それが特定の食品を原因とした Diffuse outbreak

であるか否かを迅速に判断することは，被害拡大防止の

ために非常に重要である．しかし、複数の都道府県にお

いて少数の患者が広域で散発的に発生し，かつ患者の喫

食品目が多岐にわたる場合，これらを一連の食中毒事件

として確定するまでには一定の時間を要する．特にEHEC

では潜伏期間が平均４～８日と長く，主要症状も様々で

あることも一因であると考えられる．このため，発生初

期の段階から，関係機関の間で患者の発生状況等に関す

る情報を共有することが重要であるとともに，分離株の

分子疫学解析による相関性の判断が必須である． 

本研究において分子疫学解析法3法（PFGE法，IS法，

MLVA法）に関して，その有用性について検討を行った． 

事例3で供試した15株中，家族内感染が疑われる株に

ついては，すべての株でMLVA法のリピート数が一致して

いた．家族内事例においては，感染時期もほぼ同じで，

基本的に遺伝子パターンは一致しやすいと考えられる．

施設内感染が疑われる株については，Minimum Spanning 

Tree でリピート数の一致するクラスターを形成する株

がある一方，枝分かれした小円で示される多数の変異株

が集合しており，分離時期が長期に及ぶ場合には変異株

が出現し，多様な遺伝子型の株が含まれる可能性が増え

ることが示唆された．今回示した事例1は，データベー

ス検索により感染経路を早期に解明できた事例である．

MLVA法の導入により，EHEC事例において，精度の高い病

原体解析情報を行政機関に提供できるようになった．事

例2は分子疫学解析情報を国立感染症研究所や他の自治

体と共有することで，広域的な食中毒の早期探知や食中

毒調査における原因食品の推定が可能となった事例であ

る．事例3では，県内で届出があったEHEC患者由来株を

MLVA 法で解析したところ，全国的に流行している MLVA

型 17ｍ0121は県内では確認されなかった． 

MLVA 法導入後，いくつかの事例について PFGE 法と比

較したところ，簡易性，迅速性，結果の共有性において

MLVA法が優れていることが判った．特に，共有性では国

立感染症研究所と互換性のあるリピート数として結果が

得られるため，データベースによる検索でMLVA型が決定

できる点が有用であった． 

各事例から，感染症として届けられている中に広域食

中毒が含まれている可能性があること，さらに感染症と

して届けられている中に食中毒と同一の MLVA 型を示す

株があり，それが全国で確認されていることがわかった．

MLVA型が一致した場合，まったく同じ菌による感染，と

てもよく似た違う菌による感染の２つのケースが考えら

れる．そのためMLVA型が一致しても，それが共通の汚染

源か否かを判断するには喫食状況や行動などの情報が必

要であり，検査結果と疫学情報との総合判断が重要であ

る．また，MLVA法のリピート数は環境によって短期間で

変異することも報告されている 6）ことから，菌分離から

供試までの保存時間や状況により，菌の変異が進んでい

る場合，供試菌株によっては結果が異なってくる可能性

表 5 分子疫学解析法の比較 

解析方法 識別能 迅速性 汎用性 共有性 操作性 コスト 

PFGE 法 ○ × ○ × △ ○ 

IS 法 △ ○ × ○ ○ × 

MLVA 法 ○ △ △ ○ △ △ 

○：優れている  △：やや劣る  ×：劣る 
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がある．これらを踏まえ，EHEC事例が発生した際は，MLVA

法を先行し，関係各課に迅速に結果を報告するとともに

PFGEを確認的に行うことで，効率的な運用が可能になる

と思われる．類似性の高い菌株群が存在する場合は，疫

学情報と併せて解析を行い，その結果を提供できる体制

づくりが望まれる．今後，MLVA検査精度の向上を図ると

ともに関係各機関の情報の集約化と解析を行うシステム

の構築が必要である． 
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はじめに 

公衆浴場の営業施設は「公衆浴場における衛生等管理

要領等について」（平成 12 年 12 月 15 日生衛発第 1811

号厚生省生活衛生局長通知）及び「建築物等におけるレ

ジオネラ症防止対策について」（平成 11 年 11 月 26 日生

衛発第 1679 号厚生省生活衛生局長通知）などに基づき，

浴槽水中のレジオネラ属菌の検査を主に民間の検査機関

に委託して行なっているが,レジオネラ属菌陽性の報告

は少ない． 

しかしながら，浴槽水を行政検査として当研究所に搬

入し，レジオネラ属菌検査を行なうとレジオネラ属菌が

検出される事が多く見受けられる．その原因の一つとし

ては，レジオネラ属菌検査手順が公定法で定められてお

らず，多岐に渡る検査マニュアル法を基準に各検査機関

が独自の手法を採用している現状が原因と考える（図１）．
１-６） 

そこで我々は，検査法の違いによるレジオネラ属菌の

検出の差および最適な培養日数を検討するために研修を

行なった。また、平成 28 年度および 29 年度に民間検査

機関の検査精度を向上させるため,レジオネラ属菌検査

講習会を開催し，あわせて静岡県内のレジオネラ属菌検

査機関検査機関のアンケートを行なった． 

材料および方法 

１．培地の検討 

GVPC 寒天培地（日水製薬株式会社），MWY 寒天培地

（OXOID），WYOα寒天培地（栄研化学）の３種類につ

いて，県内入浴施設の浴槽水５検体を用いて分離率の比

較を行なった. 

検体はすなわち，500mL の浴槽水をポリカーボネート

製メンブランフィルター（孔径 0.2μｍ・Merck）を用い

て濃縮後，前処理（未処理，酸処理：0.2M HCl KCl buffer 

pH 2.2 を等量加え室温で４分間反応，熱処理：50℃・20

分）を行い 100μL（酸処理は 200μL）を各培地に塗布

し 37℃・10 日間培養してレジオネラ属菌数をカウントし

た． 

２．レジオネラ属菌の濃縮法の検討 

県内入浴施設の浴槽水５検体を用いて行なった． 

同一検体を冷却遠心濃縮法とろ過濃縮法を行いレジオネ

ラ属菌数の比較を行なった． 

冷却遠心濃縮法は遠心ボトルに 400g の浴槽水を入れ， 

9000rpm・30 分・４℃で遠心を行い上清を除去後．滅菌

レジオネラ検査の迅速化及び感度向上に向けた 

標準的検査法の開発に関する検討 
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蒸留水４mL を加えて 100 倍濃縮とした．ろ過濃縮法は

培地の検討法で示した方法を用い,37℃で 10 日間培養を

行った． 

３．前処理法の検討 

過去４年間に当研究所に搬入され，レジオネラ属菌が

検出された 170 検体の検査記録から，GVPC 培地におけ

る各前処理法のレジオネラ属菌のコロニー出現数を比較

検討した． 

４．レジオネラ属菌培養日数の検討 

過去４年間に当研究所に検査を行い，レジオネラ属菌

が検出された 170 検体の観察記録から，GVPC 培地にお

けるレジオネラ属菌のコロニー出現日数から状況を調べ

た． 

５．県内検査機関へのアンケート 

当研究所で開催したレジオネラ属菌検査講習会に参加

した県内でレジオネラ属菌の検査を実施している民間検

査機関及び県内政令市の地方衛生研究所１施設を対象に，

レジオネラ属菌の検査方法についてアンケートを行なっ

た． 

結 果 

１．培地の検討 

供試した全ての培地でレジオネラ属菌の発育が確認さ

れた（表１）．今回最も多くのレジオネラ属菌が検出され

た培地は GVPC 培地であった． 

 

表１ レジオネラ属菌用選択培地別のレジオネラ属菌 

発育菌数 

２．レジオネラ属菌の濃縮法の検討 

ろ過濃縮法及び冷却遠心濃縮法のどちらの濃縮法にお

いてもレジオネラ属菌が検出されたが、全ての検体にお

いてろ過濃縮法が冷却遠心濃縮法より検出菌数が上回っ

ていた（表２）．しかし浴槽水の汚染状況により，フィル

ターの詰まりが発生する場合がある．そのような検体は

冷却遠心濃縮法の適応となった． 

３．前処理法の検討 

レジオネラ属菌が発育した検体の 55.7％は未処理・酸

処理・熱処理の全てにおいて発育が確認されていた（図

２）．未処理は他の処理法と比較してレジオネラ属菌の検

出感度が低いことが分かった.これはレジオネラ属菌が

発育する前に雑菌が増殖してしまうことが原因であると

推察された．しかし 8.7％の検体は未処理のみの前処理

検体で発育していた． 

４．レジオネラ属菌培養日数の検討 

89％の検体が培養開始４日目までに発育が認められた

（図３）．一方、７日目と８日目に発育が認められた検体

が１検体ずつあったが,いずれも L.dumoffii であった．な

お全ての検体で９日目以降は発育が確認されなかった． 

５．県内検査機関へのアンケート 

項目および結果を図４に示した．施設ごとに様々な方

法で検査を実施していることが明らかになった.  

 

表２ GVPC 培地における濃縮法別のレジオネラ属菌発

育菌数 

濃縮法（CFU/100mL） 
検体 

ろ過濃縮 冷却遠心 

A 160 110 

B 80 40 

C 330 55 

D 130 30 

E 1300 10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ レジオネラ症防止指針で示されている検査法 

培地（CFU/100mL） 
検体 前処理法 

GVPC MWY WYOα 

未処理 1050 1220 180 

酸処理 760 780 100 A 

熱処理 960 1180 440 

未処理 60 20 20 

酸処理 50 0 20 B 

熱処理 50 50 20 

未処理 10 10 10 

酸処理 0 0 0 C 

熱処理 0 10 0 

未処理 600 540 580 

酸処理 770 530 640 D 

熱処理 720 430 670 

未処理 0 0 240 

酸処理 780 550 550 E 

熱処理 590 560 680 

検体（浴槽水） 

濃縮処理 

前処理 

培養 

 
非濃縮，ろ過濃縮法 

冷却遠心濃縮法 

 未処理，酸処理，熱処理 

 
BCYEα，BMPAα，CCVC，PAV 

WYOα，GVPC，MWY 等 
（使用培地） 
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図２ GVPC 培地における前処理別のレジオネラ属菌

の発育の割合 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ GVPC 培地におけるレジオネラ属菌の出現日数 
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考 察 

今回検討した全ての選択培地からレジオネラ属菌を検

出することができたが, GVPC 培地で最も多くのレジオ

ネラ属菌が検出することができた．しかし，ばいｒ地の

種類や前処理方法により検出される菌数に差が見られた

ことから、複数の培地を組み合わせて検査を行うことに

より未検出の検体を減らすことは可能と思われるた.さ

らにレジオネラ属菌の検出感度を上げるためには,引き

続き培地の検討が必要であると思われる. 

 

検出に最も優 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

濃縮法においてはろ過濃縮法と冷却遠心濃縮法でレジ

オネラ属菌検出数に大きな差が発生することが分かった． 

これは，ろ過濃縮法に比べ冷却遠心濃縮法の作業工程

には遠心終了後の移動や上清除去などの作業で沈渣の消

失や作業者における技術の差によりレジオネラ属菌の回

収効率が低いことが大きく影響していると思われた． 

前処理法の検討では，方法の違いにより検出される菌

数に差が生じることが確認されたが、供雑物の多い少な

いといった検体の状態に最適な検出法を選択することが

溶出時間

1

2

1

7

1

180秒

120秒

90秒

60秒

30秒

冷却遠心条件

1

11

1
6000rpm・30分・25℃

6000rpm・30分

6000rpm・10分・15℃

3000rpm・30分・20℃

濃縮倍率

10

2

100倍

200倍

前処理法

1

4

11

2

未・酸・熱

酸・熱

酸

熱

酸処理液

13

0.2M HCｌ-KCｌ

酸処理時間・温度

4

5
2

1

1

1

1
1

4分・室温

5分・室温

10分・室温

0分・25℃

4分・18℃

15分25℃

20分・20℃

5分・30℃

加熱処理時間・温度

4

5

50℃・30分

50℃・20分

使用培地

11

5

2

GVPC

WYOα

MWY

培養条件

7

1

6

1

36℃・7日

36℃・5日

37℃・7日

40℃・5日

斜光観察

4

13

有

無

鑑別培地への釣菌数

1

3

2

11
1

4

1
～1

～2

～3

～5

～8

8～

～10

数個

v

同定方法

9

4

1

1

1

1
1

鑑別培地

鑑別+血清

血清

鑑別+ラテックス

なし

鑑別+グラム染色+血清
+ラテックス
鑑別+血清+ラテックス
+PCR

図４ アンケート集計結果 
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重要であると思われた． 

以上の結果から，レジオネラ属菌の検査はろ過濃縮法

を用いて濃縮処理を行った後，未処理・酸処理・熱処理

を行なって GVPC 培地に塗抹し 36±１℃で８日間の培

養を行うことがレジオネラ属菌を効率的に検出する方 

法であると考える． 

検査機関を対象としたアンケートの結果，レジオネラ

属菌検査手順は各検査機関により大きく異なっているこ

とが分かり，このことがレジオネラ属菌検査結果に差異

を生じる原因の一つであると考えられた． 

しかし，現実的には精度を上げるために検査方法を変

更することで検査機器の購入が必要となるなど大きな負

担が生じるとの意見もみられた．しかし、今回研修会で

紹介した斜光観察法は安価な機材を準備するだけで実施

可能で,同定の性状観察には肉眼や通常の鏡顕よりもジ

オネラ属菌が観察しやすく，導入を検討したいとする施

設が多かった． 

今後も研修会等を開催し，レジオネラ属菌の検査を行

なっている検査機関との意見交換の場を持つことにより，

レジオネラ属菌検査の精度向上を図ってゆきたい． 
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はじめに 

危険ドラッグには，規制薬物等が含まれることがあり，

乱用防止対策が進められている．静岡県では「静岡県薬

物の濫用の防止に関する条例」を制定し，危険ドラッグ

等による健康被害を防ぐ取組が行われ，当研究所は危険

ドラッグの検査を実施している． 

通知法 1)による検査で，LC/MS，GC/MS による測定結

果が厚生労働省の示す測定結果等と一致した場合には，

標準品を使用した確定検査を行う．しかし，包括指定薬

物では分析結果が示されたものが少ないうえ，構造異性

体が多く，疑わしい化合物すべてを標準品として入手す

ることは難しい．平成 26 年度に買い上げた危険ドラッグ

の検査で，カチノン系の化合物が検出された事例では，

数十種類の構造異性体の可能性があった．このときは

NMR による分析により構造を識別し，化合物を合成して

比較することで，速やかに検査結果を報告することがで

きた 2)． 

そこで，検体中の包括指定薬物の疑いのある化合物の

識別法として，NMR 法を検査に取り入れるため，包括指

定薬物で数の多いカチノン系指定薬物を対象に，前処理

および測定方法について検討した． 

 

方  法 

1 試薬等 

1) 指定薬物合成 

アルキルフェノン，アミン類（東京化成工業製）およ

び特級臭素（和光純薬工業製）を使用した． 

2) 模擬試料等調製用乾燥植物片 

乾燥植物片の模擬試料等調製には，次の①から④の市

販の茶を使用した． 

① ペパーミント 

② カモミール 

③ ジンジャーおよびレモングラスの混合物 

④ 緑茶 

3) 前処理 

NMR 測定用の検体の前処理には，メタノール，酢酸エ

チル，ヘキサン，アセトン，トリエチルアミン（いずれ

も特級，和光純薬工業製）を使用した．分取用薄層板は，

PLC Silicagel 60 254（メルク製）を使用した．LC/MS お

よび GC/MS 用の検体の前処理は，LC/MS 用メタノール

指定薬物の分析法に関する研究（第 2 報） 
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を使用した． 

4) LC/MS，NMR 測定 

LC/MS 測定用には，LC/MS 用メタノール，LC/MS 用

ギ酸および特級ギ酸アンモニウム（いずれも和光純薬工

業製）を使用した．NMR 測定用溶媒は，重クロロホルム

（0.03％TMS 含有）（和光純薬工業製），重メタノール

（0.03％TMS 含有），重ジメチルスルホキシド（0.03％

TMS 含有）（関東化学製）を使用した． 

2 NMR 測定の検討 

既報 2），3）に従い，カチノン系指定薬物（図１，表１）

を合成した．はじめにR4の炭素数を変えて測定を行い，

R4 のシグナルの違いを確認した（検討１）．次に，窒素

の置換基（R2，R3）６種類について測定を行った（検討

２）．また，ベンゼン環の置換基として，アルキル基が入

った場合（R1＝CH3またはC2H5）には，このシグナルと

窒素に結合するメチル基やエチル基のシグナルとが重な

る可能性があることから，これらの化合物についても

NMR スペクトルの比較を行った（検討３）． 

3 前処理の検討 

NMR 測定に供する検体は，夾雑物が多いと構造の識別

が困難になる．乾燥植物片の検体を想定し，市販のハー

ブティー・緑茶のメタノール抽出物または水/メタノール

（1：3）混液抽出物にカチノン系指定薬物の溶液を添加

し，分取用薄層クロマトグラフィー（以下，PLC）によ

る分取を検討した． 

添加した指定薬物は，化合物 7 とし，展開溶媒は，ヘ

キサン/アセトン/トリエチルアミン（30：15：1）混液と

した．展開後のプレートを 254nm および 365nmの紫外線

下で，UV 吸収のあるスポットおよび蛍光を示すスポッ

トを確認した．強い UV 吸収のあるスポットが見られた

部分を，酢酸エチルで抽出した．また，強い UV 吸収を

示すスポットが蛍光を示すスポットと重なる場合は，展

開溶媒をヘキサン/アセトン/トリエチルアミン（50：5：

1）混液として再度分取を行った． 

4 NMR 測定 

1) NMR 測定試料の調製 

カチノン系化合物約5mgを重クロロホルム約1mLに溶

解し，NMR 測定の試料とした．  

2) NMR 測定の検討 

装置 JEOL AL400 

分解能 1H 400MHz 

測定モード NON COSY 

5 検査用マニュアルの作成 

上記の検討結果をもとに，危険ドラッグからの抽出か

ら NMR 測定までの操作マニュアルを作成した． 

 

6 検査用マニュアルの検証 

1) 模擬試料の調製 

分子量の同じ２種類の化合物（化合物 10，15 の塩酸塩）

について，一方の指定薬物（化合物 10）40mg を水/エタ 

ノール(1:1)混液に溶かし 2mL とした（模擬試料 1）．もう

一方の指定薬物（化合物 15）60mg にペパーミントを加

えて全量を 2g とした(模擬試料 2)． 

2) LC/MS および GC/MS 用試料溶液の調製 

模擬試料 1 は 50μL を取り溶媒留去後，LC/MS 用メタ

ノール 2mL を加えて溶解し，0.2μm メンブランフィル

ターでろ過した．模擬試料 2 は，フィンガーマッシャー

で均質化したものから，約 100mg を取り，LC/MS 用メ

タノール 2mL で抽出し，0.2μm メンブランフィルター

でろ過した．これらの溶液を LC/MS 用メタノールで適

宜希釈して LC/MS および GC/MS 用の試料とした． 

3) NMR 用試料溶液の調製 

模擬試料 1 は 1mL を取り，溶媒留去，乾燥させた．模

擬試料 2 は 1g を取り，特級メタノール 10mL を加え，超

音波抽出後，0.45μmメンブランフィルターでろ過した．

PLC による分取後，塩酸塩とし，溶媒留去，乾燥させた． 

各試料は重メタノール，または重 DMSO 約 0.75ｍL に

溶解して，NMR 測定用試料とした． 

4) LC/MS，GC/MS および NMR 測定 

・LC/MS 測定 

装置 Waters Zevo TQ-S micro（Waters） 

分析条件 国通知分析法 1)に準ずる 

表１ 合成したカチノン系指定薬物 
化合物 R1 R2 R3 R4

検討１ 1 H CH3 C2H5 C2H5

2 H CH3 C2H5 C3H7

3 H CH3 C2H5 C4H9

4 H CH3 C2H5 C5H11

5 H CH3 C2H5 C6H13

6 H CH3 C2H5 C7H15

検討２ 7 H H CH3 C2H5

8 H H C2H5 C2H5

9 H CH3 CH3 C2H5

1 H CH3 C2H5 C2H5

10 H C2H5 C2H5 C2H5

11 H C2H5

検討３ 12 H CH3 C2H5 H

13 CH3 CH3 C2H5 H

14 C2H5 CH3 C2H5 H

模擬試料用 10 H C2H5 C2H5 C2H5

15 H H C2H5 C4H9

C4H8

N

O

R1

R2

R3

R4

図１ カチノン系指定薬物の基本構造 
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・GC/MS 測定 

 装置 VARIAN240-NIS 

 分析条件 国通知分析法 1)に準ずる 

 

結果および考察 

1 NMR 測定の検討 

1) 検討１ 

重クロロホルムを測定溶媒として得られた遊離体のス

ペクトル（図２）について，アルキル基の炭素数による

違いを比較した．窒素の根元の炭素に結合するプロトン

（4.0～4.5ppm）とその隣の炭素に結合しているプロトン

（2.0ppm 付近）と末端のメチル基のプロトン（0.9ppm

付近）の化学シフトは，検討対象としたカチノンで大き

な差はなかった．LC/MS，GC/MS 等の結果から包括指

定のカチノンに類似の成分であることが疑われる場合に

は，指標となるシグナルと考えられる．また，窒素の根

元の炭素に結合するプロトンの積分比を 1 とすることで，

他のプロトンの数を推定できる．アルキル鎖の枝分かれ

があった場合は，末端のメチル基由来のシグナルが増加

する事から指定薬物か否かは識別できると考えられる．

その他の炭素に結合したプロトンのシグナルは炭素鎖が

長くなると 1.5ppm付近で重なっていることがわかった． 

2) 検討２ 

窒素の置換基は，メチル基は 2.3ppm 付近，エチル基

は 1.1ppm付近および 2.6ppm 付近に，その数に応じたシ

グナルの強度で確認できた．ピロリジル基（1.8ppm 付近

および 2.7ppm 付近）のシグナルは，R4 のアルキル基の

シグナルと一部重なるため，二次元のプロトン NMR ま

で測定する必要があった（図３）． 

3) 検討３ 

ベンゼン環の置換基については，化合物 13 の場合では，

メチル基のピークは，窒素に結合するアルキル基のピー

クと近接したものの，重なることはなかった．一方化合

物 14 の場合は，R1 および R3 のエチル基の末端のプロト

ンのピークが重なったため，1HNMR のみではプロトンの

完全な帰属は出来なかった（図４）．しかし，LC/MS，

GC/MS からカルボニル基を挟んでアミノ基側の構造が

ある程度絞り込めていることを前提とすると，構造の推

定は可能と考えられた． 

2 前処理の検討 

乾燥植物片の抽出については，PLC での分画（UV ま

たは蛍光の観察）では水/メタノール混液の抽出物がメタ

ノール抽出物よりも夾雑物が少ない傾向が見られた．ま

た，夾雑物が多い場合でも２～３回の分取を繰り返すこ

とで，夾雑物の影響の少ない NMR スペクトルを得るこ

とができた．この結果から，乾燥植物片等の危険ドラッ

図２ アルキル基（R4）による NMR   
スペクトルの比較 

上から化合物 1～6 

R4=C2H5

R4=C3H7

R4=C4H9

R4=C5H11

R4=C6H13

R4=C7H15

5.0 4 .0 5 .0 5 .03 .0 2 .0 1 .0 0 .0
ppm
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グからのカチノン系化合物の抽出から NMR 測定までの

操作マニュアル案（図５）を作成した． 

 

3 操作フローの検証 

1) LC/MS および GC/MS 測定 

高極性の指定薬物に対応した条件での LC/MS による

測定から，模擬試料 1 からは保持時間 23.7 分に，模擬試

料 2からは保持時間 51.0分にm/z 234のフラグメントを

持つピークが得られた．また，GC/MS の測定においても，

高極性の指定薬物に対応した条件で，模擬試料 1 からは

保持時間 18.9 分に，模擬試料 2 からは保持時間 20.8 分

に m/z128 のフラグメントイオンをもつピークが得られ

た．この結果について，試買した危険ドラッグの検査と

4.0 3 .0 2 .0 1 .0 0 .0
ppm

化合物7

化合物8

化合物9

化合物1

化合物10

化合物11

図３ 窒素の置換基（R2、3）による NMR     
スペクトル比較 

   （枠で囲んだシグナルが窒素の置換基） 

図５ 操作マニュアル 

図４ 化合物 14 の NMR スペクトル 

矢印のところでエチル基のシグナルが重なっている 

図６ 模擬試料の LC/MS および GC/MS 測定から 
予想される包括指定のカチノン系化合物 

（C15H23NO，Mw 233） 

17 18

15 16

19 10

図 ７  模擬試料から抽出したカチノン系      
化合物の NMR スペクトル 
上：模擬試料 1 下：模擬試料 2 
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同様に違法ドラッグ検索システム 4)での検索，包括指定

薬物の分子量との比較から，図６に示す６種類の包括指

定薬物のいずれかであることが疑われた． 

2) NMR 用試料の調製および測定 

模擬試料 1，2 から得られたNMR スペクトルを図７に

示す． 

① 模擬試料 1 

模擬試料 1 では，ジエチルアミノ基が確認できた．ま

た，R4 は-C2H5であり，末端のメチル基のプロトンが 3H

であることから，枝分かれがないメチル基であり，化合

物 10 と確認できた． 

② 模擬試料 2 

模擬試料 2 では，窒素の置換基の一つはエチル基であ

ることを確認できた．R4 は-C4H9であり，化合物 15 以

外の化合物の可能性は否定できた．実際の検査では疑わ

しい指定薬物を標準品として購入または合成して検体と

比較を行うこととなる．  

 

まとめ 

包括指定のカチノン類について，合成品の NMR 測定

および植物の乾燥物の抽出方法の検討から，危険ドラッ 

グ中のカチノン類の NMR 測定のためのマニュアルを作

成した．乾燥植物片に指定薬物を添加した試料を用いて，

包括指定薬物までの絞り込みができ，本マニュアルが有

効であることを確認した．危険ドラッグの国内での流通

は減少しているが，販売目的で指定薬物を所持し検挙さ

れる例はあるため，継続的な検査が必要である．危険ド

ラッグの検査に NMR 測定を利用することで，検査の信

頼性を高め，迅速に検査を進めることで県民の健康被害

防止に役立てたい． 
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はじめに 

静岡県では化粧品産業が盛んで，その生産金額は常に

全国上位を占めている．直近の経済産業省による平成 29

年分の発表では全国３位１）であり，医薬品等産業となら

んで本県における重要な産業の 1 つである． 

化粧品は開封後も常温で保管されることが多く，長期

にわたって使用されることもあり，微生物等が増殖しや

すい環境下にある．そのため，微生物による製品の劣化

を抑えるため 4-ヒドロキシ安息香酸エステル類（パラベ

ン類）等，様々な防腐剤成分が添加されることがある．

また，最近では肌への影響が小さいと称し，パラベンフ

リーを謳いその他の防腐剤や天然原材料等を化粧品中に

添加する例もみられる．化粧品中へ配合可能な防腐剤成

分は化粧品基準により，配合量の上限を規定したポジテ

ィブリストで規制 2）されており，多岐にわたる（表１）． 

 

本県では県内で製造される化粧品類の承認規格に係る

試験検査 3,4）を実施してきたが，化粧品基準で規制され

る成分のスクリーニング法は整備されていない． 

そこで，超高速液体クロマトグラフ(UHPLC)を用いた

化粧品中防腐剤成分のスクリーニング法について検討し，

知見が得られたので報告する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

超高速液体クロマトグラフを用いた 

化粧品中防腐剤のスクリーニング法の検討 

 

  医薬食品部 医薬班    岩切靖卓，浜尾 俊，瀧野瑠衣，金子亜由美， 

                 今津佳子，髙橋 真 

 

Development of the Screening Method for Preservatives in Cosmetics 

by Ultra High Performance Liquid Chromatography  

 

Yasutaka IWAKIRI，Shun HAMAO，Rui TAKINO，  

Ayumi KANEKO，Yoshiko IMAZU and Makoto TAKAHASHI 

 

近年，美意識の高まりにより，化粧品の市場規模が拡大している．本県における平成 29 年の化粧品生産金

額は 1,689 億円と全国第３位であり，化粧品産業は本県の重要な産業の一つとなっている． 

その一方で，化粧品中に配合可能な成分は化粧品基準で規制されており，多岐にわたる．当研究所ではこ

れら成分についてのスクリーニング法が整備されておらず，必要に応じて個々の成分について対応せざるをえな

い状況であった．そこで，超高速液体クロマトグラフィーを用いた，化粧品中防腐剤成分の一斉スクリーニング

法について検討した． 

 開発した方法により，市販製品の試験を実施したところ，表示にない成分が検出された. 

 

Key words: 化粧品中防腐剤，スクリーニング, バリデーション, 超高速液体クロマトグラフィー 

Preservatives，Cosmetics，Screening，Validation，UHPLC 

表１ 規制対象の主な防腐剤およびその配合上限量 

静岡県環境衛生科学研究所報告  No.60   43－48 2017           

Bulletin of Shizuoka Institute of Environ. and Hyg. 
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方 法 

1 標準品および試薬 

 安息香酸，サリチル酸，ソルビン酸，4-ヒドロキシ安

息香酸，フェノール，レゾルシン，4-クレゾール，オル

トフェニルフェノール，クロルキシレノール，イソプロ

ピルメチルフェノール，メチルパラベン，エチルパラベ

ン，ブチルパラベン，ペンチルパラベン，フェニルパラ

ベン，サリチル酸フェニルおよびデヒドロ酢酸は和光純

薬工業製特級，4-クロロフェノール，イソプロピルパラ

ベン，2-ブチルパラベン，イソブチルパラベン，ベンジ

ルパラベン，フェノキシエタノールおよびトリクロロカ

ルバニリドは東京化成製特級，チモールおよびパラオキ

シ安息香酸プロピルは関東化学製特級，トリクロサンは

シグマアルドリッチ社製，クロルフェネシンはコンビブ

ロックス社製を標準品として用いた．アセトニトリルお

よびメタノールは和光純薬工業製 LC/MS 用，ギ酸およ

びギ酸アンモニウムは和光純薬工業製特級を用いた． 

2 標準溶液等の調製 

標準品各々約 0.1g を正確にはかり，メタノールに溶か

して正確に 10mL として標準原液（10mg/mL）とした． 

標準原液をメタノールで適宜希釈し，標準溶液とした． 

3 試料 

 県内の販売店で購入した，クリーム，化粧水，ファン

デーション，ローション，ゲル(部外品)を試料とした． 

4 試料溶液の調製 

試料約 0.2g を精密に量り，メタノールで懸濁し，超音

波下で 5 分間抽出した後，正確に 20mL とした．この液

をメンブランフィルター(孔径 0.2μｍ)でろ過し，試料溶

液とした． 

5 添加回収溶液の調製 

試料約 0.2g を精密に量り，試料中濃度が 10mg/g(1%)，

となるように試料に標準溶液を添加し，メタノールで懸

濁し，超音波下で 5 分間抽出した後，正確に 20mL とし

た．この液をメンブランフィルター(孔径 0.2μｍ)でろ過

し，添加回収溶液とした． 

6 UHPLC 装置および分析条件 

装置：LC-20ADXR  Nexera (島津製作所) 

カラム：Waters CSH C18 2.1mm×150mm 1.7μm 

検出器：紫外可視吸光光度計(検出波長：280nm) 

多波長検出器（測定範囲：190nm～600nm） 

移動相： A：10mM ギ酸アンモニウム(pH4.0）＊  

B：アセトニトリル  

C：メタノール(10%で一定) 

グラジエント条件（アセトニトリル％） 

0min（10％）→25min-35min（30％）→45 min（60％）

→50min（60％） 

流速：0.15mL/min 

カラム温度：50℃ 

注入量：2μL  

*10mM ギ酸アンモニウム（pH4.0） 

ギ酸アンモニウム 0.63ｇを水に溶かして 1000mL と

し，この液をギ酸でｐH 4.0 に調整する． 

 

結果および考察 

1 測定対象成分の検討 

  化粧品基準に示された防腐剤等成分およびその分解

物のうち，HPLC による分析が可能と考えられる 28 成分

(図１)について検討を行った． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 UHPLC 測定条件の検討 

図１の成分について検討したところ,トリクロロカルバ

ニリドは溶解性の問題から標準溶液の調製が他成分と同

一の条件では困難であった.また，クロルキシレノール, 

2-ブチルパラベン(フェニルパラベンと同一保持時間) 

およびオルトフェニルフェノール(イソプロピルメチル

フェノールと同一保持時間) は十分な分離が困難であっ

た．これらを除く 24 成分について様々な分析条件を検討

したところ，同時に分析することが可能であった(図２).

なお,分離困難であった成分についてはUVスペクトルに

よりそれぞれ判別は容易であった． 

図１ 分析を検討した成分 
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1) 移動相 

  簡便な分析系構築を目指し水/アセトニトリルを用

いて検討を行ったが，カルボン酸類がイオン化しカラム

に保持されず,測定が困難であった．そこで，ギ酸アン

モニウム緩衝液およびリン酸ナトリウム緩衝液の使用

を検討した．カルボン酸類の保持時間はｐHに依存して

変化したが(図３)，塩の種類による変化は見られなかっ

た．他の分析対象物質との分離状態からｐH4.0 の緩衝

液を使用することとし,今回の検討では紫外可視吸光光

度計を検出器として用いるが，今後のLC/MS等への展開

も考慮し,質量分析計でも使用可能なギ酸アンモニウム

緩衝液を選択した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) グラジエント条件 

低極性溶媒にアセトニトリルを用いた場合溶出力の

強さからか十分な分離を得ることが困難であった．また，

メタノールを用いた場合分離は可能であったが，圧力上

昇が大きく,流量を抑える必要があり分析時間が長くな

る傾向が見られた．そこで，移動相をギ酸アンモニウム

緩衝液/アセトニトリル/メタノール混液とすることで，

分離と分析時間の短縮が可能であった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 測定波長 

多波長検出器を用いて測定を実施しているため，各物

質の極大波長による確認も可能ではあるが,実際の測定

時にそれを実施することは現実的ではない.そこで,モ

ニタリング波長の検討を行った．ほとんどの化学物質で

吸収の大きい210nm，主なパラベン類の極大吸収帯であ

る 254nm および主フェノール類の極大吸収帯である

280nm でクロマトグラムを比較した(図４)．210nm では

ピークは大きくなるがベースライン変動が大きく化粧

品中の夾雑成分の影響が懸念される．254nmではパラベ

ン類の感度は高くなるが,その他の成分について同一ス

ケールでの感度が低下した．280nmでは全ての成分につ

いてバランスの良い検出感度が得られた.そこで,280nm

をモニタリング波長に設定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4) カラム 

  分析時間短縮が可能な75mmカラムの検討を行ったが，

ブチルパラベンとイソブチルパラベンの十分な分離を

得ることが困難であった．そこでカラム長をより分離性

能の高い150mmとし，いくつかのカラム銘柄で検討した

結果，CSHカラム（Ｗaters社製）を採用した． 

図 2 標準溶液のクロマトグラム 

図４ 各波長におけるクロマトグラム 

280nm 

254nm 

210nm 

1:4-ﾋﾄﾞﾛｷｼ安息香酸 2:ｻﾘﾁﾙ酸 3:安息香酸  

4:ｿﾙﾋﾞﾝ酸 5:ﾃﾞﾋﾄﾞﾛ酢酸 6:ﾒﾁﾙﾊﾟﾗﾍﾞﾝ 

図３ ｐHによる保持時間の変化 
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5) 注入液量および試料調製溶媒 

   クリーム等の油脂成分が多い化粧品を完全に分散さ

せるため，試料調製溶媒としてテトラヒドロフラン等の

低極性溶媒を使用したところピーク形状が崩れ，適切な

測定は困難であった(図５)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，注入量を増加させたところ注入量5μLでは良

好なピーク形状を得ることが困難であった．そこで，

試料調製溶媒はメタノール，注入量は2μLとした(図

６)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 分析法バリデーション 

定量試験におけるバリデーション項目である,特

異性・精度・定量下限・真度・直線性を確認し,試験

法の妥当性を検証した. 

決定した分析条件により分析法バリデーションを

実施し,良好な結果を得た. 

1) 特異性 

  測定対象とした 24 成分全てについて各単独標準溶液

と添加回収試料で保持時間および UV スペクトルの一

致するピークが確認され，ブランク試料ではピークが検

出されなかった(図７)． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 直線性および範囲 

   200μg/mL，100μg/mL，50μg/mL，10μg/mL，5

μg/mL，1μg/mL，0.5μg/mL，0.1μg/mL の 8 点につ

いて標準溶液を調製し，前記の条件で測定し，各濃度

とピーク面積値の相関係数を確認した. 

一部成分では 0.5μg/mL以下の濃度でピークを確認

できなかった.一斉分析法であり解析等が煩雑となら

ないよう全ての成分で検量線の範囲を合わせることと

し,200～1μg/mL を検量線の範囲とした.また,本範囲

における各成分のピーク面積と濃度の相関係数は表２

のとおりであり,全ての分析成分について 0.999以上で

あり，良好な結果が得られた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 特異性の各クロマトグラム(4-ｸﾛﾛﾌｪﾉｰﾙ) 

表２ 各物質の濃度とピーク面積の相関係数 

図６ 注入量の検討 

図５ 試料調製溶媒の検討 

注入量：5μL 

注入量：2μL 

メタノール 

テトラヒドロフラン 
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3) 定量(検出)下限 

  開発した試験法はあくまでスクリーニング法である

ため，できる限り検出限界等が煩雑とならないことが求

められる.また，化粧品中には様々な成分が含まれてい

るため,誤同定を避け試験の信頼性を担保するため,全

成分で良好な UV スペクトルを確認できた 5μg/mL（試

料中濃度 0.05g/100g）を定量下限とした．しかし，今回

分析対象とした成分の配合上限量は表１のとおりであ

り,前述した試料調製方法では試料溶液中で 100μ

g/mL(パラベン類)～1μg/mL(クレゾール)にあたる.ク

レゾールについては 5μg/mL を設定した場合検出限界

が配合上限の 5 倍量となるが，実際の分析データでは

0.5μg/mL 標準溶液においてもピークは検出されてお

り，クレゾールのみ検出下限を 0.5μg/mL（試料中濃度

0.005g/100g）と便宜上設定することとした． 

4) 精度 

 100μg/mL 標準溶液につき 6 回繰り返し測定を行い，

各成分の保持時間およびピーク面積の再現性を確認し

た(表３). 

 結果全ての成分で相対標準偏差(%)は十分に小さく，

スクリーニング法としては十分な精度を得た． 

 

 

5) 真度(添加回収率) 

 試料中濃度が 10mg/g(1%)となるように試料に標準溶

液を添加し，添加回収率を確認した．各物質・各試料

において良好な添加回収率を示した(表４)． 

しかし，ゲルにおいてカルボン酸類のピーク形状の

若干の悪化と添加回収率の低下が見られた.これは，今

回の分析法が MS への展開を視野にいれた緩衝液の塩

濃度が低いものであったため，試料中成分が緩衝能に

影響を与えたためであると考えられる．今回の結果は

スクリーニング法としては十分なものと考えられるが，

化粧品によっては分析困難な場合も想定されるため，

今後，他の化粧品（剤形）での検討，緩衝液の検討等

を実施することにより，より頑健な精度の高い手法を

開発できるものと考える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 実試料の測定 

 市販化粧品4検体（クリーム，化粧水，ファンデーシ

ョン，ローション，ゲル(部外品)）について,本試験法の

有用性を検証した．以下に検出成分と分析値（試料100g

中の配合量(g)）を示す(表５).なお，ゲルについては部

外品であり，規格値を満たすものであった． 

 

 

 

 

 

 

 配合量が化粧品基準を超過するものはなかったが，ク

リームからはパラベン分解物の 4-ヒドロキシ安息香酸

が検出された(図８)．このことから，化粧品中において

防腐剤成分が必ずしも安定でないことが示唆された． 

例えば,サリチル酸フェニルは加水分解によりサリチ

ル酸とフェノールに加水分解されるが，全成分表示には

これらの加水分解物は通常反映されないため，表示違反

となってしまう可能性がある．また，メチルパラベンは

表４ 各成分の添加回収率(%) 

表３ 各成分の相対標準偏差(%) 

表５ 検出成分と分析値 
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加水分解により配合禁止成分であるメタノールを生じる

が，メタノールは限度値が示されておらず，キャリーオ

ーバー等も許容されていないことから，配合禁止成分を

配合したとされる可能性が示唆された．製剤中での安定

性を加味した慎重な防腐剤の選択が必要と考えられる． 

 

 

 

 

 

 

また，ファンデーションについては表示にないメチル

パラベンが検出された(図９)．本件は表示違反の可能性

が高いため,より確実な同定のために，日本薬局方「パラ

オキシ安息香酸メチル」の試験条件を用いた確定試験を

併せて実施し (図 10)，同様の結果を得た．なお，メチ

ルパラベンの測定値は0.21 g/100gと基準と比較して十

分に低いものであり，同時に検出されたプロピルパラベ

ン0.19 g/100gと合わせても0.40 g/100gであることか

ら，化粧品基準の配合上限パラベンの合計量として 1.0 

g/100g を十分下回るものであり健康被害の可能性は低

いものと考えられた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとめ 

 今回，化粧品中防腐剤成分について検討を行い，24成

分についてスクリーニング法を開発した.本法は分析法

バリデーション結果からも十分に行政検査に適応可能な

ものであると考えられる．このようなスクリーニング法

の構築は，無承認無許可医薬品等の試験法開発において

も活用でき,今回のノウハウを今後の業務に活用してい

きたい.また，化粧品中の防腐剤成分等の行政検査は現時

点では実施していないが,必要となった時に対応可能な

体制整えることができた. 

今回測定した実試料ではファンデーション1倹体から

表示にないメチルパラベンが検出された.本製品には

「MADE IN CHINA」との記載があり，海外の製造所で製造

された製品についての品質保証の難しさが垣間見られた．

県薬事課はこの結果を当該製品の製造販売業者所在地の

自治体に対して情報提供した.最終的には製造販売業者

が，製造業者がメチルパランベンを配合していたことを

確認し，自主回収を実施した 5)． 

 厚生労働大臣や県知事による承認が必要な医薬品や医

薬部外品と異なり，化粧品は届出のみで製造販売が可能

である．審査を経ないという点からも，適切な品質保証

がなされていない可能性がある．今後も県内で製造・流

通される化粧品等について，試験検査を通じ，県民の安

心・安全の一助としていく. 
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図８ パラベン分解物の検出 

【全成分】タルク，マイカ，PMMA，酸化チタン， 

ミネラルオイル，トリ（カプリル/カプリン酸）グリセリル， 

ジメチコン，プロピルパラベン，BHA，(+/-）酸化鉄，黄５ 

図９ 検体の分析結果と全成分表示 

図 10 日本薬局方試験法による分析結果 



 - 49 - 

はじめに 

ワサビは，静岡市葵区の山間部が発祥1)といわれており，

貴重な香辛料として日本の食文化に大きく貢献し，各地に

普及してきた．静岡県では，安倍川上流部，伊豆半島天城

山系などの産地を主体に産出され，国内のワサビ産出額の

約８割，栽培面積の約４割を占めるなど，本県を代表する

重要な特産品となっており 2) ，さらなる産業振興が望まれ

る． 

ワサビの機能性成分として，ITC 類が知られており，そ

の中でも高い機能性を持つことが報告されているアリルイ

ソチオシアネート（AITC）および 6－メチルスルフィニル

ヘキシルイソチオシアネート（6-MSITC）の GC-MS によ

る分析法をこれまでに報告した 3)．ITC 類は前駆体である

GSL 類が，加水分解酵素のミロシナーゼにより分解されグ

ルコース，硫酸イオンとともに生成する（図1）． 

そこで，今回，更なるワサビ特性の解明のために，GSL

類の分析方法を検討した．GSL 類は非常に極性の高い化合

物であり，HPLC 分析においてもっとも汎用されている

ODS カラムには保持されない．このため，これまで GSL

類の分析については多くの報告 4)-6)があるが，そのほとんど

がHPLCによる分析の前にイオン交換樹脂による精製やス

ルファターゼによる脱硫操作を必要とするため，操作が煩

雑であった．そこで，極性成分の分析に適したHILICモー

ドによる分離方法と，高感度，高選択性の分析機器である

LC-MS/MSを組み合わせることにより，簡便なGSL類の一

斉分析法を検討したので報告する． 

 

方  法 

1 試料 

ワサビは，静岡県伊豆市湯ヶ島の伊豆農業研究センター

試験圃場で栽培された水ワサビで，分析には根茎を用いた．

供試品種は，‘真妻’，‘グリーンサム’の 2品種とした．検

体は約 1 cm角に細切し，液体窒素で十分に凍結し，粉砕機

（IKA社製）で約 20秒間粉砕したものを分析試料とした．  

ワサビ中グルコシノレート類の LC-MS/MS による一斉分析法の検討 
 

医薬食品部 食品班    竹下由布子，渡邊愛子，小林千恵，髙橋真 

農林技術研究所伊豆農業研究センター 西島卓也 

  

 

Study of Simultaneous Analysis of Glucosynolates in Wasabi by High-performance Liquid Chromatography Tandem Mass 

Spectrometry 

 

Yuko TAKESHITA, Aiko WATANABE, Chie KOBAYASHI  

Makoto TAKAHASHI, and Takuya NISHIJIMA 

 

静岡県の重要な特産品であるワサビの更なる特性解明のために，機能性成分であるイソチオシアネート

（ITC）類の前駆体である，グルコシノレート（GSL）類の分析法を検討した．GSL 類は非常に極性の高い化合物

群のため，一般的に HPLC 分析に用いられるオクタデシルシリカゲルカラム（ODS カラム）による分析に供する

際には，精製や脱硫操作など煩雑な操作が必要である． 

そこで，HILIC モードによる分離と高速液体クロマトグラフィータンデム質量分析計（LC-MS/MS）を組み

合わせた簡便な分析法を検討した．LC-MS/MS 分析では，選択イオンモニタリング（SIM），プリカーサーイオン

スキャンの 2 モードによる分析を試みたので報告する． 

なお，本研究は静岡県新成長戦略研究費（健康長寿静岡の新たな機能性食品産業の創出）により実施した． 
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図1 ITC類の生成 

 

2 試薬等 

シニグリン（アリルグルコシノレート（アリルGSL））標

準品は Santa Cruz Biotechnology社製，その他試薬は，和光

純薬株式会社製を用いた． 

3 標準溶液の調製 

シニグリンは標準品 10 mgを正確に量り取り，蒸留水で

全量を 10 mLとし，1,000 mg/L標準溶液としたのち， 70％

メタノールで適宜希釈して分析に用いた． 

4 装置および分析条件 

1) 装置 

高速液体クロマトグラフは Acquity UPLC H-Class 

(Waters社製)，質量分析計はXevo TQ-S micro (Waters社製)

を用いた． 

2) LC 条件    

カラム: HILICpak VG-50 2D (2.1 mm x 150 mm, 1.5 m, 

Shodex 社製） 

カラム温度: 60℃ 

流速: 0.2 mL/min 

移動相: 水/4％アンモニア水/アセトニトリル 

グラジエント条件: 0-25 min (10.5/2.5/87)，25-26 min 

(10.5/2.5/87→47.5/2.5/50)，26-35 min (47.5/2.5/50)，35-36 

min(47.5/2.5/50→10.5/2.5/87)， 36-60 min (10.5/2.5/87) 

注入量: 2 L 

3) MS/MS 条件    

イオン化法: エレクトロスプレーイオン化（ネガティブ） 

ソース温度: 120℃ 

脱溶媒温度: 350℃ 

脱溶媒ガス流量: 1,000 L/hr 

コーンガス流量: 50 L/hr 

SIRモード：コーン電圧: 40 V 

プリカーサーイオンスキャンモード：コーン電圧: 60 V 

コリジョンエネルギー: 30 eV 

プロダクトイオン: m/z 96 

5 試験溶液の調製方法 

抽出液の調製は Singh 6)の方法を改変して行った．凍結粉

砕した試料を遠沈管に 1.0 g 採取し，70％メタノールを

20mL加え激しく振とうした．その後遠心分離機（日立社製）

で 3,000rpm，10分間遠心分離を行い，上澄液を新しい遠沈

管に分取した．残渣に再び 70％メタノールを 20mL加え，

同様に遠心分離を行い，上澄液を併せて 50mL にメスアッ

プした．抽出液は 0.20 mフィルターろ過して適宜メタノー

ルで希釈し，LC-MS/MS分析に供した． 

 

結果および考察 

1 シニグリンの定量 

シニグリン標準溶液について段階的に希釈を行い，

0.01mg/Lから 1mg/Lの範囲で検量線を作成したところ，

相関係数 0.999 以上の良好な直線性の検量線が得られた． 

‘真妻’，‘グリーンサム’中のシニグリンの量を定量し

たところ，‘真妻’では 17.1 mg/g，‘グリーンサム’では

14.7 mg/g 含有していた． 

2 GSL 類の分析 

1) SIM モードによる分析 

GSL類をプリカーサーイオンのみを指定して検出する

SIM モードで分析を行った．分析は抽出液を 100 倍に希

釈したものを用いた．シニグリン以外の GSL 類について

は標準品の入手が困難であったため，ワサビに含まれて

いると報告 1)がある ITC 類の，前駆体であると考えられ

るものについて，分子量と溶出時間から構造を推定した

（表 1）． 

‘グリーンサム’のクロマトグラムを図 2 に示した．

ブチル GSL については，ワサビ中から n-ブチル，sec-

ブチル，iso-ブチルの側鎖をもつ ITC が生成するという

報告があり，前駆体である GSL もそれぞれに対応する構

造異性体が存在していると考えられる．今回の分析結果

では，ピーク形状をみると 3 種類の物質が完全分離せず

に溶出しているようにみえる．ブチル GSL 類の詳細は分

析のためには各ピークが完全分離するような更なる分析

条件の検討が必要である． 

標準品がない GSL 類については定量が困難であった

ため GSL 類のピーク面積と，シニグリン標準溶液

0.5mg/L のピーク面積との比でおおよその存在比を推定

したところ，‘真妻’と‘グリーンサム’の組成比較では，

‘真妻’のほうがアリル GSL は多く含まれているが，そ

の他 GSL 類は大きな差が見られなかった（表 2）． 

ブロッコリスプラウトでは，ロットによって GSL の組

成に大きな差が見られるという報告 7)があるため，今後

ワサビについても個体別，品種別の調査をする必要があ

ると考えられる．

- 

グルコシノレート ミロシナーゼ 

R－N＝C＝S 

イソチオシアネート 

R－C S－Glc 
N－OSO3  X+ 

水 グルコース 硫酸塩 
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表1 SIMモード分析測定対象としたGSL類 

基本構造 側鎖（R）の構造 GSL名 
m/z 

[M-H]- 

CH2=CH-CH2- アリルグルコシノレート（シニグリン） 358 

CH3-CH(CH3)- イソプロピルグルコシノレート 360 

CH2=CH-(CH2)2- 3-ブテニルグルコシノレート 372 

C4H9-  ブチルグルコシノレート * 374 

CH2=CH-(CH2)3- 4-ペンテニルグルコシノレート 386 

CH3-SO-(CH2)5- 5-メチルスルフィニルペンチルグルコシノレート 450 

CH3-SO-(CH2)6- 6-メチルスルフィニルヘキシルグルコシノレート 464 

 

CH3-SO-(CH2)7- 7-メチルスルフィニルヘプチルグルコシノレート 478 

*ブチルは構造異性体が複数存在し，同定が困難であった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 ワサビ中 GSL 類のピーク比 

(GSLのピーク面積/シニグリン 0.5 mg/Lのピーク面積) 

GSL の側鎖 ‘真妻’ ‘グリーンサム’ 

アリル 5.89 5.12 

イソプロピル 0.21 0.16 

3-ブテニル 0.14 0.09 

ブチル 0.14 0.14 

4-ペンテニル 0.25 0.25 

5-メチルスルフィニル

ペンチル 
0.18 0.12 

6-メチルスルフィニル

ヘキシル 
0.59 0.62 

7-メチルスルフィニル

ヘプチル 
0.12 0.13 

 

 

2) プリカーサーイオンスキャンモードによる分析 

本モードはプリカーサーイオンをスキャンした後，コ

リジョンセルで衝突誘起乖離を起こさせ，生じたプロダ

クトイオンを指定して分析するものである．これにより

同一のプロダクトイオンを生成しやすい類似構造をもつ

化合物群を未知成分も含め，一斉に検出することが可能

になる．GSL 類は共通構造として硫酸基を持ち，常時荷

電構造である硫酸イオンがプロダクトイオンとして検出

されやすいため，図 3 の位置で開裂した m/z 96 を指定し

てプリカーサーイオンスキャン 8)を行った． 

 

図 3 GSL 類の MS/MS 開裂パターン 

m/z 96 

O
S

OH
HO OH

CH2OH

N OSO3

R

462-1x100

Time
5.50 6.00 6.50 7.00 7.50 8.00 8.50 9.00 9.50 10.00 10.50 11.00 11.50 12.00

%

0

100

18032813 8: SIR of 1 Channel ES- 
TIC (7-MSITC)

1.36e6
7.84

6.88
5.025.19 9.69

1 2 
3 

4 

5 

6 

7 
8 

図 2  GSL 類の SIM クロマトグラム（1: ブチル GSL，2: 4-ペンテニル GSL，3: 3-ブテニル，4: イソプロピル

GSL，5: アリル GSL，6: 7-メチルスルフィニルヘプチル GSL，7: 6-メチルスルフィニルヘキシル GSL，8: 5-メ

チルスルフィニルペンチルGSL） 
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CH2OH
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 スキャンクロマトグラムと，各ピークのスペクトルを

図 4 に示した．スペクトルを見てみると，プリカーサー

イオンの m/z より，図中に示した GSL であることが推定

された． 

この方法を用いることにより，未知成分も含めた，GSL

類の一斉分析が可能であることが示唆された． 

 

まとめ 

ワサビ中の GSL 類の分析方法を検討した． 

極性成分の分離に適した HILIC モードによる分離と，

高感度，高選択的な分析が可能な LC-MS/MS を組み合わ

せることで，70％メタノール抽出とフィルターろ過のみ

の簡便な前処理による分析が可能となった．この前処理

方法を用いて，アリル GSL の定量を行うことができた． 

また，SIR モードによる分析ではシニグリン標準液を

基準として，GSL 類の組成を品種間で比較することが可

能であった．プリカーサーイオンスキャンモードによる

分析では，共通構造である硫酸基が開裂したイオンを指

定して分析することで，未知成分を含む GSL 類の一斉分

析が可能であった． 

今後，この方法を用いて品種間や季節間，個体間のシ

ニグリン含量の差や，GSL 組成の差について調査を進め

ていく予定である． 
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はじめに 

 静岡県では，環境省が示した「注意喚起のための暫定

的な指針」（平成 25 年 3 月 1 日付け環水大大発第 130313

号（最終改正：平成 26 年 11 月 28 日））に基づき，2013

年 3 月より，微小粒子状物質（PM2.5）が高濃度になる

と予測される場合には，県民に注意喚起情報を発表する

こととしている．本県は東西約 150km・南北約 120km と

広大な面積を有しているが，判断基準を超えた場合，現

状では県内全域を 1 つの地区として発表を行っている． 

これまで，本県において注意喚起情報を発表したのは，

本県最西端である湖西における2014年4月の1事例のみ

である（2017 年度末現在）．この発表時，湖西以外の測

定局においても PM2.5 濃度の上昇は見られたが，暫定指

針値である日平均値 70μg/m3 を超過する水準ではなか

った．このため，この 1 事例においては，地域差があっ

たと解釈することもできる． 

本県では，PM2.5 の環境基準が設定されて以降，順次，

PM2.5 計の県内各地への設置を進めている．注意喚起情

報を発表した2014年4月時点の測定が8測定局であった

のに対して，2016 年 4 月時点では 11 測定局と約 1.5 倍

の測定地点数となっている（政令市設置分を除く）．つま

り，測定地点が増加した現在では，県内の PM2.5 濃度分

布の状況を，より詳細に見ることが可能となっている． 

そこで，今回，県民により的確な情報提供を行うこと

を目的に，地区ごとに注意喚起情報を発表する体制を構

築することを検討するため，PM2.5 濃度に係る地域差の

有無を調査したので報告する． 

 

方 法 

1 調査の考え方 

本調査では，一定程度，広域的に分析するための測定

地点数が充実した，過去 2 年度分（2015 及び 2016 年度）

の県内 PM2.5 計を調査の対象とした（表 1）．なお，分析

は政令市分のデータを含む形で行った．これは，本県が

行う注意喚起情報の発表判断には政令市分のデータも含

 PM2.5 注意喚起情報発表における地区分けに関する研究 
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の 98%値について共に類似していることが判明した．また，相関分析，クラスター分析及び単純一致率の計算を行

ったところ，県内全域で相関，類似性及び一致率が高い傾向が明らかとなった．このため，県内の PM2.5 注意喚
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まれるためである．また，より広域的な比較を行う目的

で，一部の分析については全国データも使用した．  

2 大気常時監視測定データの収集 

 2015 及び 2016 年度過去 2 年度分の日平均値測定デー

タを収集し，状況を整理した．データは，本県の常時監

視システムに収集されたもの及び国立環境研究所「環境

数値データベース」・「Ⅱ型共同研究データベース」大気

環境データファイルを使用した．2016 年度データについ

ては速報値的性格が見られたため，エラーコード等不自

然な異常値についてはデータ整理を行った． 

3 測定データの処理 

 分析には統計ソフト R 3.4.3（R Development Core 

Team(2017)）を使用した．地理情報の整理のため，Global 

Administrative Areas(http://www.gadm.org/country)のシェ

ープファイルまたは SpatialPolygonsDataframeを使用した． 

有効測定日数 250 日に満たない測定局データについて

は，比較に適さないと見なして適宜除去した． 

1) 時系列データの可視化 

測定局ごとの時系列変動傾向を把握する目的で，日平

均値を時系列データとして図示した．  

2) 地理情報の整理 

測定局ごとの地理的な分布を整理する目的で，年平均

値及び日平均値の 98%値を濃度分布の地理情報として図

示した．  

3) 測定データの分布 

測定局ごとの濃度データ分布を確認する目的で，日平

均値をまとめたバイオリンプロット及び箱ひげ図を作成

した．バイオリンプロットはカーネル密度曲線を左右対

称に描いたものであり，箱ひげ図の中央の白丸には中央

値を，箱の上端には 75%タイル値を，箱の下端には 25%

タイル値を図示した．ひげの上下端には，四分位範囲（箱

の長さ）の 1.5 倍以内における最大値と最小値を示した． 

4) 相関係数 

測定局間の時系列データの関係性を見る目的で，日平

均値について相関係数を算出し，行列として図示した（完

全データ分析によるスピアマンの順位相関係数）．正及び

負の相関が高い場合，それぞれ大きい丸の濃青色及び濃

赤色となるよう作図した．行列の並びは基本的に隣接す

る測定局の順とした． 

5) クラスター分析 

 測定局間の類似性を見る目的で，日平均値についてク

ラスター分析を行った（x-means，クラスター初期値は

k-means++）1）． 

なお，分析の効率性向上を目的として，故障，保守等

に基づく欠測値の補完を Amelia II で行った．補完にあた

り，「①PM2.5 測定局と同一地点で測定した浮遊粒子状物

質（SPM）データは同じ日時にある程度の関係があるた

め説明・補助変数として使用できること②PM2.5 計デー

タは，対数正規分布に従うこと」を前提とした 2,3）．また，

疑似データ数（M=5）に設定し，点推定値を求めた． 

6) 単純一致率と相互相関関数 

測定局間の時系列データの変動の一致を見る目的で，

日平均値について濃度の高低で一定の階級ごとに区分し

てカテゴリー化を行い，単純一致率を算出した．また，

遠隔地点間でのラグを計算するため，相互相関関数を計

算した． 

 

結果および考察 

本論では紙幅の都合上，2016 年度データを中心に示す． 

特段の言及が無い場合，基本的に 2015 年度データも

同様の傾向である． 

1 時系列データの可視化 

県内の日平均値は暫定指針値を超過した日は無く，概

ね連動して変動していた（図 1）．2016 年度は主に 4 月中

旬～5 月中旬に救急と湖西で，他の測定局に比較して値

が上昇した日があったが，少数事例であった． 

2 地理情報の整理 

県内の年平均値はいずれの測定地点においても低値

であった（図 2）．高濃度時の指標である日平均値の 98%

値についても，西日本または東京等の都市部に比較して

相対的に低値であった（図 3）．紙幅の都合上図示を省略

するが，2016 年度データは 2015 年度データに比較して

全体的に数値が低いことが特徴的であった． 

3 測定データの分布 

県内の日平均値はいずれの測定局においても，概ね同

様の分布となる傾向があった（図 4）．これは，県内にお

いては同一の現象を広域的に観測していることが多いた

表 1 主に調査対象とした PM2.5 計一覧 

NO.
測定局
名称

測定器
の属性

緯度 経度

1 熱海 県有 35.0925 139.0719
2 下田 県有 34.6794 138.9453
3 大仁北 県有 35.0175 138.9486
4 自排三島 県有 35.1100 138.9158
5 裾野 県有 35.1969 138.9136
6 救急(富士市) 県有 35.1542 138.6775
7 静岡常盤 市有※ 34.9700 138.3797
8 自排藤枝 県有 34.8772 138.2672
9 島田 県有 34.8361 138.1764

10 大東 県有 34.6661 138.0550
11 自排掛川 県有 34.7789 138.0181
12 浜松中央 市有※ 34.7017 137.7156
13 湖西 県有 34.7189 137.5308

※政令市については一部の測定地点を抜粋
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注意喚起のための暫定指針値（日平均値　70μg/m
3
）

0

20

40

60

04
/01

04
/15

04
/29

05
/13

05
/27

06
/10

06
/24

07
/08

07
/22

08
/05

08
/19

09
/02

09
/16

09
/30

10
/14

10
/28

11
/11

11
/25

12
/09

12
/23

01
/06

01
/20

02
/03

02
/17

03
/03

03
/17

03
/31

測定年月日

PM
2.
5
質
量

濃
度

（
μ

g
/m

3
）

測定局

熱海

下田

大仁北

自排三島

裾野

救急

静岡常盤

自排藤枝

島田

大東

浜松中央

湖西

図 1  PM2.5 日平均値時系列推移＜2016 年度＞ 

め，変動が類似していることなどが要因として推察され

る． 

分布の形は，どちらかと言えば低濃度側に最頻値があ

るものが多いが，そうではないものもあった． 

4 相関係数 

県内の日平均値はいずれの測定地点においても，比較

的高めの相関となる傾向があった（図 5）．要因としては，

上記 3 で述べたものと同様であると考える． 

5 クラスター分析 

 県内の各測定局は，距離があっても比較的同じ分類と

なる傾向があった（図 6）．要因としては，上記 3 で述べ

たものと同様であると考えるが，東京をはじめとする都

市部と比較して，局所的に顕著な変動要因が無いことが

寄与していると考える． 

6 単純一致率と相互相関関数 

 県内の各測定局は，距離があっても比較的高い一致と

なる傾向があった（図 7）．紙幅の都合上図示を省略する

が，本県で最も距離のある湖西と下田で相互相関関数を

計算した場合でも同日で高い相関（0.7 程度）であるこ

とが判明している．要因としては，上記 3，4 及び 5 で述

べたものと同様であると考える． 

 上記 1～6 を総合すると，現時点では県内のPM2.5注意

喚起情報発表における地区を分ける妥当性は低いものと

考えられる． 

本県では 1 測定局のみが突出した高濃度になることは

少なく，どこかの測定局が高濃度となる場合は，他の測

定局も概ね連動して濃度上昇する状況が明らかとなった． 

 

まとめ 

PM2.5 濃度に係る地域差の有無について以下の知見を

得た． 

1  各種統計分析から，県内各測定局の PM2.5 日平均値

濃度変動は隣接局だけでなく全体的に類似していた． 

2  県内では，PM2.5 日平均値濃度が局所的に高くなる地

点があまり存在しなかった． 

よって，現時点では県内のPM2.5注意喚起情報発表に

おける地区を分ける妥当性は低いと結論付けた． 

ただし，ここ数年，本県のみならず全国的に環境基準

の達成率が上昇傾向であり，今回の検討では高濃度イベ

ント時における測定局差を検証する機会が少なかった．

また，本県においては今後も PM2.5 の測定地点を増加さ

せる計画であることから，中長期的視点では測定局ごと

の差を検討する余地があるものと考える． 
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図 2  PM2.5 年平均値の地理的分布＜2016 年度＞ 

図 3 PM2.5 日平均値の 98%値の地理的分布＜2016 年度＞ 
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※連続データである PM2.5 日

平均値濃度を以下の区間でカ

テゴリー化し，その一致の程度

を計算 

 

0-15 μg/m3：低濃度 

15-30 μg/ m3：中低濃度 

30-45 μg/ m3：中高濃度 

45-60 μg/ m3：高濃度 

60-100 μg/ m3：ほぼ注意喚起濃度 

 

例：一致率が 0.8→測定局間デ

ータで 80%の一致があったとい

う意味 
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 はじめに 

狩野川は天城山系に源を発し，伊豆市や伊豆の国市等

を北流して沼津市に至り，駿河湾に注いでいる．本川は

天城山系の大見川以外に，箱根山等を源とする来光川，

大場川，黄瀬川等の支流が合流する幹川流路延長 46km，

流域面積 852km2の一級河川である．「瑞祥橋」のある狩

野川の上流部は急峻な地形であり，浄蓮の滝や渓谷等の

渓流を形成して流れており，清流でみられるアマゴなど

の魚類が生息し，カシやカエデ類の自然植生が残されて

いる．狩野川の水は，農業用水や水道用水として取水さ

れているが，上流部では主に水力発電に用いられている

ほか，わさび田等の小規模な農業用水としても利用され

ている 1）．  

狩野川では 1970 年に「生活環境の保全に関する環境基

準」の水域類型が指定され，「瑞祥橋」より上流が AA 類

型（利用目的適応性：水道 1 級，BOD：1mg/L 以下），

下流が A 類型（同：水道 2 級，2mg/L 以下）となったが， 

その後，2017 年の類型見直しにより AA 類型の河川範囲 

が拡大され，「瑞祥橋」の下流にある「神島橋」から上流 

 

 

 

 

 

側が全て AA 類型に指定されている． 

「瑞祥橋」は狩野川水系の常時監視地点のうち最も上

流にある定点であり，1971 年 4 月から毎月 1 回（12 回/

年），水温，pH，DO，BOD，SS，流量等を調査している
2）．これらの調査項目のうち，BODが 2003 年度にはじめ

て環境基準（75％値評価）を超過し，以降 2006，2007，

2013，2014 年度にも環境基準未達成となった（表 1）． 

「瑞祥橋」の上流域には旅館・ホテル，観光施設，住

宅，わさび田があるものの，排水量の大きな工場・事業

場はなく，これまで汚濁の原因は不明であった．そこで，

「瑞祥橋」の上流域において水質調査を実施し，「瑞祥橋」

における BOD 環境基準超過原因の究明を行ったので，

結果を報告する． 

 

調査方法 

1 狩野川水系上流域の現地調査 

1） 流路調査 

「瑞祥橋」から上流の狩野川起点まで（以下，狩野川

水系上流域）を遡り，河川経路，流域にある施設，土地

の利用状況を調査した． 

2） 水質調査 

① 月別調査 

狩野川水系上流域の本流，支流，流入水の水質調査を

行った．調査項目および分析方法を表 2 に示した． 
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去の公共用水域水質常時監視の結果を解析し，BOD 基準超過原因の究明を試みた． 

その結果，｢瑞祥橋｣上流域には負荷の大きい汚染源があるのではなく，生活系排水や観光施設などの事業

系排水が複数流入しており，汚水の流入時に流量の減少，水温の低下などのいくつかの条件が重なったときに
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本流や支流における採水は，河川の流心付近からサン

プル瓶（ポリ瓶）で直接，またはステンレス製のロープ

付きバケツにより行い，流入水についてはこれらによる

採水が困難な場合，ステンレス製のひしゃくを用いた．

なお，降雨の影響を確認するため，調査は晴天時のほか

に雨天時にも実施した． 

② 通日調査 

水質の経時変化を把握するため，「瑞祥橋」および「瑞

祥橋」から 1.2km上流の「滝尻橋」において 25 時間連続

（30 分または 1 時間ごと）の水質調査を行った．調査は

2，4 月の BOD 基準超過の発生頻度が高い時期に，表 2

（SS, DO 以外）の項目について実施した． 

③ BOD分析前処理の検証 

河川水の溶存酸素の過飽和が BOD 値に与える影響を

検証するため，月別調査の「瑞祥橋」において採水した

水を使い，過飽和解消のための前処理をした試料と，前

処理していない試料の BOD値を比較した．  

3） 生物環境調査 

① 糞便汚染指標菌調査 

狩野川水系上流域における糞便汚染の状況を把握する

ため，糞便汚染の指標菌である大腸菌，嫌気性芽胞菌，

および糞便性連鎖球菌を調査した．大腸菌および嫌気性

芽胞菌は「水道におけるクリプトスポリジウム等対策指

針」に基づく検査法（厚生労働省通知 平成 19 年 3 月

30 日付け健水発第 0330006 号），糞便性連鎖球菌は上水

試験法（2011 年版Ⅴ-3 5.4.3 3）(2)）により分析を行っ

た．採水は 2017 年 2 月および 11 月の月別調査にあわせ

て行った． 

② ミズワタ調査 

狩野川水系上流域において，糸状細菌 sphaerotilus 

natans のミズワタの出現状況を調査した．調査は月別調

査および通日調査時に行い，目視にて－～++++の 5 段階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

で評価した． 

2 公共用水域常時監視データ調査 

「瑞祥橋」における過去の公共用水域常時監視データ

及び気象庁アメダスの気象情報を解析し，BOD 値と流量

等の各データとの関連を検証した． 

3 原単位法による発生負荷量試算 

狩野川水系上流域において表 3 の資料を用いて系統別

(生活系，事業系，土地系)に発生源を求め，これに表 4

の資料から引用した原単位を乗じて日発生負荷量を求め

た． 

1） 土地系 

静岡県地理情報システム（静岡県 GIS）にて，狩野川

水系上流域の面積を測定した． 

2） 生活系      

 行政区別人口に合併浄化槽と単独浄化槽の設置比率を

乗じて生活系発生源を算出した． 

3） 事業系 

水質汚濁防止法の特定施設の種類ごとに届出水量およ

び水質より発生負荷量を算出し，届出水質が不明の場合

は原単位を乗じて算出した．なお，水質汚濁防止法対象

外の施設は水質汚濁防止法対象施設に準じて算出した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 分析方法一覧 

表 1 狩野川「瑞祥橋」における水質常時監視の月別 BOD(mg/L) 

項目　 分析方法・分析機器
水温 ペッテンコーヘル水温計
流量  流速計TOHO DENTAN CM-1BN
pH 東亜DKK HM-31P
BOD よう素滴定法
DO よう素滴定法
COD 酸性法(過マンガン酸カリウム)
SS 環境庁告示付表9
陽イオン : Na+,K+,

Mg2+,Ca2+,NH4
+

イオンクロマトグラフ法
日本ダイオネクスICS-1100

陰イオン : F-,Cl-,

SO4
2-,NO2

-,NO3
-,PO4

3-
イオンクロマトグラフ法
日本ダイオネクスICS-2100

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

2003年 <0.5 <0.5 0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 0.6 1.2 1.3 1.2 1.1
2004年 0.7 0.8 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 0.8 0.9 0.6 0.7 0.9 0.9
2005年 <0.5 0.5 0.6 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 1.0 1.3 1.1 1.0 1.0
2006年 1.0 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 0.5 0.6 1.6 1.2 1.4 1.3
2007年 1.4 0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 0.7 0.9 1.2 1.2 1.3 0.6
2008年 <0.5 1.2 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 0.9 0.9 0.8
2009年 <0.5 0.5 <0.5 0.6 <0.5 <0.5 <0.5 1.2 1.0 1.6 0.9 0.9
2010年 1.0 0.7 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 0.5 0.9 0.9 0.9 1.1 1.2
2011年 0.8 <0.5 0.7 0.8 <0.5 <0.5 0.7 0.8 1.3 0.9 1.2 0.6
2012年 1.4 0.8 0.5 <0.5 <0.5 <0.5 0.5 0.6 0.8 1.2 0.8 0.9
2013年 <0.5 0.8 0.5 <0.5 <0.5 <0.5 0.5 1.0 2.6 1.4 1.7 1.1
2014年 1.1 0.9 0.9 0.5 1.0 <0.5 0.5 0.7 1.7 1.0 1.7 1.7
2015年 1.0 1.5 <0.5 0.6 <0.5 0.8 0.7 1.2 1.8 0.7 0.6 0.9
2016年 1.0 0.8 0.9 0.7 0.8 0.6 0.6 0.9 <0.5 0.7 0.8 0.7
2017年 0.6 0.8 0.8 0.6 0.6 1.2 0.6 <0.5 1.4 0.7 <0.5 <0.5

：基準値超過（≧1.1）
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資料名（公表機関） 要因
行政区別世帯人口一覧表（伊豆市） 生活系
静岡県の浄化槽設置状況
（静岡県くらし・環境部）

生活系

静岡県の下水道
2016年2月 （静岡県交通基盤部）

生活系

水質汚濁防止法に基づく届出
（静岡県くらし・環境部）

事業系

静岡県地理情報システム（静岡県） 土地系  

 

資料名（公表機関）　 要因
流域別下水道整備総合計画調査
指針と解説　2015年1月
（国土交通省）

生活系
土地系

浄化槽のデータ集（環境省） 生活系
流域別下水道整備総合計画調査
指針と解説　参考資料　2015年10月
（国土交通省）

事業系

 
 

結果および考察 

1 狩野川水系上流域の現地調査 

1） 流路調査 

狩野川水系上流域にある主な施設や土地の利用状況を

図 1 に，流路の概略を図 2 に示した．狩野川水系上流域 

では，支流の滑沢，岩尾川，与市坂川のほか，複数の流

入水が確認された．また，本流には発電所用の取水口が

2 ヶ所あり，No.1 の取水場から取水された水は湯ヶ島発

電所を経由して再び本流へ戻されていたが，その下流に

ある No.2 の取水場から取水された水は向原発電所を経

由して「瑞祥橋」より下流側で本流に戻されていた．な

お，この流域で下水道が整備されているのは「瑞祥橋」

付近の区域のみで，大半の区域で整備されていなかった．

2） 水質調査 

① 月別調査 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 水質の調査は，本流のほかに，前述の流路調査で把握

した流入水等を含めた 14～23 地点（図 2）において，2015

年 12 月～2017 年 11 月の期間に，およそ毎月 1 回（計 21

回）実施した．このうち 2016，2017 年 8 月は雨天時に調

査を実施した．主要地点における BODおよび COD分析

結果を表 5 に，イオン分析結果を図 3，4 に示した．COD

は BOD と比べて高いことがあり，特に雨天時には高い

値が観測された．一方，BOD は本流・支流ともに雨天時

を含めて全て基準値未満だったが，No.10 流入水（生活

排水）ではBODが最大で508mg/Lと高い値が観測され，

有機汚濁の流入が確認された． 

イオン組成は，最も上流の No.25 で NO3
-，PO4

3-濃度が

低く，下流側の No.6 にかけて上昇し，No.6 から下流側

の No.1「瑞祥橋」までは減少していた．また，下水の

K+/Na+の値は 0.30 と報告されているが 3），狩野川の本流

では上流の No.25 で 0.11 であったのが，No.6 では 0.21

に，No.5 では 0.23 に上昇し，以降の下流の地点ではほ

ぼ一定であり，下水の流入が推察された． 

No.1 の「瑞祥橋」から No.6 の流域には住宅が，No.6

から No.25 の流域には住宅の他に観光施設等があり，本

流の水質がこれら生活系，事業系両方の排水の影響を受

けていることが示唆された． 

流入水のうち No.12，13，22 では， NO3
-， NH4

+，PO4
3-

濃度や K+/Na+が No.1「瑞祥橋」と比べて高く，さらに 

K+/Na+が下水の値0.30に近いことから生活排水の流入が

推測された．ただし，No.22 では 0.30 を上回り K+濃度も

No.12や13に比べて高いことから生活排水の流入以外に

別の要因もあると考えられる．これら流入水では調査日

ごとに NO3
-等の栄養塩類濃度に変動があり，生活排水等

の排水が常時流入しているのではなく，人の活動に影響

されていることが示唆された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4 原単位に係る資料 

表 3 発生源に係る資料 

図 1 狩野川水系上流域の概況 
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観光センター

本流
(狩野川)

向原発電所

猫越川

狩野川(本谷川)，支流
東京発電 発電用水路

特養
（いのしし村跡地）

発電所 取水口
わさび田(一部) 民家
水質汚濁防止法の特定事業場
旅館業・観光センター・農林技術研究所

下水道区域

発電所 取水口
わさび田(一部) 民家
水質汚濁防止法の特定事業場
旅館業・観光センター・農林技術研究所

下水道区域

瑞祥橋瑞祥橋
測定地点
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雨天時 雨天時
No. 範囲 平均 範囲 平均
1 <0.5～0.5 0.5 0.5,<0.5 <0.5～1.5 0.6 3.2,1.8
2 <0.5～0.5 0.5 <0.5, -  <0.5～1.2 0.6 2.8,-   
3 <0.5 <0.5 <0.5,0.5 <0.5～1.3 0.6 2.6,1.7
5 <0.5～0.9 0.5 <0.5,<0.5 <0.5～1.1 0.6 2.1,1.0
6 <0.5～0.5 0.5 - <0.5～1.2 0.6 -
15 <0.5～0.5 0.5 <0.5,<0.5 <0.5～1.7 0.7 1.5,1.0
25 <0.5～0.5 0.5 <0.5,0.5 <0.5～5.5 1.5 1.6,0.7
4 <0.5 <0.5 <0.5,<0.5 <0.5～0.8 0.6 2.7,1.5
7 <0.5 <0.5 <0.5, -   <0.5～0.7 0.5 2.4,-   
26 <0.5～0.6 0.5 <0.5,<0.5 <0.5～1.6 0.6 1.1,0.5
10 18～508 275 - 11～296 115 -
12 <0.5～0.5 0.5 - <0.5～0.9 0.6 -
13 <0.5～0.6 0.5 <0.5,-   <0.5～1.6 0.8 0.5,-   
21 <0.5～0.5 0.5 <0.5,0.5 0.8～2.0 1.4 2.7,1.4
22 <0.5～0.5 0.5 0.6,-   <0.5～13 1.8 2.4,-   
23 <0.5～0.5 0.5 <0.5,-   0.9～4.6 2.1 4.1,-   

COD(mg/L)
晴天時 晴天時

本
流

BOD(mg/L)

支
流

流
入
水

 

 

② 通日調査 

CODは2月および4月ともに高い値が検出された時間

帯があり，特に 2 月の「滝尻橋」では 1mg/L 以上の数値

が 3 回検出された．また，BODは COD ほど高くはなか

ったが，2 月の「瑞祥橋」で報告下限値以上の数値が 3

回，「滝尻橋」で基準値以上の数値が 1 回検出され，時間

帯によって濃度に差があることが確認された（図 5）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

図 3 狩野川本流のイオン濃度（晴天時の 19 回平均） 

表 5 狩野川水系上流域における BOD，COD 
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図 2 狩野川水系上流域の流路および調査地点

図 4 「瑞祥橋」および流入水のイオン濃度 
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③ BOD分析前処理の検証 

分析前に河川水の溶存酸素の過飽和を解消した「前処

理あり」と，「前処理なし」の試料の BOD値を表 6 に示

した．「前処理なし」においても BODが基準値を超過し

たのは 21 回の調査のうち 1 回のみで，過飽和が BOD 値

に影響している可能性は低いと考えられた． 

 

範囲 平均 範囲 平均
2015年12月 - <0.5 - <0.5 n=1

2016年1月 - <0.5 - 1.0 n=1

2016年2月 - <0.5 - <0.5 n=1

2016年3月 - <0.5 - 1.6 n=1

2016年4月 - <0.5 - <0.5 n=1

2016年6月 <0.5 <0.5 <0.5～0.5 0.5 n=5

2016年7月 <0.5 <0.5 <0.5～0.7 0.6 n=5

2016年8月 <0.5～0.6 0.5 <0.5～0.6 0.5 n=5

2016年10月 <0.5 <0.5 <0.5～0.6 0.5 n=5

2016年11月 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 n=5

2016年12月 <0.5 <0.5 <0.5～0.5 0.5 n=5

2017年1月 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 n=5

2017年2月 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 n=5

2017年3月 <0.5 <0.5 <0.5～0.7 0.6 n=5

2017年4月 <0.5 <0.5 <0.5～0.5 0.5 n=5

2017年5月 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 n=5

2017年6月 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 n=5

2017年7月 <0.5 <0.5 <0.5～0.5 0.5 n=5

2017年8月 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 n=5

2017年9月 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 n=5

2017年11月 <0.5 <0.5 <0.5～0.6 0.5 n=5

：基準値超過（≧1.1）

備考年月日
前処理あり 前処理なし

 

3） 生物環境調査 

① 糞便汚染指標菌調査 

本流における糞便汚染指標菌の調査結果を表 7 に示し

た．糞便汚染指標菌は 2，11 月ともに本流の全地点で検

出され，最も上流の No.25 と比べて下流側において高濃

度で検出された． No.15 では 11 月に 170MPN/100ｍL の

大腸菌が検出されており，No.25 から No.15 の間には住

宅の他に観光施設があることから，これらの浄化槽排水

の影響が推測された． 

No.5 周辺には住宅があり，また前述の栄養塩類濃度の

高いNo.12, 13やBOD濃度の高いNo.10が流入している．

これら流入水の流入前（No.5-2）と流入後（No.5）では，

流入後に指標菌数の増加がみられ，No.5 では大腸菌や嫌

気性芽胞菌が最も多く検出された．特に 2 月の No.5 では

11.7℃と低い水温にもかかわらず，2,400MPN/100ｍL の

大腸菌が検出された．これらのことから，本流には浄化

槽排水が流入しており，本流の水質がこの排水の影響を

受けていることが示唆された．なお，生活系や事業系排

水の流入が確認されていない No.25 においても指標菌が

確認されたが，現地調査時に野生動物の糞を確認したこ

とから，これらの指標菌は野生動物由来の可能性が考え

られる．  

 

1 3 5 5-2 15 25
大腸菌

MPN/100ｍL
14 22 2,400 7.8 2.0 7.8

嫌気性芽胞菌
CFU/100ｍL

3.0 9.0 12 4.0 4.0 11

糞便性連鎖球菌
MPN/100ｍL

1.8 6.1 0.0 0.0 2.0 0.0

1 3 5 5-2 15 25
大腸菌

MPN/100ｍL
33 79 790 70 170 11

嫌気性芽胞菌
CFU/100ｍL

32 43 59 41 3.0 0.0

糞便性連鎖球菌
MPN/100ｍL

33 79 79 33 6.8 7.8

地点No.

地点No.
2017年11月

2017年2月

  

② ミズワタ調査 

ミズワタは主に冬から春に出現していた（表8，図6）．

通常，ミズワタの構成細菌である sphaerotilus natans はア

ミノ酸を必須栄養分とする細菌で有機汚濁の進んだ水域

で多く見られるが，現地調査においてミズワタは最も上

流の No.25 ではみられず，No.15 より下流側で発生して

いた．特に，ミズワタは No.5 から No.1 の間で繁殖して

おり，栄養塩類濃度が上昇している地点で繁殖が確認さ

れた．このことからも，浄化槽排水の流入が示唆された． 

 

表 7 狩野川水系上流域の糞便汚染指標菌調査結果 

表 6 前処理の有無における BOD(mg/L) 

図 5 「瑞祥橋」，「滝尻橋」における BOD，COD（通日） 
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1 2 3 5 6 15 25
2015年12月 - - - - - - -
2016年  1月 - - + - - -

2月 + - - - - -
3月 - - - - - - -
4月 - - - - - - -
6月 - - - - - -
7月 - - - - - -

8月(雨天) - - - - - -
10月 - - - - - -
11月 - - - - - - -
12月 ++ + + ++ + + -

2017年 1月 - + - - - - -
2月(通日) +++ 　 　 +++ +++

2月 - - - - - - -
3月 + + - + - - -
4月 + ++ ++ + + - -

4月(通日) - - -
5月 + ++ ++ + - - -
6月 - ++ - - - - -
7月 - - - - - - -

8月(雨天) - - - - -
9月 - - - - - - -

11月 - - - - - - -
無：-，有(少～多)：+～++++

地点No.

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 公共用水域常時監視データ調査 

2005～2017 年度の期間中，「瑞祥橋」では 2016 年度を

除き年間 1 回以上は BOD が 1mg/L を超過しており，年

間 4 回の超過も観測されている．また，2017 年度 9 月を

除き，超過がみられた時期は冬～春季（11～5 月）で，

夏～秋季（6～10 月）には超過事例がみられなかった（表

1）．  

2005 年 4 月～2017 年 10 月の「瑞祥橋」における曜日，

時間帯別の基準超過割合を図 7，8 に示した．調査は日曜

日の 1 回以外はすべて月～金曜日に実施しており，この

うち水曜日のみ基準超過割合が低かったものの，他は

20％台で差がなかった．時間帯別ではデータ数（採水回

数）に差があるが，データ数の少ない 16 時台を除くと基

準超過割合にほとんど差がなかった． 

また，2005 年 4 月～2017 年 10 月の「瑞祥橋」におけ

る BOD と「4 日間の雨量」及び流量の関係について図 9，

10 に示した．BOD 濃度と雨量，流量の関係をみると，

50mm 以上の降雨や 0.7m3/s 以上の流量では BOD 基準超

過がほとんど発生していないことから，降雨量や流量が

多いと希釈効果によって基準超過が起こらないことが推

察された．  

次に，表 1 において基準超過の発生が 11～5 月に集中

していたことから，BOD 負荷量，BOD 濃度，流量，水

温について月別に平均を求め季節変動を検証した（図

11）．負荷量は 7 月を除いて 6～10 月（夏～秋季）に減少

し 11～5 月（冬～春季）には増加しており，基準超過の

発生割合が高い月では負荷量が多かった．「瑞祥橋」では

水温に季節変動がみられ，特に冬季には 10℃以下の低温

になるなど，夏季との差が最大で 10℃以上あった．この

ことから，11～5 月には水温が低下することで自浄作用

が低下し，夏季と比べて負荷量が大きくなったと推測さ

れた．また，7 月には流量が増加しており，7 月の負荷量

増大は流量増加が要因と考えられた．一方で，12～2 月

には流量が他の月に比べて約3分の2まで減少しており，

希釈効果の低下により BOD 濃度が上昇したと推察され

た． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 狩野川水系上流域のミズワタ 

図 7 「瑞祥橋」の曜日別 BOD基準超過割合 

表 8 狩野川水系上流域のミズワタ出現状況 
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３ 原単位法による発生負荷量試算 

現地調査では，住宅の生活系排水や観光施設等の事業

系排水の汚濁源を確認したが，それ以外に汚濁流入がな

いか検証した（表 9，10）．原単位法により試算した BOD

負荷量は 41.2kg/日，実測値（平均）は 40.2kg/日と同程

度であったことから，現地で把握した以外に大きな汚濁

源はないと推察された． 

 

生活系 事業系 土地系 合計
2.80 0.91 37.48 41.19 0.76

BOD負荷量(kg/日) BOD濃度
(mg/L)

 

 

算出方法
BOD負荷量

(kg/日)
BOD濃度

(mg/L)

原単位法試算値 41.2 0.76
実測値(平均) 40.2 0.74  

まとめ 

現地調査（毎月）を 2 年間実施した結果，狩野川水系

上流域において流入水 No.10（生活排水） 以外は BOD

濃度の高い地点は認められなかった．また，BOD濃度の

高い No.10 も流量は少なく，「瑞祥橋」の BOD基準超過

を引き起こすほどの大きな負荷ではないと考えられた．

このことから，特定の汚濁流入が「瑞祥橋」の BOD 基

準超過の原因となっているのではないと推察された． 

一方で，流入水の一部には本流より高い栄養塩類濃度

や K+/Na+の値が観測されており，浄化槽排水の流入が示

唆された．また，本流では栄養塩類濃度や K+/Na+の値が

最上流で最も低く，生活排水を含む流入水や観光施設等

の排水の流入する下流側で栄養塩類濃度やK+/Na+の値が

上昇していたことから，本流の水質はこれら排水の影響

を受けていることが推察された．さらに，本流において

生活系･事業系排水の流入地点の下流側では糞便汚染指

標菌が多く検出されていることからも，浄化槽排水によ

る汚濁が推察された．   

本流に比べて栄養塩類濃度の高い地点である流入水

No.12，13，22 では，調査日によって栄養塩類濃度が変

動し時に高濃度を示すことから，これらの流入が本流の

水質変動に影響することが推察された．実際に，本流の

「瑞祥橋」や「滝尻橋」では BOD，COD の日内変動が

観測されており，さらにその変動は調査日により異なり，

生活系排水や事業系排水の流入による汚濁の影響が，日

や時間帯によって異なることが確認された．「瑞祥橋」の

上流側には住宅や観光施設，旅館があることから，汚濁

の流入は人の活動時間帯と連動すると考えられたが，公

共用水域常時監視データ調査でも BOD 基準超過割合の

高い特定の時間帯はなく，人の活動時間帯に連動してい

図 10 「瑞祥橋」における BOD濃度と流量 

表 9 原単位法による｢瑞祥橋」の起源別 BOD負荷量 

表 10 原単位法試算値と実測値の負荷量･濃度 

図 9 「瑞祥橋」における BOD濃度と雨量 

図 11 「瑞祥橋」の月別 BOD 負荷量と濃度・流量・水温 

図 8 「瑞祥橋」の時間帯別 BOD 基準超過割合 
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なかった．これは，住宅や観光施設等から排出された各々

の排水が本流に流達するまでに要する時間と，さらに本

流内で「瑞祥橋」に流達するまでに要する時間があるた

めと考えられる． 

「瑞祥橋」と同じく河川類型 AA である芝川「横手沢

橋」の BOD 基準超過原因の調査 4）では，芝川上流域の

畜産系面源汚濁負荷によりミズワタが大量繁殖し，この

ミズワタが流下混入することで BOD が上昇したと推測

されている．今回の「瑞祥橋」の調査においてもミズワ

タは観測されたものの，「横手沢橋」ほど大量のミズワタ

繁殖はなく，さらにミズワタが観測された地点において

も BOD が低かったことから，ミズワタが「瑞祥橋」の

BOD 基準超過に影響しているとは言えない． 

また，「瑞祥橋」の上流では水温が低く，さらに川に整

備されている砂防堰堤等による落差のため河川水中の溶

存酸素が過飽和になりやすい．しかしながら，この過飽

和の状態で分析しても BOD 値はほとんど高くなかった

ことから，過飽和が基準超過に影響しているとは言えな

い． 

基準超過のほとんどが降雨量や流量が少ない時に発生

していることから，河川流量と BOD 基準超過には密接

な関係があると考えられる．特に，冬～春季には流量減

少による希釈効果の低下に水温低下による自浄作用の低

下が重なり，BOD基準超過が起こりやすいと推察された．

さらに，原単位法の試算から，現地調査で把握した住宅

や観光施設等以外に大きな汚濁源はないと推察され，「瑞

祥橋」上流の流域には負荷の大きい汚染源があるのでは

なく，流量が減少し水温の低い条件下で，汚濁源の生活

系排水や事業系排水が複数流入する等，条件が重なった

ときに BODが基準超過したと推測された． 

現在，狩野川流域では道路整備が進んでおり，観光客

増加の可能性もあることから，今後も BOD 負荷量は同

程度もしくは増大することが予想される．また，「瑞祥橋」

のある伊豆市では単独浄化槽が約 8 割を占めており，合

併浄化槽への切り替えが進んでいない．当該地域の観光

業は重要な基幹産業であり，浄蓮の滝等の河川に関係す

る観光スポットもあることから水質悪化は大きな問題と

なる．今後は県民に対する浄化槽の適正使用に関する啓

発，単独浄化槽から合併浄化槽への切り替えの促進など

の対策を講じる必要がある．また，事業者による水質汚

濁防止法に基づく基準順守徹底や，下水道整備による流

域外への排出などのさらなる対策が望まれる． 
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はじめに 

 大気汚染防止法（以下，「法」という.）により，国民

の健康保護及び生活環境保全を目的として，都道府県及

び政令市に大気汚染物質の常時監視が義務付けられてい

る． 

平成 13 年に制定された「大気汚染防止法第 22 条の規

定に基づく大気の汚染の状況の常時監視に関する事務の

処理基準について（平成 13年 5月 21日付け環管大第 177

号，環管自第 75 号）」（以下,「事務処理基準」という.）

に基づき，本県をはじめとする地方自治体は大気常時監

視測定局（以下,「測定局」という.）による常時監視を

行ってきた．その後，事務処理基準は平成 17 年及び 22

年に改正され，人口，面積，過去の環境濃度レベル，発

生源の状況等の観点から，地域の実情によって測定局の

配置を行うことが可能となっている． 

近年，行政の効果的取組及び関係者の努力により， 窒

素酸化物（NOx）をはじめとする大気汚染状況は大幅に

改善されてきている．実際，ここ数年，本県では光化学

オキシダント（Ox）及び微小粒子状物質（PM2.5）以外

の常時監視項目に関しては概ね環境基準を達成できてお

り，このことは全国的な傾向とも合致している 1,2）． 

一方で，測定局及び測定器の維持には多額の費用を要

することから，本県を含め多くの自治体では測定体制の

効率化が求められており，測定局の適正配置の再検討が

今後の課題となっている 3）． 

測定局の適正配置とは，端的にいえば予算や場所の制

約条件の中で，効率良く測定局または測定器を配置し，

いかに自治体内の大気汚染の状況を把握する体制を整え

るかということである． 

それぞれの測定局のデータは，どんなに地理的条件が

近くても，全く同一になることは無い．しかし，測定項

目によっては，中長期的な観点で測定局ごとに一定の関

係を有するはずである． 

そこで，今回，将来の測定体制の行政検討基礎資料と

するため，県内測定局の NOx 計データの関連性について

調査を行い，一定の知見を得たので報告する． 

静岡県内の大気常時監視測定局の適正配置の再検討 

－窒素酸化物データの関連性について－ 
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その結果，地理情報分析を行ったところ，県内の NOx 濃度は年平均値ではいずれも低いが，高濃度時の指

標である日平均値の 98%値では県東部地域神奈川県側が相対的に高いことが判明した．また，相関分析及びクラス

ター分析を行ったところ，1 時間値について距離が近い測定局は相関及び類似性が高い傾向が明らかとなった． 
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方 法 

1 調査の考え方 

本調査では，本県の法所管課であるくらし・環境部環

境局生活環境課が解析を行い，事務処理基準に記載のあ

る人口，面積及び過去の環境濃度レベルから鑑みて，過

去 3 年度分（2013～2015 年度）の評価から測定器の台数

削減が一定数可能とされた，県有一般環境大気測定局の

NOx 計を調査の対象とした（表 1）． 

なお，県有測定局の近隣データの関係をより正確に見

る目的で，分析は市有測定局または測定器のデータを含

む形で行った．ただし，政令市分については，法におけ

る常時監視の本県行政管轄範囲外であるため，一部の分

析を除き今回の調査では除外した．以下，本報告書では

測定局及び測定器の地点名称として，表 1 の略称を使用

する． 

2 大気常時監視測定データの収集 

 中長期的観点での評価を行う目的で，2012～2016 年度

過去 5 年度分の県内 1 時間値または日平均値測定データ

を収集し，状況を整理した．データは，本県の常時監視

システムに収集されたもの及び国立環境研究所「環境数

値データベース」大気環境データファイルを使用した． 

3 測定データの処理 

 分析には統計ソフト R 3.4.3（R Development Core 

Team(2017)）を使用した．地理情報の整理のため，Global 

Administrative Areas(http://www.gadm.org/country)のシェ

ープファイルまたは SpatialPolygonsDataframeを使用した． 

1) 測定データの地理情報 

測定局の地理情報を整理する目的で，全国的な最新確

定データとして入手可能な 2015 年度年平均値及び日平

均値の 98%値を濃度分布の地理情報として図示した．な

表 1 調査対象とした NOx 計一覧 

NO.
測定局名称

（括弧内は本報告書における略称）
測定器
の属性

測定局
の地域

緯度 経度

1 伊東市役所（伊東） 県有 伊豆 34.9667 139.1008
2 熱海総合庁舎（熱海） 県有 伊豆 35.0925 139.0719
3 御殿場市役所（御殿場） 市有 東部 35.3089 138.9342
4 裾野市民文化センター（裾野） 市有 東部 35.1969 138.9136
5 大仁北小学校（大仁北） 県有 伊豆 35.0175 138.9486
6  三島市徳倉幼稚園（徳倉） 市有※ 東部 35.1419 138.9144
7  三島市中郷文化プラザ（中郷） 市有※ 東部 35.0919 138.9247
8  三島市役所（三島） 県有 東部 35.1186 138.9186
9  沼津市愛鷹中学校（愛鷹） 市有※ 東部 35.1292 138.8231

10  沼津市金岡小学校（金岡） 市有※ 東部 35.1200 138.8628
11  東部総合庁舎（東部） 県有 東部 35.1072 138.8567
12  救急医療センター（救急） 県有 東部 35.1542 138.6775
13  吉原第三中学校（吉原） 県有 東部 35.1708 138.7156
14  元吉原中学校（元吉原） 県有 東部 35.1386 138.7042
15  鷹岡小学校（鷹岡） 市有 東部 35.1914 138.6492
16  大淵中学校（大淵） 市有 東部 35.2122 138.6869
17  富士中学校（富士中） 市有 東部 35.1631 138.6475
18  東小学校（富士東） 市有 東部 35.1503 138.7642
19  南松野（南松野） 市有 東部 35.1758 138.5997
20  富士広見小学校（広見） 県有 東部 35.1847 138.6856
21  富士川第一中学校（富士川） 県有 東部 35.1489 138.6225
22 富士根南小学校（富士根） 市有※ 東部 35.2256 138.6369
23 山宮小学校（山宮） 市有※ 東部 35.2700 138.6275
24 富士宮市役所（富士宮） 県有 東部 35.2217 138.6242
25  焼津中学校（焼津） 県有 中部 34.8647 138.3119
26  大井川東小学校（大井川） 県有 中部 34.8078 138.2925
27  藤枝大気測定局（藤枝） 市有 中部 34.8481 138.2706
28  島田市役所（島田） 県有 中部 34.8361 138.1764
29  牧之原市役所（牧之原） 県有 中部 34.7397 138.2250
30  掛川市大東支所（大東） 県有 西部 34.6661 138.0550
31  掛川市役所（掛川） 県有 西部 34.7736 138.0003
32  磐田市役所（磐田） 県有 西部 34.7189 137.8503
33  湖西市役所（湖西） 県有 西部 34.7189 137.5308

※テレメータシステムに未接続のため，リアルタイムで状況把握ができない地点
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お，今回の分析の性質上，自動車排気ガスの影響で局所

的に高濃度となり易い自動車排出ガス測定局を除外した．

また，ここでは県内全域の状況を把握するため，政令市

分データも含めプロットした． 

2) 測定データの分布 

測定局の濃度データ分布を確認する目的で，5 年度分

の 1 時間値をまとめたバイオリンプロット及び箱ひげ図

を作成した．バイオリンプロットはカーネル密度曲線を

左右対称に描いたものであり，箱ひげ図の中央の白丸に

は中央値を，箱の上端には 75%タイル値を，箱の下端に

は 25%タイル値を図示した．ひげの上下端には，四分位

範囲（箱の長さ）の 1.5 倍以内における最大値と最小値

を示した． 

3) 相関係数 

測定局間の時系列データの関係性を見る目的で，5 年

度分の 1 時間値について相関係数を算出し，行列として

図示した（完全データ分析によるスピアマンの順位相関

係数）．正及び負の相関が高い場合，それぞれ大きい丸の

濃青色及び濃赤色となるよう作図した．行列の並びは基

本的に隣接する測定局の順とした． 

4) クラスター分析 

 測定局間の類似性を見る目的で，5 年度分の 1 時間値

について階層的クラスター分析を行った（ユークリッド

距離，Ward 法）． 

なお，分析の効率性向上を目的として，故障，保守等

に基づく欠測値の補完を Amelia II で行った．補完にあた

り，「①各測定局データは同じ日時にある程度の関係があ

るため説明・補助変数として使用できること②NOx 計デ

ータは，対数正規分布に従うこと」を前提とした 4）．ま

た，疑似データ数（M=5）に設定し，点推定値を求めた． 

 

結果および考察 

1 測定データの地理情報 

県内の年平均値はいずれの測定局においても低値で

あった（図 1）．高濃度時の指標である日平均値の 98%値

については，御殿場を筆頭に県東部地域神奈川県側が相

対的に高めであった（図 2）．県外では，より高濃度で測

定されたのは東京をはじめとする都市部であり，人口密

度が大きくエネルギー消費密度が高い地域であった 5）．

本論では紙幅の都合上省略するが，2012～2014 年度も同

様の傾向であった． 

NOx は何らかの燃焼現象に伴って発生するものであ

り，県東部地域神奈川県側の状況については今後，要因

の詳細を分析する必要があると考える．  

2 測定データの分布 

各地点のデータを見ると，隣接する測定局については

同様の分布となる傾向があった（図 3）．例えば，伊東と

熱海については，バイオリンプロット及び箱ひげ図の形

から，類似であると判断した．これは，隣接地点では人

口，産業構造，自動車の量等から環境が類似しているこ

と，もしくは同一の現象を近接範囲で観測しているため

変動が類似していることなどが要因として推察される． 

分布の形は，低濃度側に最頻値があるような対数正規

分布様のものが多いが，そうではないものもあった． 

3 相関係数 

紙幅の都合上，ここでは県有測定局のみの図示となる

が，各測定局は隣接地点で比較的高めの相関となる傾向

があった（図 4）．要因としては，上記 2 で述べたものと

同様であると考える． 

4 クラスター分析 

 県内の各測定局は隣接地点で比較的同じ分類となる傾

向があった（図 5）．要因としては，上記 2 で述べたもの

と同様であると考える． 

 

まとめ 

NOx 計に関し，測定局間の関連性について以下の知見

を得た． 

1  地理情報分析において，日平均値の 98%値については

県東部地域神奈川県側が相対的に高めであった． 

2  データの分布，相関係数及びクラスター分析において，

隣接する測定局については類似のデータとなる傾向が

あった． 

ただし，今回の分析では将来的な環境変化の予想，県

有・市有測定局（測定器）間の役割分担といった観点か

らのアプローチはできていない．また，測定局及び測定

器が減少した場合，同じ地点で得られる情報量が減少す

ることの影響について留意しなければならない． 

今後，適正配置を行う場合，必要に応じてこれらの観

点も考慮に入れて検討していくことが求められる．  

 

文 献 

1) 環境省水・大気環境局：平成 27 年度大気汚染状況報

告書，平成 29 年 9 月 

2) 静岡県くらし・環境部環境局生活環境課：平成 28 年

度大気汚染及び水質汚濁等の状況，平成 29 年 8 月 

3) 大気環境モニタリングの在り方に関する検討会：大気

環境モニタリングの在り方について-報告書-，平成 17

年 6 月 

4) 広尾純 他：大気汚染物質濃度の分布型について（Ⅰ），

大気汚染学会誌，14，8，311-316（1979） 

5) 小木曽毅：都市と沿道の大気環境，豊田中央研究所

R&Dレビュー，35，1，7-12（2000） 
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図 1  NOx 計年平均値の地理的分布＜2015 年度＞ 

単位：ppm 

図 2  NOx 計日平均値の 98%値の地理的分布＜2015 年度＞ 

単位：ppm 
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環境科学部 

1)  駿河湾奥部（富士川河口〜田子の浦）の海底地形と海底

面状況 

 

村中康秀，神谷貴文，伊藤彰，大山康一，渡邊雅之， 
小野昌彦，丸井敦尚 

 

富士山研究,11,23-33（2017） 

 

筆者らのグループは駿河湾における海底湧出地下水の

湧出位置の確認や採水・分析による涵養域の評価を試みて

いる．本研究では，これら調査の基礎となる海底地形調査，

海底面状況探査および地層探査を駿河湾奥部において実

施した．駿河湾奥部における水深500m程度までの2mメッシ

ュの海底地形図を作成した結果，田子の浦港沖西側の水深

120m〜140m付近で，比高30m程度の急崖域が海岸線に平行

方向に3kmにわたり連続して確認された。その谷部の急崖

域は馬蹄形を呈し，幅は200m程度，傾斜角は70度以上であ

った．富士川河口周辺では海岸線沿いの浅海部に砂やシル

ト等の細粒土が厚く堆積している一方で，田子の浦周辺で

は海岸線沿いの浅海部には粗い砂や礫が堆積していると

推定される。また，調査範囲全域において海底谷の谷筋に

は礫が堆積しており，尾根周辺では砂やシルト等の細粒土

が堆積し，尾根の斜面では部分的に露岩があると推定され

る．海底地形図や海底面状況図を基に遠隔操作無人探査機

を用いて海底の状況を調査したところ，田子の浦港沖西側

の急崖は岩から成っていることが確認され，崖の下には角

張った数mの柱状の岩石が散在していたことから，急崖は

地すべりや崖の崩壊により現れたと推測される。 

 

微生物部 

1)  モノクロラミン消毒による掛け流し式温泉のレジオネ

ラ対策 

 

杉山寬治、長岡宏美、佐原啓二、神田隆、久保田明、

縣邦雄、小坂浩司、前川純子、遠藤卓郎、倉文明、八

木田健司、泉山信司 

 

防菌防黴,45,295-300（2017） 

 

 

 

環境科学部 

1)  水性塗料の排水処理方法について 

 鈴木光彰 

 日本塗装工業会静岡県支部定期総会講演 

 2017. 4.20（静岡） 

 

2)  静岡県における外来種ヤンバルトサカヤスデの生息可

能域の推定 

神谷貴文  

第40回日本土壌動物学会大会 

2017. 5.20-21（横浜） 

 

 

レジオネラ属菌の汚染対策に苦慮していたアルカリ泉

掛け流し温泉１施設において，モノクロラミン消毒の有効

性を確認した。消毒前の源泉水にレジオネラ属菌汚染があ

ったが，消毒後はレジオネラ属菌が不検出であった。温泉

の湧出量に合わせて機械的に一定量の自動注入を行い,長

期にわたってモノクロラミン濃度は安定に維持され，22

ヶ月間にレジオネラ属菌の検出はなかった。 

 

2）イノシシなどから感染する疾病とその感染予防 
 

長岡宏美 
  

「柑橘」2017 第 69巻６月号 12-13 
 

ヒトがイノシシなどの野生動物と接触したり、調理・喫

食したりする際に感染する代表的な人獣共通感染症（日本

紅斑熱、ツツガムシ病、SFTS、豚丹毒、レプトスピラ、

E 型肝炎、食中毒起因菌、トキソプラズマ、肺吸虫）につ

いて、症状、感染経路及び予防・対処方法について解説 
 

3) 平常時のレジオネラ症防止対策 
  各自治体の取組について【静岡県】 
 

長岡宏美 
 

「レジオネラ症防止指針 第４版」平成 29 年７月発行 

60-61 
 
 平成 27 年 3 月に厚生労働省が「循環式浴槽におけるレジ

オネラ防止対策マニュアル」を改正し、モノクロラミン消毒

が追記された。この改正を受けて、静岡県では県規則等の必

要な改正を行った。改正にあたっては、モノクロラミンだけ

でなく、今後、新たな消毒方法が開発された場合にも柔軟に

たいおうできるよう、塩素系薬剤による消毒を基本としつつ、

「塩素系薬剤と同等以上の消毒効果があると知事が認める

方法」を追記した。また、「知事が認める方法」には「モノ

クロラミン消毒の適正濃度等」を規定した。 
 

 

 

 

 

 

3)  静岡県安倍川下流域の水質マップ 

神谷貴文，伊藤  彰，大山康一，小郷沙矢香， 

鈴木光彰，香田梨花，伏見典晃，村中康秀，申 基澈 

日本地球惑星科学連合2017年大会 

2017. 5.23（千葉） 

 

4)  駿河湾における富士山地下水海底湧出場所の推定(Ⅳ) 

村中康秀，神谷貴文，伊藤  彰，大山康一， 

渡邊雅之，小野昌彦，丸井敦尚  

日本地球惑星科学連合 2017 年大会 

2017. 5.24（千葉） 

 

他誌に発表した論文 

学会･研究会の報告 
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5)  富士山の地下水の保全と活用について 

村中康秀 

黄瀬川地域地下水利用対策協議会平成 29 年度定期総

会記念講演 

2017. 5.29（沼津） 

 

6)  静岡県安倍川下流域における地下水の水質・同位体特性 

神谷貴文，伊藤  彰，大山康一，小郷沙矢香， 

鈴木光彰，香田梨花，伏見典晃，村中康秀，申 基澈 

第 26 回環境化学討論会 

2017. 6. 7- 9（静岡） 

 

7)  ペーパースラッジ焼却灰を利用した水性塗料の排水処

理方法の開発 

   鈴木光彰，伏見典晃，香田梨花，平松裕志 

第 26 回環境化学討論会 

2017. 6. 7- 9（静岡） 

 

8)  難燃剤の発生源探索手法の開発 

小郷沙矢香，久米一成 

第 26 回環境化学討論会 

2017. 6. 7- 9（静岡） 

 

9) 静岡県における温暖化影響 

   神谷貴文 

第 1 回静岡県地球温暖化対策推進本部適応策推進部

会担当者会議 

2017. 7. 4（静岡） 

 

10) ワサビ田に棲む生物 

  伏見典晃，神谷貴文，香田梨花，西島卓也 

第20 回自然系調査研究機関調査研究・活動事例発表

会 

2017.10.26（滋賀） 

 

11) 富士山からの恵み ～駿河湾海底湧水発見～ 

村中康秀 

平成 29 年度環境保全協会第 2回理事会・講演 

2017.11. 7（静岡） 

 

12) 地下水熱交換システムとは 

村中康秀 

静岡県地下水熱エネルギー利用普及促進協議会・静

岡県環境ビジネス協議会講演 

2017.11.10（富士宮） 

 

13) ワサビ田に棲む生物の食性 

  伏見典晃，神谷貴文，香田梨花，西島卓也，原口岳，

陀安一郎 

第７回同位体環境学シンポウム 

2017.12.22（京都） 

 

14) Sr 同位体比及び微量元素によるバレイショの産地判別

の可能性 

香田梨花，神谷貴文，申 基澈 

第７回同位体環境学シンポウム 

2017.12.22（京都） 

 

15) 駿河湾における海洋ゴミ中のマイクロプラスチックに

ついて 

鈴木光彰 

平成 28 年度しずおか環境調査研究推進連絡会議 

2018. 1.26（静岡） 

 

16) 駿河湾におけるマイクロプラスチック汚染の現状につ

いて 

鈴木光彰，神谷貴文，金子亜由美，平松裕志 

第 54 回静岡県公衆衛生研究会 

2018. 2. 9（静岡） 

 

17) 安倍川下流域における地下水熱ポテンシャルの推定 

神谷貴文，香田梨花，伏見典晃，村中康秀，平松裕志 

第 54 回静岡県公衆衛生研究会 

2018. 2. 9（静岡） 

 

微生物部 

1)  Escheria albertii による食中毒事例について 同定の

経緯 

長岡宏美 

    衛生微生物技術協議会第 38 回研究会 

    2017. 6.27-28（東京） 

 

2)  静岡県の日本紅斑熱症例と媒介マダニの分布について 

    大石沙織，原稔美，酒井悠希子，阿部冬樹，神田隆，

池ヶ谷朝香 

    第 63 回東海公衆衛生学会学術大会 

    2017. 7.15（三重） 

 

3)  Escherichia albertii による食中毒における病因物質

の特定について 

    森主博貴，鈴木秀紀，久家力也,村田学博，松橋平太，

長岡宏美，神田隆 

食品衛生監視員協議会関東ブロック研修会 

    2017. 8.25 (さいたま) 

 

4)  下痢原生大腸菌 O159 を原因物質と特定した食中毒事例 

    村田学博，鈴木秀紀，久家力也，水本嗣郎，森主博貴，

長岡宏美 

   日本獣医公衆衛生学会（中部地区） 

   2017. 8.27（富山） 

 

5)  ノロウイルス食中毒防止のためのトイレの拭き取り検

査について 

原稔美, 酒井悠希子，阿部冬樹 

    第 32 回地研全国協議会 関東甲信静支部ウイルス研

究部会研究会 

2016. 9.28-29 （横浜） 

 

6)  Escherichia albertii による食中毒における病因物質

の特定について 

     森主博貴，鈴木秀紀，久家力也,村田学博，松橋平太，

長岡宏美，神田隆 

     平成 29 年度全国食品衛生監視員研修会 

     2017.10.26-27 （東京） 

 

7)  静岡県の日本紅斑熱症例と媒介マダニの分布について 

阿部冬樹，原稔美, 酒井悠希子，大石沙織，神田隆，

池ヶ谷朝香 

     平成 29 年度地方衛生研究所全国協議会関東甲信静

支部 第 7回公衆衛生情報研究部会総会・研究会 
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    2017.11. 17（栃木） 

 

8)  静岡県で9月下旬から発生した日本紅斑熱5症例につい

て 

    大石沙織，井戸陽子，酒井悠希子，阿部冬樹，神田隆，

大橋典男 

      第 24 回リケッチア研究会 

    2017. 12. 2-3（東京） 

 

9)  県東部地区における日本紅斑熱媒介マダニの調査 

大石沙織，井戸陽子, 酒井悠希子，阿部冬樹， 

神田隆 

    第 54 回静岡県公衆衛生研究会 

    2018. 2. 9（静岡） 

 

10) 新しく分類された下痢症起因性 Escherichia albertii

の汚染実態調査と分離株の性状 

鈴木秀紀，久家力也,村田学博，水本嗣郎，森主博貴，

長岡宏美，神田隆 

   第 54 回静岡県公衆衛生研究会 

   2018. 2. 9（静岡） 

 

11) アジにおける薬剤耐性菌の汚染実態調査 

   水本嗣郎，鈴木秀紀，久家力也，村田学博，森主博貴，

長岡宏美，神田隆，松橋平太， 

   第 54 回静岡県公衆衛生研究会 

   2018. 2. 9（静岡） 

 

12) 腸管出血性大腸菌における MLVA 法導入の効果について 

   森主博貴，鈴木秀紀，久家力也，村田学博，水本嗣郎，

長岡宏美，神田隆，山田俊博，杉本和也，岩佐浩行，

久川祐稔 

   第 54 回静岡県公衆衛生研究会 

   2018. 2. 9（静岡） 

 

13）レジオネラ症発生の原因究明関連調査における分子疫学

について 

   久家力也，鈴木秀紀，村田学博，水本嗣郎，森主博貴，

長岡宏美，神田隆，稲葉尋高，森川正浩，森健 

   第 54 回静岡県公衆衛生研究会 

   2018. 2. 9（静岡） 

 

14）下痢原生大腸菌 O159 を原因物質と特定した食中毒事例 

    村田学博，鈴木秀紀，久家力也，水本嗣郎，森主博貴，

長岡宏美 

   日本獣医公衆衛生学会年次大会 

   2018. 2.10（大分） 

 

15) 新しく分類された下痢症起因性 Escherichia albertii

の静岡県における汚染実態調査 

   鈴木秀紀、久家力也、水本嗣郎、森主博貴、長岡宏美、

神田隆 

    第 30 回 地方衛生研究所全国協議会 関東甲信静支

部細菌研究部会 
  2018. 2.15 （長野） 

 

医薬食品部 

1)  危険ドラッグ中の指定薬物の解析方法の検討 

金子亜由美，今津佳子，瀧野瑠衣，岩切靖卓，浜尾俊，

安藤隆幸，大場舞 

第 54 回全国薬事指導協議会 

2017.10.20（千葉市） 

 

2) HPLC を用いた医薬品等の定量法における「妥当性確認」

方法の検討結果 

今津佳子，渡邊陽子，浜尾俊，岩切靖卓，瀧野瑠衣， 

   金子亜由美，小和田和宏 

第 54 回全国衛生化学技術協議会年会 

29.11.21-22（奈良市） 

 

3)  薬用トニックの確認試験における CIELAB 表食系の応用 

浜尾俊，岩切靖卓，瀧野瑠衣，金子亜由美，今津佳子，

小和田和宏 

第 54 回全国衛生化学技術協議会年会 

29.11.21-22（奈良市） 

 

4) 加工食品中に混入された農薬の一斉分析法の開発（第 2

報） 

竹下由布子，渡邊愛子，山﨑喜与子，小和田和宏 

第 54 回全国衛生化学技術協議会年会 

29.11.21-22（奈良市） 

 

5) ノロウイルス感染制御を指向したテアフラビン類と複素

環カルボキサミド誘導体の活性評価 

大場舞，岡智一郎，安藤隆幸，荒畑沙織，池ヶ谷朝香，

高木弘隆，小郷尚久，小和田和宏，川森文彦， 

浅井章良，前田有美恵 

第 50 回東海薬剤師学術大会 

2017.12.3（名古屋市） 

 

6) 危険ドラッグ中の指定薬物の解析方法の検討 

金子亜由美，岩切靖卓，安藤隆幸，浜尾俊 

大場舞，瀧野瑠衣，今津佳子，髙橋真 

第 54 回静岡県公衆衛生研究会 

2018.2.9(静岡市） 

 

7) 化粧品中防腐剤等の一斉分析法の検討 

岩切靖卓，浜尾俊，瀧野瑠衣，金子亜由美，今津佳子，

髙橋真 

第 54 回静岡県公衆衛生研究会 

2018.2.9(静岡市） 

 

8) 薬用トニックの確認試験における L＊a＊b＊表色系の応用 

浜尾俊，岩切靖卓，瀧野瑠衣，金子亜由美，今津佳子，

髙橋真 

第 54 回静岡県公衆衛生研究会 

2018.2.9(静岡市） 

 

9)   シルクパジャマと謳う衣類の苦情テストについて 

辻むつみ，小笠原理映，長倉美由紀，小和田和宏， 
髙橋真 

第 54 回静岡県公衆衛生研究会 

2018.2.9(静岡市） 

 

10)  LC-MS/MSによる動物用医薬品一斉検査法の確立に向け

て 
渡邊愛子，竹下由布子，小林千恵，髙橋真 

第 54 回静岡県公衆衛生研究会 

2018.2.9(静岡市） 
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大気水質部 

1) 富士山麓におけるオゾンのブナ林への影響について 

美澤克俊 

Ⅱ型研究「森林生態系における生物・環境モニタリン

グ手法の確立」2017 年度第１回検討会 

2017.9.20（十日町） 

 

2) 今之浦川於福橋のダイオキシン類高濃度原因調査結果

について 

   鈴木恒雄 

平成 29 年度しずおか環境調査研究推進連絡会議 

2018. 1.26（静岡） 

 

 

 

環境科学部 

1) 独立行政法人日本学術振興会科学研究費助成事業（平成

28 年度～平成 30 年度） 

「重元素安定同位体をトレーサーとした産地判別手

法の確立―ワサビに着目して―」 

2017. 4. 1 

神谷貴文 

 

2) 平成 29 年度全国環境研協議会関東甲信静支部長表彰 

2017. 9.29 

村中康秀 

 

3) 第 54 回静岡県公衆衛生研究会第 4分科会優秀演題 

「安倍川下流域における地下水熱ポテンシャルの推

定」 

2018. 3. 6 

神谷貴文，香田梨花，伏見典晃，村中康秀，平松裕志 

 

4) ひとり１改革運動（その他（フレッシュ）部門）部長表

彰 

「GC/MS の使用記録表の改良」 

2018. 3.15 

長島由佳 

 

5) 平成 29 年度静岡県職員表彰（個人表彰） 
   「駿河湾における富士山地下水湧出の解明」 

    2018. 3.22 

    村中康秀，神谷貴文 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 富士山麓におけるオゾンのブナ林への影響について 

美澤克俊 

Ⅱ型研究「森林生態系における生物・環境モニタリン

グ手法の確立」2017 年度第２回検討会 

2018. 3.13（札幌） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

微生物部 

1) 全国食品衛生監視員協議会第 57 回関東ブロック研修大

会優秀演題 

Escherichia albertii による食中毒における病因物質

の特定について 

 2017.8.25 

    森主博貴，鈴木秀紀，久家力也,村田学博，松橋平太，

長岡宏美，神田隆 

 

2) 日本獣医公衆衛生学会（中部地区）地区学会長賞 

  下痢原生大腸菌 O159 を原因物質と特定した食中毒事例 

   2017.8.27 

   村田学博，鈴木秀紀，久家力也，水本嗣郎，森主博貴，

長岡宏美 

 

3)  平成 29 年度全国食品衛生監視員研修会 厚生労働省

生活衛生局長表彰 

   Escherichia albertii による食中毒における病因物質

の特定について 

     2017.10-26-27  

   森主博貴，鈴木秀紀，久家力也,村田学博，松橋平太，

長岡宏美，神田隆 

 

4)  第 54 回静岡県公衆衛生研究会第 1分科会優秀演題 

県東部地区における日本紅斑熱媒介マダニの調査 

2018. 2. 9 

大石沙織，井戸陽子, 酒井悠希子，阿部冬樹， 

神田隆 

 

5) 平成 29 年度ひとり１改革運動 部長賞 

   採取検体早見表の作成 

   2018.3.15 

   阿部冬樹，井戸陽子，酒井悠希子，大石沙織 

 
表   彰   等 
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